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第1章序論

1.1 研究背景

1.1.1 序文

道路は我々が生活する上で、重要な役割を果たす社会資本であり，人や物の移動，市街地

における街路の形成，電気，電話，ガス，水道といったライフラインを収納する共同溝等

の地下構造物の収容に寄与している.また，道路の表面を覆う舗装は，雨天時の泥はねや

乾燥時の砂塵の発生を抑制して環境負荷を軽減し，平たん性と適切なすべり抵抗性を確保

して車両の走行性や安全性を向上させるという機能を有している.我が国で自動車の走行

に供する舗装路面が構築されるようになったのは1903年頃のことである.東京市(現在の

東京23区)では1931年に舗装率が55%を超えたとされているが.1960年代半ばまでは未

舗装の道路が一般的であり.1965年の道路総延長988，774kmに対し簡易舗装を含む舗装率

は7.4%にすぎなかった1) その後，モータリゼーションへの対応のため急速に舗装道路が

整備され.2009年4月における道路総延長は1，200，225km，舗装率は約80%(市町村道，

一般道路を除く道路では95%以上)に達している 2)

舗装の性能すなわち舗装が有する機能の高さは交通荷重や天候の影響を受けて低下する

ため，適切な補修が行われなければやがて破壊する.さらに，こうした状況を放置すると

道路自体の破損にもつながる.したがって，道路がその役割を継続的に発揮するためには，

日常的にあるいは定期的に舗装の補修を行い，走行性や安全性を回復させる必要がある.

近年，舗装の損傷状況を把握して劣化予測を行い，費用対効果の高い補修を実施するこ

とにより道路の管理水準を維持し，さらには要求されるアウトカムを達成する舗装のアセッ

トマネジメン ト手法が幾つかの自治体や自動車専用道路を運営 ・管理する会社で取り入れ

られている.とりわけ，道路が人間の生活に欠かせない重要な社会資本であり，維持管理

の重要性が認識されてきたこと，舗装のライフサイクルが10"'20年と短く，劣化予測や費

用対効果の検証が比較的に容易であることが，舗装のアセッ トマネジメント手法が早期に

確立してきた背景といえよう.一方，マネジメント手法やマネジメントシステムが確立し

たとしても，その運用にあたっては解決すべき課題が多い.公共投資の縮減により維持 ・

1 



更新賀の確保が難しい中で，現況の水準を維持するための新たな維持管理方策の確立が早

急の課題となっている.

1.1.2 舗装の維持管理の技術基準とこれにかかる業務

舗装の維持管理の技術基準

道路の建設，改築や修繕にあたり遊守すべき事項は，法令等に記載されている.道路法

(昭和27年法律第 180号)第 30条第 1項と第2項の規定に基づいて道路構造令(昭和45

年政令第320号，平成15年に政令改正され政令第321号)が制定され， 道路を新築または

改築する際の一般的な技術基準が定められている.また，道路構造令第32条第2項の規定

に基づいて車道および側帯の舗装構造の基準に関する省令 (平成13年国土交通省令第 103

号)が制定されたことを受け，舗装の構造に関する技術基準(平成 13年6月29日付け国

土交通省都市 ・地域整備局長，道路局長通達)が定められている 4) 同技術基準は，車道，

分離帯を除く中央帯，車道に隣接する路肩，自転車道および歩道の舗装等全ての舗装に共

遇する内容として，告Ii装構造の原則，舗装の設計期間，施工時の留意事項，積雪寒冷地域

における凍上対策および必要に応じて定める舗装の性能指標について規定している.また，

上記の省令が定める測定方法を実現できる測定法，新しい測定法の認定等についても規定

しているの.

舗装の構造に関する技術基準では，効率的かつ効果的な舗装整備のために舗装の構造等

に関して求められる性能指標を規定しているが， 道路利用者の多様なニーズに応えるため

の設計 ・施工の自由度は高く，舗装の設計期間，舗装の計画変通量，性能指標等の道路管

理における基本事項は道路のおかれている様々な状況に応じて道路管理者が定めるべき事

項としている.また，同基準では，環境への配慮やリサイクルの推進も努めることとして

おり，従来の材料規定にとらわれず，要求性能を満足するもので、あれば現地調達や他産業

からの発生材の使用を認めている.

したがって， 道路管理者は舗装の維持管国にかかる政令や技術基準を遊守する限りにお

いて，舗装の管理水準，施工方法，仕様材料等の具体的な事項については自ら設定し，こ

れを満足するように舗装の維持管理業務を遂行していると考えられる.
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点検 ・調査

点検は，施設の安全性，使用性，耐久性などにかかわる変状を発見し，マネジメントを効

率的 ・効果的に行うための情報を得ると共に，施設の安全性に係わる不具合を早期に発見

して致命的な損傷や重大な事故を未然に防ぐことを目的として実施される.一般的な点検

の種類として， r日常点検j， 1定期点検J， I特別点検J， r詳細点検JI異常時点検Jがある6)，

舗装の維持管理においても，各点検に該当する調査が実施されている.具体的な例とし

て，日常的な巡回パトロールや道路利用者からの情報提供に基づいて路面の状況把握を行

う簡易調査，供用性能の経時変化を把握することを目的として定期的に路面の性状を調査

する定量調査，舗装の破損原因を特定するために実施する破損原因の調査，道路利用者の

満足度，維持 ・修繕が必要な箇所を把握するためのアンケー トやヒアリングなどの意見調

査がある 4)

日常の巡回パトロールにおいて，道路上の落下物や路面の局所的な破損等の安全性に係

わる異常が発見された場合，障害物の撤去や応急的な補修(維持)が行われる.また，定

量調査や破損原因の調査 意見調査の結果に基づいて大規模な補修(修繕)が行われる.

表-1.1に定量調査と破損原因の調査の代表的な項目とその方法を示す.

表-1.1 定量調査と破損原因の調査の代表的な項目と方法

調査の種類 調査項目 調査方法等

平たん性 3mプロフィルメータ イ也

わだち掘れ量 横断プロフィルメ ータ 他
定量調査

ひび割れ率 スケッチ法他

浸透水量 現場透水量試験他

すべり BPT， DFT イ也

開削調査 路床の支持力 平板載荷試験， CBR試験

破損原因の調査 たわみ量 FvVD，ベンゲルマンビーム
非破壊調査

舗装厚さ 地中レーダ他

路面の定量調査や破損原因の調査の結果は，修繕実施の判定や修繕工法の選定だけでな

く， 将来の修繕時期の予測や予算見積もりの重要な情報となりうる.現在，路面の性能を

評価する指標として，平たん性，わだち掘れ量，ひび割れ率から求める維持管理指数l'vlCI
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(Maintenance Control Index)や供用性指数PSI(Present Serviceability Index)が， 舗装

の耐荷力を評価する指標としてFWD(Falling Weight Deflectometer)による舗装のたわ

み量等が採用されている 3)

舗装の管理目標と設計期間

舗装の管理上の目標として定められる設計期間には，路面の設計期間と舗装の設計期間

塑性変形抵抗性，平たん性等の性能を管理上の目標値以上がある.路面の設計期間とは，

交通による繰り返しまた，舗装の設計期間とは，に保持するように設定した期間である.

荷重に対する舗装構造全体の耐荷力を設定するための期間であり，疲労破壊により舗装に

一般的に，路面の設計期間は舗装の設計期間と同ひび割れが生じるまでの期間とされる.

または短く設定されている.図-1.1は，路面の性能や舗装の耐荷力の管理目標と維

持 -修繕の関係を示している.
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舗装の維持 ・修繕工法

路面の性能や舗装の耐荷力が低下すると維持 ・修繕が行われる.舗装の維持とは，路面

の性能を回復させることを目的に行われる軽微な補修であり，舗装の構造的な強度の低下

を遅延させる効果も期待できる.維持には，日常点検で反復して実施されるものと予防的

に行われるものがある.また，舗装の修繕とは，路面の位能が低下し，維持だけでは不経

済もしくは十分な性能回復の効果が期待できない場合に実施する補修であり，舗装建設i時

の性能程度に復旧することを目的として行う 4)

表-1.2に日常的な維持とその工法の例， 表-1.3に舗装の主な破損の種類と修繕工法の例

を示す.表-1.2のパッチングとは，路面に生じた小穴(ポッ トホール)や段差， 小規模な

わだち等の補修，注入は路面に生じたひび割れへのアスフアルト系材料の流し込みによる

応急的な補修であり，日常的な巡回パトロール時に実施される.一方， 表-1.3のオーバー

レイは既設の舗装上にアスフアル ト混合物眉を設けるものであり，応急的な補修では不経

済な場合や交通量の増加によって舗装厚不足が生じた際に採用される.切削オーバーレイ

は，既設舗装で損傷が生じている層を切削した後にオーバーレイするもので，打ち換えは，

舗装の構造的な損傷が著しく，他の修繕工法を採用しても良好な路面を維持することが困

難な場合に舗装の全周を撤去して新たに舗装を設けるものである.

表-1.2 日常的な維持とその工法の例4)

維持の積類 維持および工法の例

日常計図的 ・反復的に行う維持 路面の清掃など

ポットホール，ジョイントの パッチング工法，シール材
アスフアルト舗装

局部的で 聞き，ひび割れなど 沖ー入工法

軽度な修理 白地材の剥脱飛散，目地部や パッチング工法，シーリン
コンクリー卜舗装

ひび割れ部の角欠け，穴あき等 グ工法，注入工法

維持管理記録の更新と活用

新たに道路を建設する場合を含め，舗装の修繕が実施されると維持管理記録が更新され

る.維持管理記録は，舗装が適切に管理されていることを示す重要な資料であると共に，次

回の修繕の時期，修繕工法選定に必要な情報を管理者に提供するものであり，適切に保管

されなければならない.従来，管理記録の大部分は紙ベースで保管されており，保管場所

の確保や管理項目の追加 ・変更等の問題が生じていた.近年では，維持管理記録のデータ

5 



表-1.3 舗装の主な破損の種類と修繕工法の例4)

舗装の種類 破損の種類 修繕工法の例

ひび割れ
打ち換え工法，表層・議層打換え工法， 1;IJ削オーバー

レイ工法，オーバーレイ工法，路ヒ路盤再生工法

アスファjレト わだち掘れ 表層 ・族層打換え工法，切削オーバーレイ工法，

舗装 平たん性の低下 オーバーレイ工法，路 t表陪再生工法

すべり抵抗値の低下
表層打換え工法，切削オーバーレイ工法，オーバー

レイ工法，路 k表層再生工法

ひび割れ，目地部の破損 打換え工法，オーバーレイ工法，切削オーバーレイ

わだち蜘れ 工法，局昔1I打ち換え工法

コンクリート オーバーレイ工法，切削オーバーレイ工法，局部
平たん性の低下

舗装 打換え工法

段美 オーノてーレイ工法

すベり抵抗値の低下 オーバーレイ工法，切削オーバーレイ工法

ベース化が国や一部の自治体で進んでいる.例えば国土交通省では，所管の道路の修繕記

録を道路管理データベースシステム (MICHI)で管理しており，修繕工事の業務として同

データベースの更新も行っている.さらに，国土交通省CALSjECアクションプログラム

2008において，調査 ・計画 ・設計 ・施工 ・管理を通じて利用可能な電子データを活用する

ため， 必要な書類については完全電子納品化を行うと共に，これらの流通が図れるような

システムならびに全フェーズで共通して利活用が図れるような電子データシステムの構築

を目指すとしている.データベースの保守方法や互換性の確保等で課題が残されているも

のの，維持管理記録のデータベース化は記録更新の効率イじゃ省力化，データ検索の効率化

に有効であるといえる.

1.1.3 舗装の維持管理における課題

図-1.2は，国土交通省所管の社会資本を対象に，過去の投資実績等を基に今後の維持管

理 ・更新費を推計したものである.今後の投資可能総額の伸びが2010年度以降で対前年度

比土 0%，維持管理・更新に関して今まで通りの対応をした場合，維持管理・更新費は2037

年度には投資可能総額を上回る.一方，維持管哩 ・更新費について，アセッ トマネジメン

ト手法等の先進的な取組みを行っている地方公共団体と同じレベルまで他の地方公共団体

が早期発見 ・早期改修の予防保全の取組みを強化したケースにおいては，維持管理 ・更新

費が投資可能総額を超えるのは10年伸びて 2047年度となるが，その後は投資可能総額を
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上回る 10)

こうしたことから，舗装の維持管理にアセッ トマネジメン ト手法を適用しでも将来的に

は管理水準の引き下げを余儀なくされることが予想される.さらに，維持管理・更新費の

縮減により調査予算を確保できなければ，舗装の損傷の実態を把握することも困難となる.

その結果，適切な修繕が実施されずに早期に舗装の破損が生じ，管理水準の一層の低下を

招くことも懸念される.
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図-1.2 社会資本を対象とした維持管理・更新費の推計10)

公共投資縮減の背景には，道路をはじめとする社会資本の維持管理の必要性について利

用者の理解が得られていないという指摘もある 8)11) また，道路に深刻な損傷が生じる前

に補修を行ってきた結果，利用者は舗装の性能が保たれていることが当然のように感じて

いる.ところが，舗装の維持・修繕が実施されなければ走行性や安全性が損なわれ，ひとた

び事故が発生すれば道路管理者は過失の有無にかかわらず暇疲の責任を負う.道路管理者

は，適切な維持管理を実施すれば利用者の関心が薄れて維持管理の重要性の理解が得られ

ず，維持管理が適切に行われないために事故が生じれば，過失が無いとしても管理責任を

問われるというジレンマを抱えている.こうした問題を解決するためには，従来のアセッ

トマネジメントで採用されているライフサイクルコスト (LCC)最小化の維持管理だけで
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はもはや不十分であり，舗装技術の継続的な改善によって，舗装の耐久性向上が図られる

ような維持管理方策が必要である.同時に，道路利用者に対して維持管理の必要性を粘り

強く説明することも重要である.

1.2 研究目的

社会資本の大規模な維持・更新の時代を迎える中で，これらの管理者が効率的・効果的な

補修戦略を立案し，これを実践して事後評価を行うことは，社会資本がもたらすサービス

水準の確保や維持管理の説明責任を果たす上で非常に重要である.本研究では，アスフア

ルト舗装に着目して，前述の問題解決に寄与する舗装維持管理に関する方法論を提案する

ことを目的とする.具体的には，以下の方針で分析を行う.

1.2.1 日常的な補修箇所の耐久性向上

道路の日常点検の目的は，道路落下物の撤去や局所的な損傷箇所(道路構造物も含む)

の緊急補修(維持)を実施して道路利用者の安全性を確保し，路面の性能を回復させて構

造的な寿命の延命化を図ることである.通常，日常点検において発見された軽微な損傷箇

所は補修用常温アスフアルト混合物を用いて補修される.同混合物は多くの種類が市販さ

れており，混合物の特性を理解して損傷状況に応じて適材適所に用いることが重要である.

新たな混合物を入手した際にも，事前にその特性を知ることができれば，適用可否の判定

も容易となる.そこで，既存の室内試験法を用いて補修用常温アスフアルト混合物の適性

を評価する手法を提案する.

次に，舗装の局所的な損傷の中でも特に発生頻度の高いポッ トホールに着目し，ポット

ホールが繰り返し発生する過程をモデル化し，ポットホール発生条件や補修条件と再度ポッ

トホールが発生するまでの期間 (寿命)を点検データを用いて推定する.この推定結果を

踏まえてポッ トホール補修箇所が早期に破損する原因を究明し，補修箇所の耐久性向上に

寄与する要素を明らかにする..

1.2.2 舗装の構造的な損傷箇所の抽出

修繕を実施するかどうかは， 図-1.1に示すように路面の牲能が管理目標に達しているか，

また，舗装の耐荷力が管理目標に達しているかで判断される.一般的に，路面の管理目標

8 



は維持管理指数MCIが，舗装の管理目標は舗装の耐荷力を間接的に示すたわみ量が用いら

れるケースが多い.路面の状態は路面調査や目視で容易に判定できるが，舗装各層の耐荷

力は開削調査を実施しない限り正確に知る手段は無い.舗装のたわみ量データは幾らかの

誤差を含む舗装の耐荷力を明らかにできるが，その情報を得るための調査コス トは開削調

査よりも低いものの路面調査と比較して非常に高く，管理路線の全線でたわみ量調査を実

施することは現実的ではない.そのため，耐荷力の低下が疑われる箇所を効率的に抽出す

る手法が求められる.

そこで，交通条件や舗装構成が同じ路線の路面の劣化速度は，基層より下の層の損紘一状

況に依存することに着目し，劣化速度の遣い(異質性)を供周年数および路面の健全度の

データを用いて推計する.また， 実証分析と して，異質性が高いと認められる路線を対象

にたわみ量調査を実施し，舗装の構造的な耐荷力を評価する.さらに，劣化速度の異質性

と過去の修繕履歴の関係について分析する.

1.2.3 修繕に用いる望ましい舗装材料の選択

道路管理者にとって大きな関心の一つは，損傷が生じた舗装路面に用いる修繕材料の選

択である.道路管理者は，損傷が生じた路面の修繕に際して，過去の修繕履歴データや修

繕後の経過観察結果を照合して，修繕工法や材料を選択する.ところが同データは，採用

した材料とその結果(耐周年数)の情報の集まりであり，同じ条件で別の材料を選択した

際に得られたであろう結果を管理者は知ることができない.これは，同一条件で他の材料

に関する情報が欠測していることを意味する.さらに，材料は複数の候補からランダムに

選定されるのではなく，材料の物理性状や気象条件，交通条件，経済情勢など多くの要素

を踏まえて選択される.これらの要素は，材料選択だけでなく耐用年数にも影響するため，

個々の材料の耐周年数を単純集計で評価するとバイアスが生じることが懸念される.

そこで，舗装材料固有の劣化速度の違いを異質性と見なし，前項と同じ手法を用いてこ

れを推計する.また，不確実さを含む各材料の耐周年数の情報から望ましい材料を選択す

るモデ、ルを構築する.

1.2.4 社会実験的な試験施工による舗装材料の継続的改善

舗装の維持管理の課題は，維持管理費の縮減が進む中での舗装サービス水準の確保であ

り，舗装の早期破損が維持管理上最も大きな問題といえる.舗装の早期破損を防ぐために
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は，路面が早期に劣化する原因を究明すると共に，従来からの望ましい舗装材料と耐久性

向上が期待できる新材料の相対評価を実施してベストプラクティスを選定し，以後の維持

管理に反映させる必要がある.

そこで，社会実験的なアブローチを導入して舗装の耐久性を舗装材料の観点から評価す

る手法を提案する.具体的には，試験施工で舗装材料の耐久性を評価するための要件につ

いて述べる.また， 実証分析では，積雪地域の耐久性向上に資する新たな材料の基準を設

定し，同基準を満足する材料，既存の望ましい材料，経済的な材料を用いて修繕の試験施

工を実施する.さらに追跡調査を実施して相対評価を行い，本手法の妥当性を検証する.

1.3 本研究の構成

本章では，舗装の維持管理の現況と課題を示した.2章では舗装マネジメントの実践に

不可欠な舗装マネジメントシステムの概要と問題点を示す.次いでアセッ トマネジメント

の考え方を示し，新たなアセットマネジメン トの国際規格の内容を紹介する.これらを踏

まえて，舗装アセットマネジメントに必要とされる舗装技術の継続的な改善のあり方につ

いて述べる，

3章では，日常点検で実施する緊急補修において，補修箇所の耐久性向上に寄与する幾つ

かの方法論を示す.ここでは，緊急補修に用いる補修用常温アスフアルト混合物の物理性

状を室内試験で評価する手法を示し，これに基づいて混合物の適性を判定する.また，現

道において補修箇所の耐久性を評価するために緊急補修箇所のモニタリングを実施し，モ

ニタリングデータにワイブル劣化ハザー ドモデルを適用する.モデルの推計結果から，補

修箇所の耐久性向上に資する補修条件を示す.

4章では，修繕が必要な道路区間において，特に舗装の構造的な損傷が生じている箇所

を効率的に抽出する手法を提案する.構造的な損傷筒所を効率的に絞り込むことができれ

ば，構造調査に要する費用を必要最小限に抑えることが可能となる.そこで，構造的な損

傷に起因する相対的な劣化速度の違い(路面の劣化速度の異質性)を混合マルコフ劣化ハ

ザードモデルを用いて推定する手法を示す.また，実証分析として兵庫県北部地方の積雪

地域の国道を対象に同モデルを適用し，劣化速度の異質性の高い区間でたわみ量調査を実

施してたわみ量と異質性の関係について述べる.さらに 対象区間の道路の修繕履歴を踏

まえて過去に繰り返し実施された修繕の方法とたわみ量の関係についても言及する.

5章では， 4章と同じモデルを用いて修繕に用いる舗装材料固有の劣化特性を評価する.
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さらに，材料の選択，耐周年数の双方に影響する要素を共変量とみなし，共変量で条件付

けられた各材料の劣化特性に関する情報を整理する.この情報には選択されない材料に関

する情報の不確実さが含まれているため，劣化が最も遅い材料すなわち最も耐久性の高い

材料を特定することができない.そこで， 望ましい材料を選択するための選択モデルを構

築する.また， 4章と同じ国道を対象として分析を行う.

6章では，4章や5章で得た知見を踏まえて修繕に使用する舗装材料の観点から舗装技

術の継続的な改善を達成するための方法論を提案する.修繕後の路面の早期劣化を防ぐた

めには，その原因を究明し，問題解決に寄与する耐久性の高い材料を適用することが重要

である.一方，舗装路面の劣化の進行は，既設の舗装の構造的な損傷や交通条件，気象条

件も関係しており，これらの影響を考慮せずに材料の耐久性を評価することは難しい.そ

こで，社会実験的なアプローチで材料の耐久性を相対的に評価する一連のプロセスを示す.

さらに，実証分析では試験施工の追跡調査結果を踏まえて，本方法論の妥当性を検証する.

7章では，本研究の総括として結論を述べる.

11 



12 



第2章舗装マネジメントの現況と課題

2.1 総説

舗装マネジメントは世界中で用いられている舗装管理の手法である.舗装マネジメントの

確立は，継続的な舗装技術の進歩や技術革新，管理責任，あらゆる階層のユーザーにサービ

スすることの重要性の認識によって達成されたとされる 12).W.R.Hudsonらは， rPavement 

Managementとは，あらゆる管理レベルにおける最適手法の認識とその実行を意味する.

それは，舗装を適切な供用水準におくための建設，維持に関するあらゆる行動の工程をす

べて包含するものである.それらは，初期の情報収集から，新設，維持，修繕の計画，さ

らには個々のプロジェクトの設計 ・施工の詳細，供用中の舗装の定期的な監視に至るまで

広い範囲に分布するj と定義している 13) 舗装が道路利用者に提供する走行性や安全性等

の機能が交通荷重や気象条件により経年的に失われること， トンネjレや橋梁と比較して耐

周年数が短いこと，舗装の機能が完全に失われてから再構築した場合，大きな社会損失が

発生すること等から，舗装の性能を一定水準以上に維持する舗装管理手法の必要性が認識

されてきたことが，舗装マネジメントが発達した背景といえる.

本章では，我が国における舗装マネジメン卜の現状と課題を示すため，まず，舗装マネ

ジメントに不可欠な舗装の性能の考え方とその評価法を紹介する.次いで，舗装マネジメ

ントの新しい取り組みとして注目されているアセットマネジメント手法と舗装マネジメン

トシステム (PM8:PavementManagement 8ystem)の考え方と問題点を示す.さらに問

題解決の方向性を明確にするため， 2014年に発効予定のアセットマネジメント 180規格

(18055000シリーズ)の特徴を示し，これを踏まえて舗装技術の継続的な改善の必要性に

ついて述べる.

2.2 舗装の性能の評価法

2.2.1 路面の評価

1章の図-1.1のように，縦軸に舗装の供用性能(サービスアビリティ)4)，横軸に供周年

数をとり，これらの関係を表したものを舗装のパフォーマンスという 31).舗装の供用性能
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は，道路利用者に乗り心地の良い安全な路面を提供できる能力とみなすことができる.舗

装のパフォーマンス指標に道路利用者や周辺住民の要望と直接的な関係のある乗り心地や

安全性というサービスを提供する能力を設定すれば，舗装に関する専門的な知識を持たな

い一般人にも維持修繕の必要性についての理解が得られやすい.その反面，こうした指標

は舗装の耐荷力や細かい路面形状の変化を反映したものではないため，パフォーマンスの

将来予測をすることが難しい.一方，路面のひび割れや凹凸の度合いのように路面を客観

的な性状で示した指標は，路面の損傷程度に対する道路管理者の技術的な判断(補修が必

要かどうか)や将来予測に有効であるが，性能の良否の判定に専門的な知識が必要なため，

利用者や周辺住民の理解が得られにくい.前者の指標はサービス指標，後者は管理指標と

呼ばれている.各指標の特徴とメリット ・留意点15)を表-2.1に示す.

表-2.1 サービス指標と管理指標の特徴とメリット ・留意点15)

指糠分類
サービス指標

パフォーマンス指偲

管理指標

利用者

評側主体 (道路利向者/沿道住民/地域社会全体) 道路管理者

道路管理者

-道路利用者の視点からみた道路 -道路管理者の視点からみた道路
評価対象

機能 機能

道路利用者へ説明するため，利用者 -道路管理者が具体的に実施する項目

にとって分かりやすい項目を設定す として設定する必要がある

特徴 る必要がある -道路施設の健全皮，交通の状況，道

-道路資産管理の結果，道路利用者が 道管理の頻度等で表現する

受けるサービスで表現する

指標(例:快適性) 乗り心地の満足度 -わだち掘れ， 平たん性， IRI等

国民や道路利用者が実感できる指様 -具体的な管理項目であるため，管理

メリット
であるため，分かりやすい 者が設定しやすい

-実施率等で評価できるため，事業の

効果が把握しやすい

-構造物の劣化の進行や機能低下など -邸門用語を用いているため，知識を

を直接表現した指標ではないため， 持たない国民にとって分かりにくい

留怒点 将来見通しゃ構造物保全などの長期 -管理指艇が改将によってもたらされ

的に発現する効果が見えにくい る便益ではないため， B/C等を

用いた投資効果を表現しにくい

サービス指標のような道路刺用者，沿道住民の主観的な満足度と管理指標の客観的な路

面の性状を結びつける研究も多くされており，サービス指標と関連性の高い路面性状を表
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す指標が提案がされている.それらの大半は，舗装の破損の程度をわだち掘れ深さやひび

割れの割合などの損傷度合いで表し，各損傷度合いの実測値が判明すればサービス指標と

相関のある路面性状が一義的に決定するという考えに基づいて定式化されている 16) 米

国全州道路交通運輸行政官協会 (AASHTO:AmericanAssociation of S七ateHighway and 

Transportation Officials)の前身であるAASHOは，舗装の合理的かつ経済的な設計を行

うため，約10年の歳月と当時の額で 100億円という 巨額の費用を投入して道路試験を実

施した.1962年に公表されたAASHO道路試験の報告書は，舗装に携わる技術者に貴重

な資料を提供するものであり 17)，その中で，舗装性能の評価に供用性指数PSI(Present 

Serviceability Index)の概念を初めて導入した 14) 具体的には，ある特定区間の乗り心地を

表-2.2のように5段階で評価し，各区間の測定時のPSR(Present Serviceability Rating) 

の平均値を算出し，路面の損傷度合いの実測値との聞で重相関分析を実施し，路面の縦断

方向の凹凸，わだち掘れ量，ひびわれ度，パッチング度をパラメータとする PSIの評価式

を作成した.

我が国においても， AASHO道路試験で開発されたPSIの式を参考にして，路面の平た

ん性，わだち掘れ量，ひび割れ率の3特性値をパラメータとする独自のPSIを考案した 19)

その後，道路管理延長の増大，舗装の維持修繕に対する沿道住民の要望の高まり，個々の車

両の走行性の相違により，走行性で路面を評価して維持管理に反映させることが困難となっ

たため，旧建設省では新たな指標として維持管理指数MCICMaintenance Control Index) 

18)を開発した.MCIの開発ならびに同評価式の算定にあたっては， 3つの特性値と道路管

理者による路面の視察結果により表-2.3の点数が判明している全国(沖縄を除く)の直轄

国道1808箇所 (区間延長 10Q-300m)のデータを用いている.我が国の PSIとMCIの算

定式をそれぞれ式(2.1)，(2.2)に示す.また，各指標の値の対応工法，維持修繕の基準を

表-2.4，表-2.5に示す.

PSI = 4.53 -0.5181og σー0.371Co.5-0.174D2 (2.1) 

AI/C1o 10 -1.5100.3 -0.3Do.7 

AI/Cl1 10 -2.230
0.3 

MCI2 10 -0.54D
o.7 

1VICh 10 -1.4800.3 -0.29Do.7 -0.47σ0.2 
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MCI = min{MClo，MCh，MCI2，MCh} 

C : ひび割れ率 (%)

D わだち掘れ量 (MCI: mm， PSI : cm) 

σ 平たん性(mm)

である.

表-2.2 乗り心地の評価

PSR I評価i
5 I非常に良好

4 I良好

3 I普通

2 I悪い

1 I非常に悪い

ランク

A 

B 

C 

D 

E 

表-2.4 PSIとおおよその対応工法 19)

PSI|対応工法

3-2.1 表面処理

2-l.1 オーバーレイ

1-0 打ち換え

表 2.3 MCIの得点と評価

点数 評価

10 全く欠陥が認められない (良)

いくぶん欠陥があるが良好
8 
とみなされる

6 欠陥は多いが修繕を要しない

簡単な修絡を要する (パッチ
4 
ング;部分的シールコート等)

大規模な修絡を要する
2 
(オーバーレイ，打ち換え等)

表-2.5 MCIと維持修繕の基準3)

MCI 維持修繕基準

3以ド 早急に修繕が必要

4以ド 修繕が必要である

5以よ 望ましい管理水準

(2.2) 

式 (2.2)で示しているように， MCIは2または 1つの特性値でも導くことができる.こ

れは， 車両の大型化や重量化に伴い特定の特性値の変化が顕著に現れる可能性が生じてき

たこと，また，地域によって 3つの特性値全ての情報が得 られない可能性があることに配

慮したものである.PSIとMCIは取り得る値に相違があるが， 尺度を合わせて比較する

と，MCIはわだち掘れ量の影響度が相対的に高く18)，これに起因するハンドルとられ，ハ

イ ドロプレーニング現象等，走行安全性の問題を考えた場合には適切な指標といえる.

方，MCIが開発されて 20年が経過した現在において， 当時と比べて経済状況，車両の性
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能，沿道住民の関心等が変化する中で，果たしてMCIが現在の管理指標として適している

かという懐疑的な指摘もある 20)• 

2.2.2 舗装の構造評価

路面のパフォーマンスは，舗装表面の状態を観察することで判定できる.一方，舗装の

構造的なパフォーマンスすなわち舗装の耐荷力については，路面の状態から判定すること

は困難である.舗装の構造調査は，主に舗装の構造的な損傷の程度を把握すること，損傷

が生じている範囲，損傷原因を特定して修繕が必要な層を決定することを目的として実施

される.

舗装構造を評価する方法には，舗装を掘削して内部の状況を直に観察する破壊試験法，

路面に外力を加えたときに生じる変形量(たわみ量)や地中レーダを用いて舗装各層の厚

さを調べる非破壊試験方法がある.破壊試験法は，舗装体の損傷箇所の特定や原因の究明

に有効な手段である反面，掘削ー調査ー復旧のために多くの時間と費用を要すること，その

間，交通規制に伴う渋滞により非常に大きな社会損失が生じることから，路線全体の評価

には適さない.地中レーダによる各層の厚さの計測は，舗装厚の変化を継続的に観察して

何れの周に問題が生じているかを判断するものであるが，回厚の変化と支持力低下の関係

を明確に示すことは難しい.現在，舗装各層の支持力を破壊試験よりも早くかっ間接的に

評価するたわみ量の測定法が一般的であり，その中でも路面に錘を落下させたときに生じ

るたわみ変形量を計測するFWDCFalling Weight Defl.ectometer)が，道路，空港，ヤー

ドにおける各種舗装や軌道道床などの支持力評価や構造評価に幅広く活用されている 21)

FWDによる調査では，錘の落下位置から一定間隔で配置された荷重センサの位置で観測

されるたわみ盈の実測値を用いて損傷が生じている間を特定する.これにより，舗装の修

繕工法の選択に有用な情報が得られる.また， 図-2.1に示すたわみ量と破損に至るまでの

走行輸数(走行車両の荷重を 49kNに換算した輪数)ならびに現在の交通量の関係から，疲

労破壊が生じる大まかな時期を推測するこ とも可能である.
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たわみ量と49kN換算輪数の関係22)図-2.1

アセットマネジメン卜手法の導入2.3 

アセットマネジメントの定義と特徴2.3.1 

社会資本のアセットマネジメントとは，社会資本という国民の資産を適切に管理， 運用

アセッ トを管理するするための手法である.アセットマネジメン トという言葉の定義は，

機関等より幾っか示されている 7) 道路を対象としたものとして，国土交通省の 「道路構

造物の今後の管理 ・更新のあり方に関する検討委員会」の提言24)によれば，"道路を資産

中長期的な資産の状態を予測すとして捉え， 道路構造物の状態を客観的に把握 ・評価し，

ると共に， 予算的制約の中で、いつどのような対策をどこに行うのが最適であるかを考慮し

て， 道路構造物を計画的かつ効率的に管理すること"とされている.

アセットマネジメントが注目されてきた背景として，図-2.2に示すように我が匡lでは戦

後の高度成長期に建設した道路構造物の高齢化が，いわゆる「荒廃するアメリカJ25)が生

また，1990年代後半じた 1980年代初めのアメリカよりも 30年遅れて到来してきたこと，

以降，建設投資額が減少していることがあげられる.労働人口減少に伴う税収の落ち込み

今後，建設投資の縮減が一層進むと予想される中で，社会資と社会保障費の増大により，

本の維持管理手法としてアセットマネジメン トへの関心が高まってきたことは当然のこと

といえる.以下にアセットマネジメントの特徴を述べる.
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【米国の橋梁の建設年】
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図-2.2 日米の橋梁の建設年の比較23)

総合化技術

限られた予算の中で公共資産を効率的に管理するアセットマネジメントに着目した研究

26) 27)は，2002年頃から多く報告されている.員戸ら28)は，土木施設のアセッ トマネジメ

ントを単なる土木工学の個別の要素技術の接合ではなく，経済学，経営学，会計学を融合

した総合化技術と捉え，広範囲にわたる学術領域の理解を必要とするアセッ トマネジメン

トを術l敵的な視野から実践するためには，全体的な枠組みの中から，要素技術の開発，改

良，取捨選択して体系づけることが重要であると指摘している.そのためには，マネジメ

ントの意志決定に至る知識，知識の根拠となる情報，情報源である過去の意志決定という

3つのサイクルから得られる管理者の"経験"を分かりやすく「見える形Jにする必要であ

る.今後，経験を積んだ熟練者の多くが定年を迎える中で，経験で得た知見を若手技術者

へ伝承するため，また，意志決定から恋意的な要素を排除するため，アセッ トマネジメン

トによる経験の"見える化"は緊急の課題となっている.

アカウンタビリティ

社会資本の管理者は，社会資本という資産の維持管理の意志決定を国民に変わって実施

する代理者であることから，資産の所有者である国民に対して意志決定に至った経緯とそ

の結果についての説明責任を負う.国民の全てが意志決定にかかる知識を有しているとは

限らないため，その正当性を判定することは困難である.したがって，管理者には意志決
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定の合理性，維持管理の効果や予見を国民に分かりやすく説明することが求められる.ア

セットマネジメントを実践する目的は，こうした説明責任を果たすことでもある.

階層的マネジメントサイクル

多くの住民の生活を支える社会資本は，日常的な消費財と比較して寿命がはるかに長く，

空間的，時間的な繋がりを有している.このようなアセット群を維持するためには，アセッ

トの寿命全体を通じた最適な維持管理計画を策定，実行する戦略レベル，その中で，アセッ

トに対するニーズの変化，アセット自体の劣化の不確実性などを踏まえてアセット群の補

修の優先順位を決定し，中期的な補修計画に予算を付けて執行する戦術レベル， さらに中

期的な補修計画で選定されたアセットを対象として，当該年度における補修計画の立案や

実際の補修を行う実施レベルの3つの階層のマネジメントが必要となる.アセットマネジ

メントは，基本計画の策定 (Plan)，計画に基づくマネジメン トの実施 (Do))，マネジメ

ント結果の評価 (Check)，次回のマネジメント計画につなげる改善 (Action)のPDCA

サイクルによって実践される.舗装マネジメントにおける各階層のPDCAの関係をみると，

戦略レベルで維持管理の全体的な基本計画を策定し，その計画で示された基本方針に従っ

て路線の重要度，利用状況を踏まえて修繕の優先順位を戦術レベルで決定し，この決定に

基づいて実施レベルで修繕や日常的な維持の計画を定めて実行する.これらの結果は各レ

ベルで評価され，次の計画の策定や上層のマネジメントレベルの評価に反映される.例え

ば，実施レベルの修繕情報や日常点検で発見された緊急性の高い路面の異常の情報は，戦

術レベルにおける優先順位の設定の資料となる.また，優先順位を定めて補修を実施した

結果とこれによる道路ネッ トワーク全体の健全性の変化は， 戦略レベルで設定する管理水

準の見直しに生かされる.この関係を図-2.3に示す.

2.3.2 舗装マネジメントシステムの発展と背景

舗装マネジメントシステムPMS(Pavement Management System)は，"道路舗装に関

する費用と効果を管理者，利用者，環境の立場ーから考え，多くの調査と情報を利用してパ

フォーマンスの予測に基づいた維持管理を行い これらの総合した費用対効果を大きくす

るための，すなわち全ての舗装投資に対して最大の経済効果を上げるようなシステムを指

す"29}.言い換えれば，道路舗装に係わる全ての行為(計画，設計，施工，維持，修繕，評

価，データ集積)を体系づけ，道路利用者に提供する舗装のサービス水準を一定水準以上
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くCV
図-2.3 階層的マネジメントフロー

に保つために必要な総費用(道路管理者費用，道路利用者費用，沿道住民の費用)を最小

化するシステムといえる.PMSという用語は，"舗装を利用者に提供するあらゆる行為を

含むもの"として研究者の問で使われ始めたとされている 30) PMSの開発 ・運用は1970

年代半ばからアメリカ合衆国が最も積極的に取り組み始めた.連邦道路周FHWA(Federal 

Highway Administr前 ion)は1980年にPavenmentManagementの開発を全ての州に要請

した.その9年後の 1989年， FHWAは4年以内に PMSの開発と実施を全ての州に義務

づけ， PMS導入を条件に補助金を拠出することとした.これを受けて各州の道路局DOT

(Department of 百万nsportation)は大学やコンサルタントの協力のもとで各州独自のPMS

の開発を始めた31)

PMSの開発はアメリカに限らず欧州各国をはじめ世界的に実施されてきたが，このよう

にPMSが開発 ・発展した背景として，以下の理由が考えられる 32)

.膨大な量の投資が道路建設のために実施されている

-これによって建設された舗装を適切な水準に保つため，毎年多額の維持修繕の投資が

されている

-舗装の建設および維持修繕の予算は近年厳しく制限されており，限られた予算を最大

限に利用するためのマネジメントが必要である

我が国においても同様な理由により PMSへの関心が高まり， PMSを理解するための書

籍が多く発刊されている 29)33)34)
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2.3.3 ネットワークレベルとフロジェクトレベルの活動

PMSにおける一連の活動は，対象とする範囲やマネジメン トを実践する過程あるいは状

況によりネッ トワークレベルとプロジェクトレベルに分類される.ネットワークレベルと

は， 管理区間内の道路をまとめて"ネッ トワーク"と捉える概念である.ネットワークレベ

ルのマネジメントは，さらに計画レベルとプロジェクト選定レベルに分類され，前者は予

算の設定とその配分，後者は個々のプロジ、エク トの中から実施すべきものの優先順位の決

定に関係している.ネットワーク レベルにおけるマネジメン トの目的は，ネッ トワーク全

体の舗装路面の平均的な性能が将来的にどのように変化するかを合理的に予測し，性能を

ある水準以上に保つために必要な最小費用を求めることである.また，プロジ、エクトレベ

ルは，ネットワーク内の道路を単位区間等の形で分割してとらえる概念であり，プロジ、エ

クトレベルのマネジメントは，路線の対象区間の舗装の性能を所定の水準以上に保つ補修

戦略のなかで，ライフサイクルコスト (LCC)が最小となる工法や時期を選定することを

目的として実施される 31)

PMSによる舗装の維持管理を実践するためには，各マネジメント レベルで、の適切なJ情報

(質・量)の収集が重要である.例えば，ネットワークレベルにおいては，個々のプロジェ

クトのLCCの大小関係を明らかにするため， 全路線の舗装の性能に関する情報が必要とな

るが，各路線の材料，修繕履歴および損傷程度の情報は特に重要ではない.一方，プロジェ

クト レベルでは，特定の路線の情報のみで良いが， 図-2.4のように複数の補修戦略でLCC

を見積もるため，使用材料，修繕履歴，損傷の程度に関する情報の確かさが求められる.

2.3.4 舗装マネジメントシステムの運用にかかる問題

国土交通省の提言24)，さらに平成19年4月に制定された長寿命化修繕計画策定事業費

補助制度要綱により，地方自治体においても道路構造物の維持管理にアセッ トマネジメン

ト手法を取り入れる勤きが広がっている.舗装の維持管理についても， 計画的な維持修繕

が橋梁や道路の長寿命化に寄与することから，本手法を用いた舗装の維持管理の取り組み

が多く報告されている.その報告をみると 舗装の維持修繕にかかるLCCを最小にする手

法が多く採用されているが，これは先に示したPMSによるマネジメント手法と本質的に

は同じである.マネジメントのレベルについても，戦略レベルはネットワークレベルの計

画レベル，戦術レベルは同プロジェクト選定レベル，実施レベルはプロジェク トレベルと
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補修戦略とパフォーマンスの関係図-2.4

読み替えることもできる.

限られた予算を効率的に活用して道路利用者に舗装を建設から廃棄まで総合的に捉え，

安全で快適な舗装路面を提供することを目的として開発されたPMSに閲して，その概要や

国内でPMSこれ以降，枠組みが我が国で初めて紹介されたのは菊川の報文32)であろう.

プその多くは，の重要性の認識が高まり，多くの研究や取り組みが行われている 36)-38). 

これらロジェクトレベルにおける LCCの最小化やそのための劣化予測手法の改良である.

の研究成果により PMSを構成する要素技術(路面性状の測定技術も含む)は向上してい

るが，総合技術として実務的な運用に至っているものは少ない.PMSの普及あるいは運用

を阻害する要因は，以下のものが考えられる.

役割分担

プロジ、エクトレベル)の概念と分類は，多くのPMSの各レベル(ネットワークレベル，

公的機関で実際に起こる状態を表しているにすぎず， PMSに関する論文においてもしばし

システムまた，各レベルに相互関係があるものの，混同されることが指摘されている 34)

マネジメントレベル間の境界が明確でないため，実務者の誰がどのレベルでどのよう間，

なサブシステムに係わっているか分かりにくい.そのため，明確な役割分担が設定されて

PMSを正しく運用させることは難しい.
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システムの汎用性

PMSで最も重要な事項は，個々の補修戦略における劣化予測と補修にかかる費用の算定

である.舗装の劣化要因は，路床の支持力，舗装厚さ，切土 ・盛土，橋深， トンネル，線

形，勾配等の構造条件，砕石やアスフアルトの種類等の材料条件，降雨，積雪，気候などの

気象条件，大型車交通量といった交通条件，その他地域特有の条件が考えられる，これら

全てをパラメータとして劣化予測を行う場合， 信頼できる結果を得るためには膨大なデー

タが必要である.したがって，少ないデータから信怒性の高い劣化予測を実施して道路管

理費用を推定するためには，地域に応じて必要なパラメータを取捨選択することが重要で

ある.同様に，道路利用者費用，沿道住民の費用も地域特有の性質を有するため，全ての

地域において共通の値を用いることはできない.こうしたことから 完成したシステムが

存在したとしても，PMSを稼働させるためには運用するエリアでカスタマイズもしくは複

雑なキャリプレーションをしなければ使いものにならなくなる可能性が高い.

システムへの思いとみ

舗装の劣化は確定的な事象ではないため， PMSで算定するLCCは推定結果にすぎない，

舗装の維持管理にかかる最終的な意志決定はあくまで道路管理者が下すという認識が欠け

ると， PMSを有効に活用することはできない.また，舗装の状態観察や将来予測のために

収集した路面性状データ，舗装の修繕履歴データはPMSの構成要素であって，これらを収

集することをPMSと誤解するとj立重なデータが生かされない.さらに，劣化予測や費用

算出に必要なデータが全て揃うまでPMSを運用することができないという考えでは，シ

ステムは永久に構築されない39)

こうしたPMSの問題を解決するためには，技術者や管理者の役割を明確可こすること，マ

ネジメントが実施されるレベル聞の時間的 ・空間的な関係を明らかにすることが重要であ

る.また，マネジメントの目的を理解した上で，必要な情報を効率的に収集し，舗装の健

全性を評価する手法を確立することが必要亡、ある.さらに， PMSの運用に際しては，全τ

のデータ， 完全なシステムが完成してから運用する"考えてから走り出す"のではなく，少

ないデータを生かしてシステムを稼働させ，逐次改善を行う"歩きながら考える"という

感性も管理者に求められる.

PMSの問題を解決する手段として 坂井ら 42)はロジックモデル(最終的な成果を設定

し，それを実現するために具体的にどのような中間的な成果が必要か，さらに，その成果
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を得るためには何を行う必要があるかを体系的に明示するブレークダウン型思考ツール)

を用いて高速道路の維持管理業務を体系的，組織的に整理し， PDCAサイクルを機能させ

る方法論を提案している.同手法は，"誰がどの技術の責任者か?"あるいは"何を改善す

べきか?"といった情報を獲得する手段として有効であり，次項で示すアセッ トマネジメン

トの国際標準規格18055000シリーズの要求事項に適合したマネジメントツールとなりう

る.システムの汎用性についても，現時点で獲得できる情報(路面性状データ，舗装台帳

データ等)から必要なデータを取り出して劣化予測を行う統計的劣化予測手法の飛躍的な

進歩により， LCCの計算や意志決定に有用な情報を提供する方法論も開発されている.こ

れらを用いることにより，システムそのものの相違はあっても，比較的に簡単なカスタマ

イズで運用が可能になると考えられる.

2.3.5 IS05500Xとの関係

ISOとは

国際標準化機構180(International O1'ga.nization fo1' 8tanda1'dization)は，日本規格協

会J8A(Japanese 8tandards Association)のような各国の代表的標準化機関を構成団体

に持ち，電気および電子技術分野を除く全産業分野(鉱工業，農業，医薬品等)に関する

国際規格を策定するための機関である.新たに180規格を策定する場合，構成団体の何れ

かによる提案を受け，構成団体の投票によって新規格策定の是非を判断する.策定が可決

されれば180メンバ一国代表が参加する技術委員会にて規格案を作成し，最終的にはメン

ノ守一国の投票を経て180規格として発効する.180規格を定める際には各国の圏内規格に

配慮しつつ，規格が策定されれば国内規格を180規格に整合することとされている.

IS05500X提案の背景

18055000シりーズ (I805500X)はアセットマネジメン トの国際標準である.アセット

マネジメン トは保有する資産の効率的な管理のための手法であり， 1980年代から欧米で

広まったとされる.同手法によるインフラの管理は，1980年代初めに老朽化した道路橋の

相次ぐ事故を経験したアメリカ，財政難の中で民間資金を投入してインフラの整備を行う

PF1 (Private Finance 1nitiative)手法を考案して1992年に導入したイギリス43)，ニュー

パブリック ・マネジメント NPM(New Public Management)手法の導入を積極的に進め
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てきたオーストラリアやニュージーランド等で進展してきた.現在，計画 ・建設 ・維持・更

新 ・廃棄のアセットライフ(ライフサイクル)全般にわたり，資産の価値，リスク，コス

トの最適化を図るためのツールへと同手法が進化あるいは拡張されており，進化の過程に

よってアセッ トマネジメン トの考え方や手法も多様化していると考えられる.

近年，経済活動のグローパル化により，道路をはじめ鉄道や電力施設の建設市場に外国の

企業が参入するケースが増えており，開発途上国のインフラ建設，維持管理に複数の国が

関わっている.ところが，インフラ個別に各国のアセットマネジメント手法を導入すると，

管理項目や管理目的の相違によりアセットマネジメントを実践するシステム AMS(Asset 

Management System)の汎用性が大きく損なわれ，インフラ群の管理ルールの設定やイ

ンフラの健全度の評価が極めて困難となることが予想される.こうしたことを踏まえ，ア

セットマネジメントの標準化の必要性から 2009年8月にイギリス規格協会BSI(British 

Standards Instii.tution)より 180に対して AM8を180規格の新業務項目にする提案がさ

れ，同年 12月に可決された.B81が提案したAMSは，アメリカ，イギリス，オーストラ

リアで既に採用されているアセットマネジメントの公開仕様書PAS55(Publicly Available 

8 pecification)をベースとしているが， 2014年3月の国際規格発効に向付て全面的な見直

し作業が進められている.

1805500Xとマネジメントサイクル

1805500Xの原案は， 2010年に設立されたプロジェクトコミッティー (PC251)が作成

しており， 2011年 11月時点で同委員会のコミッティー ドラフトは次の 3つで構成されて

いる.

18055000アセッ トマネジメントー概要，原則，用語

18055001アセッ トマネジメントーマネジメントシステムー要求事項

18055002アセッ トマネジメントーマネジメントシステムー(18055001のガイドライン)

PC251では， 18055001における要求事項案としτ7項目(組織のコンテキスト，リー

ダーシップ， 計画，サポート，運用，性能評価，改善)を示している.具体的には，組織の

おかれている様々な状況(アセットマネジメン トが必要な範囲，顧客の要望，コンブライ

アンス)を理解すること， トップマネジメントを採用して責任の所在を明らかにすること，

リスクベースのマネジメント計画を立案すること，アセットマネジメントを実現するため

のサポートを行うこと，アセットの変化やアウトソーシングに関して適切に運用すること，
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アセットのモニタリング結果のレビューをすること，不具合箇所の是正や継続的な改善を

することを求めている.最も重要なことは，ボトムアップだけでなく トップダウンによる

マネジメント技術の継続的な発展 (改善)を要求していることである.

これを図-2.3のマネジメントサイクルで実践するためには，次の点に留意する必要があ

る.階層的マネジメントサイクルにおけるマネジメント技術の改善は，下位のマネジメン

トサイクルから上位のサイクルヘ積み上げるボトムアップ方式で遂行される.この方式で

は，各サイクルで生じた問題点を集約して改善するまでに多くの時間を要し，かつ問題解

決の方向性が部門によって異なるという事態が生じることが懸念される.また， 最下層の

マネジメントサイクルでは 管理目標や技術的な基準の範鴎で日常的な維持管理業務の最

適化を図ることが目的である.点検頻度や補修に用いる材料の見直しなど維持管理予算に

係わる大幅な改善を同サイクル内で決定 ・実施することは事実上不可能といえる.中層の

マネジメン トサイクルにおいても同様な問題が生じることが予想される.

したがって，継続的な改善のプロセスを階層的マネジメン トサイクルに導入するために

は，各マネジメントサイクルの事後評価を統括し， PDCAサイクルに改善点を反映させる

上位のマネジメン ト機能が必要となる 44) 図-2.5は，階層的マネジメントサイクルとこれ

をモニタリングしてサイクル全体を改善する上位のマネジメン ト (メタマネジメント)の

関係を示している.メ タマネジメントは，政策目標の達成度の評価，最終成果を達成する

ために体系づけられたアセッ トマネジメント活動のロジックの見直し，あるいは活動自体

の見直しなど，マネジメントサイクルの評価機能と位置づけられる.

4ト
モニ~ IJ~争予 ・9

評価結畢蝿約

"・C & A 

ー一ー+

J‘ 

図-2.5 メタマネジメントシステム

27 



2.4 舗装技術の継続的な改善

2.4.1 継続的な改善の必要性

舗装のアセットマネジメント手法は，増大した舗装ストックに対して，従来の対症療法

的な維持管理ではなく予防的な維持管理を実施し，さらに維持管理の重要性を利用者であ

る国民に説明する責任が必要であるという問題意識のもとに注目されてきた.坂井らが提

案した手法は，従来のPMSで生じた問題を解決し， 2014年に発効するIS05500Xの要求

事項にも適合していることから，舗装アセットマネジメントを実践的に行うツールとして

期待されている.

一方，図ー2.6に示すように道路事業費は年々減少しており，アセットマネジメン ト手法

を適用しても舗装の維持管理レベルを現況の水準で維持することは難しいと指摘されてい

る45) 優れた維持管理方策を提案しでも，これを実行する予算が無ければマネジメントの

効果が得られないことは言うまでもない.財政難に陥っている自治体では維持管理に十分

な予算を確保できないため，舗装の劣化そのものを食い止めて目標の水準を維持する以外

に有効な解決手段を見出すことができない.そのためには，地域特有の舗装の破損原因を

究明し，舗装の耐久性向上に寄与する新たな舗装技術を開発 ・導入し， 事後評価を実施し

て新たな問題が発見されればその原因を探るという舗装技術の継続的な改善のプロセスが

必要である.なお，本プロセスを図-2.3の下位のマネジメントサイクルからボトムアップ

方式で実践すると，効果が得られるまで多大な労力と時間を要する.アセットマネジメン

トの実践効果を効率的 ・効果的に得るためには，移り変わる経済情勢やアセット利用者の

多様なニーズに迅速に応えることが求められる.したがって，舗装技術の継続的な改善は

図-2.5のメタマネジメントで実践することが望ましい.

2.4.2 不完全な情報を活用した舗装技術の継続的な改善

我が国の舗装技術は，多くの施工実績を重ねる中，材料，施工機械の進歩により目覚ま

しい発展を遂げた.また，舗装構造，修繕履歴の情報や路面調査，構造調査のデータは，舗

装の維持管理を実践する上で貴重な判断材料となり得た.これらの情報は舗装の将来予測

に基づく LCC評価にも活用されている.ところが，修繕履歴の情報は，特定の条件で特定

の材料や工法で修繕した結果であり，同じ条件で他の材料・ 工法を適用した結果が欠落し

た不完全な情報といえる.そのため，同情報を用いて確定的な舗装の劣化予測を行うこと
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図-2.6 道路事業費の推移(一般道路事業) 1) 

はできない.舗装の耐久性向上により限られた維持管理予算の中で舗装のサービス水準を

確保するためには，不確実性を含む情報や知識に基づいて最適な工法や材料を選定しなけ

ればならない.本研究では，舗装技術の中でも維持 ・修繕に用いる舗装材料に着目し，不

完全な情報を活用しながらこれを継続的に改善しτ舗装の耐久性向上を実現させるための

方法論を提案する.
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第3章 日常的な維持に用いる補修用常温混合物の耐久

性評価

3.1 総説

道路管理者が実施する日常点検では，路上の落下物の撤去や路面の段差，ポットホール

等路面の異常の緊急補修(維持)が行われる.舗装の維持には，走行時の安全性の確保，損

傷範囲の拡大を防ぐことによる路面の延命化の効果がある.段差やポットホールの緊急補

修には迅速な作業が要求されるため，これらの補修に際しては一般的に後述の補修用常温

アスフアルト混合物を用いる.ところが，同混合物が性能を発揮する前に補修箇所が破損

するケースも多い.そのため，供周年数が長い舗装路面では緊急補修が必要な箇所の発生

率が上昇すると考えられる.日常点検で補修可能な数量以上のポットホールが発生すれば，

もはや維持では対応が困難であり，全面的な修繕が必要となる.

道路の日常点検では，落下物や損傷箇所等の陣害物の有無に関係なく点検コストが生じ

る.点検コストを縮減するためには，可能な隈り点検間隔を長く設定する必要があるが， 点

検間隔が長くなれば落下物や損傷箇所に遭遇する道路利用者の数が増大し，事故発生リス

クも上昇する.同リスクを軽減するためには，点検者の増員，パトロールの頻度を高くす

るなどの対応が必要であるが，必然的に点検コストが増加する.このように，点検コスト

と事故発生リスクの聞にはトレードオフの関係が成立する.

道路管理者は点検予算の制約により十分な対応ができないとしても，事故が発生した場

合は管理責任を負う.国家賠償法2条において，"道路，河川その他公の営造物の設置また

は管理に暇抗があったために"生じた損害の賠償義務を規定している.設置または管理の

暇庇とは，道路，河川|等の営造物が本来持つべき安全性を欠いていることをいい，安全性

を欠いた原因については管理者に故意過失のあったことを必要としない無過失責任を課し

ている.そのため， 道路管理者は点検コストを抑えつつも事故発生リスクを軽減するよう

な対策を講じなければならない.路面の偶発的な破損の発生を未然に防ぐ有効な手段が無

いとすれば，破損の繰り返し発生を防ぐことが最も有効な対策といえる.したがって，補

修箇所が早期に破損に至る原因を究明し，補修簡所の耐久性を向上させるように補修方法

や補修用常温アスフアルト混合物を継続的に改善することが道路管理者に求められる.
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本章では，補修用常温アスフアルト混合物の適性や補修箇所の耐久性を評価する方法論

まず，市販されている同混合物を用いた室内試験法と試験条件を設定すを提案するため，

その発生メカニズムを示し，る.次いで，緊急補修の大半を占めるポットホールについて，

これに基づいて日常点ポットホール補修簡所の破損に影響すると思われる要因を整理し，

同検シートを作成する.さらに，実証分析として実際の補修作業に点検シートを活用し，
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舗装の維持の効果図-3.1

常温アスフアル 卜混合物の室内試験3.2 

常温アスフアルト混合物の特徴と用途3.2.1 

常温アスフアルト混合物(以降，常温混合物と称す)は100
0

C以下で混合できるアスファ

一般的には粗骨材，細骨材にアスフアルト乳剤を常温で混合したものルト混合物であり，

アスフアルト乳剤をイ吏用とカットパックアスフアル トを混合したものに分類されている.

した常温混合物は，乳剤に含まれる水分が分解されることにより強度が発現して舗装体と

して安定するが，混合物の貯蔵が困難なため，通常，路上再生工法のように現場混合方式

アスファ

ルトに含まれる揮発成分の蒸散により安定するため，空気を遮断することで長期間の保存
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が可能となる.そのため市販されている袋入りの常温混合物はこのタイプが多い.

このように，カットパックアスフアルトを使用した常温混合物は加熱アスフアルト混合

物と比較して貯蔵や運搬の面で扱いやすいことから，ポットホールや段差等の小規模な緊

急補修に適している.近年では，特殊樹脂を添加したものや骨材の粒度を調整して安定性

や耐久性を高めた全天候型の常温混合物が開発されており，高い空隙を有する開粒度タイ

プ，密な構造となる密粒度タイプが市販されている.

3.2.2 室内試験の目的と試験項目

加熱アスフアルト混合物の室内試験は，主に混合物の品質証明や新しい混合物と従来の

混合物の性状の相対評価を目的として行われる.具体的には，混合物の安定性，耐流動性，

耐摩耗性，たわみ追従性，はく離抵抗性等の物理性状を各種の試験装置を用いて評価する.

常温混合物については，特に明確な品質基準は設定されていないものの，室内試験で同混合

物の物理性状を評価する方法が提案されている 46) ここでは，緊急補修時に求められる作

業性，過酷な条件でも性能を発揮できる耐えk性や耐久性を評価する試験を検討するが，試

験の汎用性，経済性に配慮し，以下に示す既存の試験法を用いる.

アスフアルト混合物の密度試験

アスフアル ト混合物の密度試験は，室内試験に用いる各混合物の供試体の基準密度を決

定するために行うものである.所定量の混合物を計量し，表-3.1の条件で突き固めハンマ

を自由落下させて供試体を作製し，供試体厚さが同表の規格の範囲に入るまで，計量 ・作

製を繰り返す.こうして条件を満たした供試体を用い，体積と質量を計測して供試体密度

を算出する.

表-3.1 密度試験用供試体の作製条件

項目 規格または条件

モールド内径，高さ|内径101.6土0.2mm，高さ 88.9土 0.3mrn

突き固めハンマ質量 I4.5kg 
ハンマ落下高さ

突き固め回数

供試体厚さ

45.7cm 

100回(片面各50回)

63.5土 1.3mm
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ジャイレトリー試験機による締め固め試験

ジャイレ トリー試験機による締め固め試験は，アスフアルト混合物にニーディング作用

を与えながら混合物の締め固め特性を評価するものである.図-3.2のような締め固め機構

を有する装置を用い，モールド内に所定量の混合物を投入して載荷軸を介して載荷ヘッド

から所定の圧力をかけ，モールド突起部をつり上げながら旋回させることにより旋回角度

を維持しつつ供試体を締め固める.この方法は密度試験の重鎮を落下させて突き固める方

法よりも車両による締め固めに近いとされている.また，ジャイレトリー試験機では旋回

数毎に混合物厨の厚さを出力するため 締め固め過程の混合物の圧密特牲を評価すること

ができる.本試験の締め固め圧力と旋回角度は600kPa，1.25を標準としている.

図-3.2 ジ、ヤイレトリー試験法の機構

マーシャル安定度試験

マーシヤル安定度試験は，加熱アスフアルト混合物の配合設言十や品質管理を目的として

行うものである.試験に際しては，アスフアルト混合物の密度試験と閉じ供試体を作製す

る.その後，供試体の密度を求め，試験開始30分前に60
0Cの恒温水槽に供試体を浸し，試

験開始直前に水槽から取り出す.取り出した供試体を図-3.3のような装置に固定された円

弧状の載荷ヘッド内に置き，毎分 5mmで載荷する.このときの最大荷重を安定度，最大

荷重に達するまでの変形量をフロー値として求める.アスフアルトは高温で粘度が低下す

るため，アスフアルト舗装路面は夏季に流動や変形が生じやすい.マーシャル安定度試験

はこうした変形に対する抵抗性を表すものとされる.また， 60
0

Cの恒温水槽に 48時間浸

した後に同試験を行う水浸マーシャル安定度試験で、は 上記の標準的なマーシャル安定度
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と48時間水浸した後の安定度の比(残留安定度)を求める.残留安定度は，混合物の耐水

性を評価する指標として用いられている.

ロードセル

ifiX.術ヘッド

供試休

図-3.3 マーシャル安定度試験装置47)

補修用常温混合物の一軸圧縮試験

補修用常温混合物の一軸圧縮試験は，常温混合物の強度特性の評価を目的として行うも

のである.試験用の供試休は，マーシャル安定度試験作製モールドおよび突き固めハンマ

を用いて厚さが68.0土1.3mmとなるように作製する.本試験では，モールドから取り出し

た供試体の密度を測定した後，毎分lmmで載荷し，最大荷重に達したときの変位量と等し

い変位が得られるまで継続して行う.こうして最大荷重(一軸圧縮強さ)と 2倍の変位量

に達したときの荷重の最大荷重に対する割合(残留強度率)を求める.残留強度率は，締

め固めた常温混合物に変形が生じた際の耐久性を示す指標とされている.

(固定}

供説休

(ゆ10.市6c

¥ 

|→ 
m) 

街宣言十

ス

wu荷重
図-3.4 一軸圧縮強さの測定法
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圧裂試験

圧裂試験は，アスフアルト混合物の耐流動性やひび割れ性状の把握を目的として行われ

るものである.本試験では， 一般的にマーシャル安定度試験用の供試体を用いて平滑な平

面を持つ載荷板に供試体を置き，毎分5mmで載荷して供試体が破断するまでの最大荷重と

変位童を記録する.なお，ポットホール等の局所的な補修箇所では常温混合物に引張り応

力が作用していると考えられることから，これを間接的に評価するため，ここでは図-3.5

のような曲面の載荷板を用いる.

載荷板(曲面)

図-3.5 圧裂強度の測定法

3.2.3 室内試験の温度条件の設定

常温混合物の強度や安定度は，混合物に含まれる揮発成分の蒸散や特殊樹脂の硬化によっ

て発現するため，温度や経過日数に依存する.常瓶混合物は1年を通じて路面の補修に用

いられており，補修後の経過は，気象条件，路面温度，交通条件等に左右される.我が国

では，冬季は路面が凍結して OOCを下回り，夏季の炎天下で気温が30
0

Cを超えれば路面温

度は60
0

C以上に達するこ ともある.

このように常温混合物が過酷な条件で用いられることを鑑みて，室内試験では複数の試

験条件を設定する.表-3.2の条件1は冬季，条件2は夏季の補修を想定したもので，供試

体の作製温度を条件1は5.C，条件2で20.Cとしている.なお，アスフアルトの粘度の温

度依存性を考慮し， 一定期間保管するものに関しては条件 1，2の試験温度を統一している.

そのため，試験温度と保管温度の異なる条件2では，保管後，別途試験温度で5時間接生

することとした.一方，条件3では一軸圧縮強さや圧裂強度の温度依存性を評価するため，

保管l時に複数の温度条件を設定している.各試験のサンプル数は，いずれの条件も 1混合

物に対して3供試休である.
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表-3.2 補修用常損混合物の室内試験条件

条件 1 条件 2 条件3

試験温度 保管腕131 保管温度 試験温度 保管期間 保管温度 試験温度 |保管脚1I 附蹴
('C) (日〕 ('C) ("C) {日) ('C) ('C) I (日) I ('C) 

密償却験 5 20 

締め闘め試験 5 20 

マーシヤル安定度試験 60 7 5 60 7 60 

一軸11]自試験 5 7 5 、5 7 60 7 I 20刈 ，60
fE裂試験 5 7 (; -包) 7 60 7 

3.2.4 室内試験の事例

常温混合物の選定

室内試験で常温混合物の適性を評価するため，表 3.3に示す6種類の常温混合物を選定

した.表中の補修材A，B，Cは市販されているもの， D，E，Fは開発中(選定当時)のもので

ある.したがって，試験時期の異なる条件 1，2，3でD，E，Fの混合物は品質が同じとは限ら

ないことに留意する必要がある.また，各条件の試験時期によっては調達不能であった混

合物も存在する.

表-3.3 室内試験に用いる常温混合物

混合物名 細別 粒度 最大粒径(mm)

補修材A 特殊樹脂 ・改質アスフアルト系 密粒度 7.5 

補修材B カットパックアスフアルト系 開粒度 5 

補修材C 特殊樹脂 ・改質アスフアルト系 開粒度 5 

補修材D カットノてックアスフアルト系 閲粒度 5 

補修材E 特殊樹脂 ・改質アスフアルト系 開粒度 5 

補修材 F 特殊樹脂 ・改質アスフアルト系 密粒度 13 

アスフアルト混合物の密度試験結果

アスフアルト混合物の密度試験は，各試験に用いる供試体の基準密度を決定するため，ま

た，常温混合物の締め固め特性を評価するために実施した.図-3.6に密度試験のフロー，

表-3.4に密度試験結果を示す.なお，常温混合物の質量は揮発成分の蒸散により変動する

と予想されたため，供試体作製直後にモールドに入れたまま質量を測定し，事前に計測し

たモールドの質量との差から供試体の質量を求めた.また，供試体の体積は，モールドか

ら抜き取った後にノギスで供試体の直径と厚さを計測して算出した.
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図-3.6 密度試験のフロー

表-3.4 常温混合物の密度試験結果

最大密度 密度(20
0

C) 密度(5
0

C) 空隙率(20
0

C) 空隙率(5
0

C)
混合物名

(gjcrn3) (gjcrn3 (gjcrn3) (%) (%) 

補修材A 2.523 2.183 2.111 13.5 16.3 

補修材 B 2.372 1.964 1.923 17.2 18.9 

補修材C 2.488 1.938 1.891 22.1 24.0 

補修材D 2.409 2.085 2.004 13.4 16.8 

補修材E 2.420 1.902 1.846 21.4 23.7 

補修材F 2.513 2.329 2.291 7.3 8.8 

常温混合物は自然な状態で敷き均し ・締め固めが可能な混合物であるが，低温では加熱

アスフアル ト混合物と同様にアスフアルトの粘度が高くなるため，締め固めの作業性が低

下すると考えられる.表-3.4より，全ての混合物で5
0

Cの密度が20
0

Cの密度よりも小さ

いことが分かる.締め閤め後の混合物の密度は，温度条件だけでなく使用骨材の比重や粒

度に依存するため，密度の大小で、締め固め作業性を評価することはできない.表の空隙率

は，各供試体の密度と混合物の最大密度の比から算出した供試体の空隙の割合を表してい

る.一般的なアスフアルト混合物の空隙率の範囲は，密粒度混合物で4"-'8%程度，開粒度

混合物で 17""'""22%程度であり，補修材B，Dを除き， 5
0

C条件では空隙率がこの範囲よりも

大きい.
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ジャイレトリー試験機による締め固め試験結果

本試験では，図-3.2のモールド内で締め固めた混合物が63.5mmの厚さ(マーシャル安

定度試験と同じ厚さ)に達したときに表-3..4の密度が得られるように事前に混合物を計

量した.なお，試験装置は温度調整機能を有していないため，モールドならびに混合物は，

作製温度と同じ温度に調整された恒温室にて 5時間以上養生したものを用いた.図-3.7，

図-3.8は各試験条件の旋回数と混合物の厚さの関係， 表-3.5は各条件で63.5mmに達す

るまでの旋回数の平均値を示している.

表-3.5 63.5mmに達するまでの旋回数

旋回数

条件 1

条件2

F
一

側
一
筋
一
泊

補
一

表 3.5より，補修材C，Eは条件2で所定の厚さに達するまでの旋回数が有意に減少して

いる.一方，補修材A，B，Fは試験条件による旋回数の差は小さい.常温混合物の中には，

交通荷重による締め固め効果を得ることを想定したものも存在する.車両のタイヤから受

ける荷重はニーデ、イングと同じ作用があり 本試験で旋回数の少ない混合物は交通荷重に

よる締め固め効果が期待できる.なお，条件2の試験時に入手した補修材Dの常温混合物

は，条件1の試験時と比較して明らかに性状の違いが確認されたため，本試験以降，伺混

合物の条件2，3の試験結果は評価の対象からから除外している.
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マーシャル安定度試験結果

マーシャル安定度試験は，供試体の厚さが63.5mmのときに表-3.4の密度が得られるよ

うに事前に計量した混合物で作製した供試体の内，供試体厚さが63.5土1.3mmのものを用

いて実施した.表-3.6に各常温混合物のマーシャル安定度試験結果を示す.

表-3.6 マーシャル安定度試験結果

評価項目 補修材A 補修材B 補修材C 補修材D 補修材E 補修材F

安定度 条件1 0.32 E E E E 1.8 

(kN) 条件2 0.52 1.2 3.7 1.1 2.0 2.5 

フロー 条件1 18 E E E E 19 

(1(100cm) 条件2 14 16 19 16 21 19 

残留安定度(%) 86.6 E 73.9 62.8 65.16 92.8 

71)妓留安定皮lま条件2のみ表Rl!している，また， "E"は供総体崩駿により測定不能であったことを，¥:1!味する

条件1において，マーシヤル安定度試験を実施する直前に水浸させた結果，補修材A.F 

を除く全ての混合物が試験開始までに水中で崩壊あるいは試験機に供試体を設置する段階

で形状を維持できなくなり，試験を実施することが不可能であった.また，条件2では全

ての混合物で試験が可能であり，加熱アスフアルト混合物の安定度の基準値(3.43kN)以上

の値が得られた混合物も存在したが，残留安定度の一般的な基準値(75%)をA，F以外全て

下回った.

一軸圧縮試験結果

常温混合物の耐久性を評価する試験法が幾つか提案されている中で，常温混合物の一軸

圧縮試験はセメント系常温混合物のセメント添加量の評価を目的として検討されたもので

ある.常温混合物は，その特殊な使用環境において必ずしも強度が高ければ良いとは限らな

い.局所的な補修箇所では既設の舗装のように交通荷重を分散することができず，強度が

低ければ繰り返し荷重を受けてひび割れが発生し，強度が高すぎれば荷重が既設舗装の一

部に作用して既設舗装の損壊あるいは既設舗装との接着部からの剥脱が生じる.こうした

点にも配鳳して，本試験では一軸圧縮強さだけでなく残留強度率も導出している.図-3.9

に条件1， 2，図-3.10に条件3の試験結果を示す.
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一軸圧縮試験結果(条件3)図-3.10

図-3.9より， 全ての常温混合物で条件2の一軸圧縮強さが条件1よりも大きく，特にC，E

また，図-3.10より，保管温度が高くなるにつれて一軸圧縮強さの混合物で顕著である.

なお，条件3の60
0

C設定は，条件2と供試体のと残存強度率が上昇する傾向が見られる.

作製温度，保管期間，保管温度は同じで試験温度のみ異なる.条件2は条件1と試験温度

しているが，条件3の試験温度は全て 20
0

Cとしている.補修材Fの常温混

同条件では5つの混合物で試験を実施した.合物は，条件3の試験時に入手できず，

を統一 (50C)

圧裂試験結果

本研究で採用した圧裂試験は，曲面を付けた載荷板を用いた間接引張試験である.本試

図-3.11に条件lと条件2，一軸圧縮試験と同様に条件3でも試験を行っている.験では，

一軸圧縮強さと同様に圧裂

他の混合物も補修材F以外は条件1， 2， 3の
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図-3.12に条件3の試験結果を示す.図-3.1.1，図-3.12より，

強度もC，Eの混合物で高い値を示しており，



一軸圧縮強さ と同じような大小関係が得られている.一紬圧縮強さは，アスフアルトパイ

ンダ以外に骨材のかみ合わせの影響も受ける.補修材 Fは他の常温混合物よりも最大粒径

が13mmと大きく， 骨材のかみ合わせ効果が高い.一方，本試験の圧裂強度は引張り応力

に対する耐久性を示すものであり，その効果はほとんど期待できない.
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条件3の結果から，保管温度が20.Cの場合は混合物による圧裂強度の違いは小さいが，

同温度が高いほど各混合物の強度発現に差が生じている.補修箇所の耐久性と関係のある

一軸圧縮強さ，庄裂強度は，補修後の温度条件に左右されること，混合物により明確な違

いが生じることが2つの試験結果から分かる.

3.2.5 室内試験の考察

アスフアル ト混合物の室内試験は，コントロールされた条件で混合物の物理性状を評価

するものであり，現道での挙動を必ずしも再現していない.被数の試験結果や各種条件で
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試験した結果と照らし合わせて分析 ・評価することで室内試験の価値は高まると考えられ

る.こうした意味で課題が残されているものの，室内試験の結果から常温混合物に求めら

れる 3つの適性に関して以下の知見を得た.

作業性

常温混合物の作業性は，敷き均し，締め固め作業のしやすさである.低温ではアスフア

ルトの粘度が高くなるため， 同じ締め固め方法で所定の密度を得ることは難しい.その中

で，カッ トパック系の補修材B，Dは，アスフアルト混合物の密度試験において低温条件で

も供試体の空隙率の目立った上昇は見られず，作業性に優れていると考えられる.また，本

試験結果は，冬季における常温混合物の締め固め密度不足の問題が混合物を加温すること

で解決できることを示唆している.こうした工夫により常温混合物を十分に締め固めるこ

とができれば，補修筒所の耐久性向上にも寄与すると考えられる.一方，交通荷重による

締め固めを想定した場合，混合物に求められる作業性は重要でない.ジャイレ トリー試験

機による締め固め試験では補修材A，Fが所定の密度に達するまでの旋回数 (ニーデ、イング

による締め固め)が少ない.ただし， 交通解放後の車両による締め固めが十分に行われる

前に補修箇所が破損する可能があることに留意する必要がある.

耐水性

補修作業は，必ずしも|晴天|時に行われるとは限らない.また，作業時が晴天であっても，

その前後に降雨等があれば，補修箇所は水の影響を受ける.とりわけ水が溜まりやすい場

所(例えば，サグやクレストといった縦断勾配変化点，橋梁部等)においては，耐水性の

高い混合物を選定することが望ま しい.マーシャル安定度試験結果から，密粒度混合物の

補修材A，Fは残留安定度が高く，耐水性が高いと認められる.一方，開粒度タイプの補修

材B，C，D，Eは，水の影響を受けやすい.低温条件では強度の発現がそれほど期待できない

ため，上記の場所の補修で、これらの混合物を選定する際には細心の注意が必要で、ある.

耐久性

本章の官頭で述べているとおり， 緊急補修箇所が増大すれば日常点検のコスト増となる

ことから， 道路管理者は常温混合物に求められる3つの性能の中で耐久性に最も関心を持っ

ていると考えられる.一軸圧縮試験，圧裂試験において，補修材C，Eは，"最終的に"最

も耐久性が高くなることが判明した"最終的に"とは，その混合物が本来有する性能を発
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揮した段階という意昧である e 耐久性の高い混合物を用いても補修後の早い段階で破損が

生じる可能性もあり，耐久性の高い混合物を緊急補修に適用しても，補修後しばら くの間

モニタリングを続けるべきである.

3.2.6 室内試験と現地調査による実証分析の関係

常温混合物の室内試験は，表-3.2のように，試験者が作り出した仮想的な条件の中で行

われる.このようなコントロールされた状況で試験を行うことの意義は，混合物の物性の

相対評価が可能であること，混合物が有する本来の性能を明らかにできることである.例

えば，常瓶混合物の密度試験では，供試体作製時の温度条件を設定し，その条件で作業性の

相対評価ができる.一軸圧縮試験や庄裂試験では，保管時の温度条件を複数設定すること

で，性能が最も発揮される条件とその強度という情報を得る.これらの情報を用いて，混

合物の適性(作業性，耐水性，耐久性)を評価し，適材適所に用いることが補修箇所の耐

久性向上につながる.一方， 一連の室内試験結果を踏まえて常温混合物を現地に適用して

も，混合物の性能が必ずしも発揮されるとは限らない.実際の補修作業には，施工の良否，

天候，交通量，既設舗装の状態など，室内試験のようにコン トロールできない不確実な要

素が存在するため，本来の性能を発揮できず早期に破損することも考えられる.したがっ

て，早期破損の原因を究明するためには補修箇所の現地調査を行い，調査結果に基づいて

補修方法や混合物を改善し，これを通じて常温混合物の本来の性能を発揮させるという一

連のプロセス標準が必要となる.

ここで留意すべき点としてF プロセス標準が完成した場合の室内試験の位置づけを考え

る.上記から，現地調査結果が蓄積されれば，室内試験を実施しなくても適性を評価でき

るという誤認が生じる可能性がある.現地のモニタリングでは，"ある常温混合物を用いて

補修した"という事実と"その結果， 1週間以内に損傷が生じた，あるいは生じなかった"

という情報のみが得られ，"別の混合物を用いた場合の結果"という情報を入手することは

できない.と りわけ不確実な要素が多数存在する中で，現地のモニタリングだけで混合物

の適性を評価することは非常に困難であるといえる.室内試験で得た知見を適性の判定や

材料基準と して活用し，モニタ リング結果から適用上の問題を明らかにし，問題解決のた

めに開発された新たな常温混合物を室内試験で評価する，という相互関係を築くことで日

常点検にかかる舗装材料の継続的な改善が実現するのである.
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3.3 ワイブル劣化ハザードモデルを用いたポットホール補修箇所の

耐久性評価

3.3.1 ポッ トホールの発生と補修

日常点検におけるポットホール補修の位置づけ

前節では，緊急補修に用いる常温混合物の適性を評価するための室内試験について述べ

た.緊急補修が必要な路面の異常の発見とその補修は，路上の落下物の撤去と同様，日常

点検における重要な業務の一つである.路面の異常には，段差，ひび割れ，ポットホール

等があり，その中でもポットホールは発生頻度が高く，路面の異常の9割を占めるような

ケースも存在する 48).路面に発生したポッ トホールは，舗装の構造的な損傷を加速させる

だけでなく，二輪車の転倒，乗用車のタイヤの破損やタイヤとられ等の事故にも関係する

と考えられることから，道路管理者は安全性の確保のために常温混合物等を用いて迅速か

っ適切に補修しなければならない.ところがポットホール補修箇所では，充填した常温混

合物の剥脱によって再度ポットホールを形成することも少なくなく， 同一箇所で繰り返し

発生するポッ トホールにより日常点検業務に支障をきたすことが懸念される.こうしたこ

とから，ポッ トホールの再発を防ぐような対策を講じて補修箇所の耐久性向上を図り，日

常点検業務の負担を軽減することが求められる.

ポットホール発生過程

ポットホールの代表的な発生要因は，"オイルドロップペ"損傷箇所の拡大"，"路面の

滞水 "である.車両の燃料漏れなど何らかの原因でアスフアルト舗装聞にガソリ ンや軽油

が付着するとアスフアルトが溶け出す"カッ トバック"が生じる.その結果，骨材を被膜

しているアスフアルトが流れ出して骨材聞の付着力を失い，交通荷重を受けて骨材が飛散

してポットホールが発生する.また，路面のひび割れや局所的な破損が生じている筒所に

安通荷重を受けると，最も弱い筒所から骨材が飛散してポッ トホールを形成するとともあ

る.さらに，滞水状態の路面では変通荷重を受けて骨材のアスフアルト被膜の内側に水が

進入し，骨材聞の付着力が時間の経過とともに失われ， 骨材からアスフアル トがはく離し

てポットホールが形成される.このはく離 (Stripping)のメカニズムは，水浸ホイール ト

ラッキング試験で再現できることが山田らにより示されており 49)，同試験結果から路面の
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滞水がポッ トホール発生の主要な要因であることが明らかにされている.

以上の3つの要因について，オイルドロップに関しては発生時期を予想することができ

ないため， 事後対策(路面洗浄，汚染部の撤去)が重要になる.また，路面のひび割れや

軽微な損傷に関しては予防的な維持が効果的である.近年，付着性の高いアスフアルトパ

インダが開発されており，同パインダを用いたアスフアルト混合物を舗装の修繕工事に適

用することにより，滞水に起因するポットホールの抑制効果が期待できる.ただし，ポッ

トホールの問題解決のため直ちに全面的な修繕を実施することは現実的でなく，路面の滞

水を前提としてポットホール補修箇所の耐久性向上に寄与するような維持管理法を検討す

ることが重要であると考えられる.

ポットホール補修箇所の観察

舗装は走行車両の荷重を面で受けて下層に分散する構造を有しており，通常，路面の状

態が短期間で急激に悪化することは少ない.一方，ポットホール補修箇所では荷重が補修

箇所に集中するため，既設舗装よりも強度が劣れば変形や摩耗，強度が高ければ常温混合

物と既設舗装界面からの剥脱や既設舗装の破壊が生じる.また，補修箇所に雨水が流入す

れば耐荷力の低下の原因となる.図-3.13は，ポットホール補修箇所の代表的な破損形態

を示している.

等

動

慢

流

天
'
 

重荷通六V〈円
)

図-3.13 ポットホール補修箇所の破損形態
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日常点検において，道路管理者は補修箇所に破損が生じているかどうかの経過観察を行

い，常温混合物が剥脱するなど補修箇所の損傷が著しい場合には再度補修を行う.この補

修は，全面的な修繕が施されるまで繰り返される.この時間的な流れを図-3.14に示す.Ta 

はある地点で初めてポットホールが観察された日付，Tbは同一簡所で再度補修した日付，九

は更にもう一度補修した日付，Tdは最近に観察した日付を表している.ここでは，補修箇

所が破損して (すなわち寿命に達して)再び補修されるまでの期間をサイクルとl呼び，そ

のサイクルが確定したものを完全サンプル， まだ寿命に達しておらずサイクルの期聞が明

確でないものを不完全サンプルと称す.図より，第 1，2サイクルは寿命が確定した完全サ

ンプルで、あり，第1サイクルの寿命はTb一九，第2サイクノレの寿命は九一%となる.ただ

し，厳密には第 1， 2サイクルで、寿命に達した時刻と点検時刻には差異があることに留意す

る必要がある.

第1サイクル 1， 第2サイヲル 12 第3サイクル:13 
(完全サンプル) (完全サンプル) (不完全サンプル)

〈

'I ~~~ 確3認4 • 確認 経過確認

τ d τb Tι τd 
z 

図-3.14 完全サンプルと不完全サンプル

ポットホール補修と耐久性

日常点検において，ポットホールの繰り返し補修の負担を軽減するためには，ポットホー

ル補修箇所が破損する要因を明らかにして補修箇所の耐久性向上に資する対策を講じなけ

ればならない.ここでは，外的要因である舗装の構造条件，内的要因である補修時の施工

条件を図-3.13の破損形態を参照して整理する.

舗装の構造条件 ポットホールが発生した既設舗装の構造条件が早期破損の要因であると考

えた場合，図-3.13の破損形態と関連づけることができるものとして，舗装の種類，

舗装下部の構造(トンネル，橋梁，切土部，盛土部)，線形条件(縦断勾配，横断勾

配，直線部，曲線部)，地形(山間部， 市街地，平野部)，また地域固有の条件とし

て融雪散水装置の設置の有無等がある.
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補修時の施工条件 補修時の施工条件は，補修作業の良否や作業環境が早期破損につながる

と考えたものである.具体的な例として，常温混合物の種類，締め固め方法，作業時

間，補修前の事前処理〈水，壌の除去)ポットホールの寸法(蘭積，深さ)，施工時

の気象条件(天候，気温，降雨の有無)等がある.

3.3.2 ポットホール再発生しやすさへのワイブル劣化ハザー ドモデルの適用

既往の研究との関係

ハザードモデルは，信頼性解析の分野で施設や機械の寿命を予測するモデルとして開発

されたものであり，同分野の他にも多くの分野で活用されている.ワイブル劣イ七ハザード

モデルは，劣化状態が「正常に機能しているjか「寿命に達している(故障している)Jの

2値状態で示されるような施設等で，最も弱い箇所が故障することにより全体が故障に至

るような事象を対象とした場合に有効であり，こうした事象に関して幾つかの研究成果が

報告されている.例えば Shin&Madanat50)は 舗装にひび割れが発生する時期を予測す

るためのワイプル劣イヒハザードモデ、ルを提案している.また，青木ら 51)は， トンネル照明

を対象として同モデルの有効性について実証分析を踏まえて検証している.さらに，貝戸

ら52)は，施設の劣化の異質性を考慮、したモデルを提案し，津田ら 53)はモデルを適用する

際のデータが不足している場合においても，技術者の経験情報を活用することによりモデ

ルの推計精度を向上させるベイズ推計の有効』性の検討を行っている.

本研究においてもポットホール補修箇所が寿命に達する過程をワイブ、ル劣化ハザー ドモ

デルを用いて表現するが，従来の研究のように既存のデータを用いて解析するのではなく，

補修箇所が早期に寿命に至る要因を列挙し，点検シートを作成してデータ収集を行い， 同

データから最も補修箇所の劣化を説明できる最適なモデルを推計して早期破損の原因を究

明し，改善の方向性を示すという問題解決型の思考を重視している.

ワイブル劣化ハザー ドモデルの定式化

ポットホール補修箇所ーから常温混合物が剥脱してポットホールが再発生する過程をワイ

ブル劣イ七ハザードモデルで表現するため，ある道路区間で発生したポットホールが常温混

合物で補修された後，同一地点で再度ポットホールが発生するまでの期間を寿命とみなす.

モデル化に際しては，まず，補修箇所の寿命を確率変数Cで表し，確率密度関数f(()，分
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布関数(累積寿命確率)F(()に従って分布すると仮定する.ただし，寿命Cの定義域は

[0，∞)である.このとき，補修直後の初期時点から任意の時点tε [0，∞)まで，ポットホー

ルが再発生しないで補修箇所が生存する確率(以降，生存確率と称す)F(t)は，全事象確

率 1から時点tまでにポットホールが再び発生する(混合物がはく脱して寿命に達する)

累積寿命確率F(t)を差し引いた値

F(t)ニ 1-F(t) (3.1) 

と定義できる.ここで，補修箇所が時点tまで生存し，かつ期間[t，t + dt] 中に寿命に遣す

る確率P(t三(< t + dtl(さt)は，

P(t三(<t + dtl(三t)ー
P(t三(< t + dt， (とt)
P((三t)

P(t三(< t + dt) 
P((とt)
F(t + dt) -F(t) 
1 -F(t) 

(3.2) 

と表せる.さらに，
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の関係が成立する.補修箇所が時点tまで生存し， かつ当該時点で、ポットホールが再発生

する確率密度九(t)は 「ハザード関数jまたは 「故障率jと呼ばれる.式(3.1)の両辺をtに

関して微分すれば，
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(3.5) 

を得る.また，式 (3.4)は

仰)=器=i(-Mt)) (3.6) 

と変形できる.式(3.6)を積分すれば，

fot h(u)du =一logF(t) (3.7) 
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より，時点tまで補修箇所が生存する確率は，ハザード関数を用いて，

F(t) =抑[-fot h(U)dU] (3.8) 

と表される.したがって，ハザード関数の関数形が判明すれば，補修箇所の生存確率F(t)，

さらに，F(t) = 1 -F(t)より累積寿命確率F(t)を求めるととができる.

ここで，ハザード関数が以下のようなワイブ、ル劣化ハザード関数

九(t)=γmtm-1 (3.9) 

で示されるケースを考える.ただし， mはポッ トホールが再発生する確率の時間依存性を

表す形状パラメータ， γはポットホール再発生の頻度を表す定数パラメータである.γが道

路区間の構造特性や常温混合物の剥脱に寄与するような特性で表現できると考えれば，特

性ベクトルν=(Yl，...， YC)と未知パラメータベク トルη=(η1，・..，ηC)を用いて，

"f = Y"l' (3.10) 

と表せる.なお，Yg(g = 1，・・・，G)はg番目の特性変数の観測値，りg(9= 1，...， G)は，Yg 

の係数(未知パラメータ)である.また， ず はηの転置行列である.常温混合物の生存確

率F(t)，常温混合物の寿命の確率密度関数f(t)は(3.5)，(3.9)より，それぞれ

となる.

モデルの未知パラメータ推計

F(t) = exp(-γtm) 

f(t) =γmtm-1 exp(-γtm) 

(3.11) 

(3.12) 

観測情報に基づいてワイフ、ル劣イ七ハザード関数の未知パラメータ m，ηを推計するため，

各補修箇所の補修直後の時点を t=Oと基準化し，補修箇所i(i= 1γ.. ，η)の耐周期間の

実測値をtiと表す.以下，記号 r-Jは実測値であることを表す.モニタリング期間中に

常温混合物が剥脱して補修箇所が寿命に達した場合，供用期間と寿命が一致し，長=(iが

成立する.一方，補修箇所が寿命に達していない場合，補修箇所の供周期間は観測期間長
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そこで，補修箇所tの寿命が丸と一致し， 寿命Gは観測期間長を超えることが確定する.

観測期間を越えるかどうかを表すダミー変数4を
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U
 

/
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、
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長=(i三1iの時

(i > 'I'i = tiの時

ワイブルここで、，と定義する.また，補修箇所tの観測情報を Vi= (di， fi， Yi)と整理する.

劣化ハザー ドモデ、ルの未知パラメータベクトルω=(m，η)を定義する.さらに，f(ti)， F(お)

が常温混合物の特性データ 仇，未知パラメータベクトルω の関数であることを示すために，

f(ti， Yi :ω)，F(ti'Yi:ω)と表記する.いま，補修筒所iにおいて向 =((h，ti，1h)が観測

このとき， 寿命心の分布がれで切断する条件(寿命に達しているもしされたと仮定する.

くは生存している)を考慮した補修箇所4の条件付確率は，

f.((h， ti， yi :ω) = f(ti，yi :ω)d; F(ti， yi :ω)l-di (3.14) 

と表される.右辺第 1項はポットホールが再発生してモニタリングの期間が終了し寿命が

主となる確率，第2項は補修箇所の寿命が観測期間長名(すなわち，使用期間長長)より長

尤くなる確率を表している.各補修筒所の破損が互いに独立に生じていると仮定すると.

(3.15) 

rr f.(cIi， ti，仏:ω)
n rr f(ι払 :ω)diF(長ふ :ω)1-di
一乙(ω|心)

度関数は，

一

同式(3.15)の心=(心1，・・ 1心n)である.最尤推定法では，ただし，と表すことができる.

式の対数尤度関数

(3.16) 

乞diln [f(ti， fj，; :ω)J +乞(1ー品)ln [F(ti' fJi :ω)] 

乞品川h(ti，fh :ω)] +玄ln[F(ti' Yi ;ω)] 

一ln乙(ω|心)

一

を最大にするようなパラメータ値φを最尤推定量として求める.式(3.16)を最大にするパ

(3.17) 
θln.c(ω) 円

θωgV3 

(g = 0，... ，G) 
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を同時に満足するようなφ=(φ0，. ..)φc)として与えられる.ただし， φo= m，wg = 

む(g= 1，...， G)である.さらに，パラメータの共分散行列の漸近的推計量出)5η会(φ)は，

|θ21n乙(φ)1-1 
:E(φ) = 1-';" ;:-¥-;-' 1 (3.18) 
|θωθωI I 

と表すことができる55) 上式の右辺はがln乙(ω)/8ωzθωjを要素とする (G+1)x(G+1)

次のFisher情報行列56)の逆行列である.最尤推定量φが求められれば， 念(φ)よりじー検

定統計量の推計も可能である，

3.3.3 実証分析

対象路線の概要とポットホール発生状況

ポットホール補修筒所の耐久性を評価するために，国土交通省近畿地方整備局豊岡河川

国道事務所の八鹿国道維持出張所管内の国道(対象延長 :71.1km)で発生したポッ トホー

ルに着目する.当該医l道において平成19年6月から平成22年2月までに自然発生したポッ

トホールを常温混合物で応急補修し，その後の補修箇所の経過を観測した.ポットホール

を含む路面異常の補修や路上落下物の除去を目的として，平日はl日l回，休日は土日の

いずれかに 1日1回の頻度で日常点検が実施された.点検中にポットホールを雌認した場

合，点検車両に積載している常温混合物で緊急補修が行われる.補修作業時は片側交互通

行となるため，交通流に支障を来さないような配慮， ドライパーへ注意l喚起が不可欠で、あ

る.と りわけ当路線はスキー場へのアクセス道路となっていること，また，比較的に大型

車の交通量も多いことから，迅速な作業，交通開放が要求される.こうしたことから，同

地域における緊急補修は十分な効果が得られにくい状況にある.

実証分析では，ポットホール補修筒所の早期破損に至る原因を究明するため，既存の補

修記録の記載内容や先に示した外的要因 ・内的要因を踏まえて図-3.15のポットホール点

検シートを新たに作成して情報収集を行い， 表-3.7の項目でデータベース化した.これら

を集計した結果を表-3.8および表-3.9に示す.表-3.8は構造条件， 表-3.9は施工条件に

着目してポットホールの発生数と補修箇所の平均寿命を整理している.なお，表-3.7の9)

大型車交通量，15)作業時の気調， 16)作業時間， 17)ポットホール面積， 18)ポットホール

深さは，定量的なパラメータのため，同集計結果は記載していない.

全体的な特徴として，ポットホールは観測期間内に 199地点で、合計404個発生し，補修

箇所の平均寿命は，不完全サンプルを含む場合は212.7日，不完全サンプルを除外した場
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ポットホール調査・補修帳票(図試験施工箇所 ・ロ自然発生箇所 )
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ポッ トホール点検シー ト図-3.15

表-3.8の構造条件の相違によるポットホールの発生状況ここで~合は54.0日であった.

対象路線に2)表層の種類と平均寿命の関係をみると，と補修箇所の平均寿命に着目する.

ポッ トホー占める密粒度舗装区間の割合は67%で排水性舗装の26%と比較して大きいが，

土ルの総発生数は約7.5倍 (355/47)と顕著な差が生じている.1)道路構造物については，

工部のポッ トホール総発生数がコンクリート床版部よりも圧倒的に多いことが確認できる

両事実，これは道路延長に占める土工部の割合が多いことによるものと考えられる.が，

また，表層者の同一地点における平均発生回数や平均寿命には有意な差は認められない.

発7)走行位置区分において，4)管理地域区分，の種類以外では， 3)融雪散水装置の有無，

密粒度舗装区間では融雪散水装置が設置さただし，生回数や平均寿命に相違が見られる.

れており，排水性舗装区間では融雪散水装置が設置されていないことに留意する必要があ

一方，表-3.9をみると，全体的な傾向として施工条件の相違により平均寿命に顕著な

違いが現われている.特に，融雪散水の有無が補修箇所の耐久性に影響を及ぼすことが平
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表-3.7 ポットホール補修データベースの主要な記載項目

構造条件 施工条件

番号 状態 番号 状態

道路構造物 ポットホール内の水の除去の有無

表屈の種類 ポットホール内の泥の除去の有無

融雪散水装置の有無 12) 融雪散水の有無

4) 管理地域区分 13) 締め固め方法

車線情報 14) 常温混合物の種類

道路の平面線形 作業時の気温

走行位置区分 作業時間

同一箇所発生回数 ポットホール面積

大型車交通量 ポットホール深さ

均寿命2(完全サンプル)の結果から明らかである.本集計結果から，常温混合物が持つ

本来の性能を発揮できないケースが存在すること，施工条件が良好であれば現状の常温混

合物の耐久性に問題が無いことが分かる.

月別のポッ トホール発生数および平均寿命を図-3.16に示す.棒グラフはポットホール

発生数，折れ線グラフは平均寿命の日数を表している.例年，ポットホール発生数は降雪

時期の 1月から 2月にかけて多い.また， 6月と 7月にも発生数がやや増加傾向にあるが，

これは梅雨と関連していると考えられる.ただし 補修箇所の平均寿命(不完全サンプル

含む，除外の両方)については，冬季や梅雨時期とそれ以外の時期で傾向を読み取ること

はできない.

ことまで示してきた実証分析の平均寿命は，不完全サンプルの取り扱いを簡素化して平

均寿命を確定的に算出している.構造条件や施工条件が補修箇所の寿命の長さにどの程度

影響しているかを分析するためには，ハザードモデルのような確率モデルを用いた詳細な

統計分析が必要である.次に，ワイブ、ル劣イ七ハザードモデルを適用した分析結果を示す.

/¥ザー ドモデル適用のための 1次分析

表-3.7に示しているように， 実証分析では補修箇所の耐久性に影響を及ぼす要因として

9つの構造条件，施工条件を選定しているが，これらの条件の中には相関関係を無視でき

ない要因が存在している可能性がある.ハザード、モデルの特性変数を構造条件や施工条件

で表現する際，特性変数に相関関係が大きいパラメータが複数含まれると安定的な推計値
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表-3.8 ポットホール発生状況の概要(構造条件)

構造
カテゴリ 発生数

同一地点での 平均寿命l 平均寿命2

条件 平均発生回数 (口) (口)

土工部 333 2.0 224.4 54.6 
コンク リート床版部 70 2.3 159.9 51.9 
その他 1 1.0 21.0 

密粒J主舗装 (67%) 355 2.2 192.4 52.6 

2) 排水性舗装 (26%) 47 1.3 374.5 77.5 
その他 (7%) 2 2.0 17.0 

有 (33%) 281 2.2 180.0 44.4 

41~ (67%) 123 1.7 288.2 83.6 

A地区 (47%) 121 1.7 316.4 84.6 

B地区 (53%) 283 2.2 168.4 43.8 

tり 211 2.1 215.6 62.9 

5) 
下り 181 2.0 210.0 43.3 
センター 6 1.5 183.7 63.0 
中央待: 6 1.0 221.8 

6) 
直線部 288 1.8 214.6 49.9 
山線部 118 2.3 208.0 66.6 

輸跡部 391 2.1 206.3 53.9 
7) 

非輪跡部 13 1.1 404.5 68.5 

1回 265 1.0 393.9 . 
8) 2回以上 139 4.4 117.7 54.3 

合計 404 2.0 2127 54.0 

体r平均寿命1は不完全サンプルを合む口数， 平均寿命2は完全サンプルのみの口数を表す

が得られない.そこで，始めに構造条件と施工条件の全組み合わせに対する相関係数を算

出した.構造条件聞の相関係数を算出する際には発生地点を 1サンプル，構造条件と施工

条件および施工条件聞の相関係数を算出する際には補修回数を 1サンプルとカウントした.

前者は199サンプル，後者は404サンプルで、ある.相関係数の算出に際して，地域のよう

な定性的パラメータに関しては表-3.11に示すようなダミー変数として扱った.

表-3.10は各特性変数の相関関係を示しており 無視できない相関関係が存在すること

が同表から読み取れる.中には，相関係数が0.50以上となる変数のペアが存在している.

例えば， 4)管理地域区分では， A地区と B地区で補修筒所の平均寿命(不完全サンプル除

外)に約2倍の相違がみられる.ところが， 4)管理地域区分は2)表層の種類と相闘が強く

(相関係数:-0.577) ，さらに2)表層の種類は， 3)融雪散水装置の有無とも相闘が強い(相

関係数:0.604) .相関係数のみで各特性変数の因果関係を明確に説明することはできない

が，補修箇所の耐久性に地域的な特徴が関係していると考えられる.4)管理地域区分のB

地区では密粒度舗装区間の割合がA地区よりも大きいことから，融雪散水装置の設置割合

も高い.結果として， B地区のポットホール補修箇所の寿命はA地区よりも短くなると推

察される.言い換えれば，ポットホールの発生数や平均寿命は， 4)管理地域区分で異なる
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表-3.9 ポットホール発生状況の概要(施工条件)

施工
カテゴリ 発生数

平均寿命1 平均寿命2
条件 (口) (口)

10) 
有 90 240.0 37.5 
無 314 204.9 60.3 
有 93 305.1 46.5 
無 311 185.1 56.5 
有 53 132.5 10.1 

12) 
無 351 224.8 62.6 
人力 211 116.3 45.9 

13) 
作業単 98 342.3 88.3 
機械 90 306.5 41.4 
その他 5 53.6 32.3 

カットパック系 76 237.6 66.3 
14) 
樹脂 -改質系 328 206.9 51.1 

全体 404 212.7 54.0 

?キ)平均寿命1は不完全サンプルを合む口数， 平均寿命2は完全サンプルのみの口数を表す

100 
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20 

~~曲7写 = 2悼8'1'

5 9 10 11 12 
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一一- 1400
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100 

。

図-3.16 月別のポッ トホール発生数と平均寿命

が， 3)融雪散水装置の有無，あるいは2)表層の種類の代理変数となっている可能性が大き

い.また，同様の理由で相闘が強い9)大型車交通量もこれらの代理変数である可能性があ

る.さらに， 4)管理地域区分と 13)締め固め方法， 14)常温混合物の種類， 16)施工時間と

の間で相関係数0.5以上の強い相関関係を有 している.こうした関係を踏まえて， 可能な

限り相関牲が少なくかっポットホールの発生に直接的に影響を与えるような条件の組み合

わせをハザードモデルの特性変数の候補として採用する.これに先立ち，ポットホール生

存確率への各特性変数の影響度を評価するため，単一の変数をとりあげてハザードモデル

を推計した結果を示す.
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表-3.10 各条件聞の相関係数 (相関係数0.4以上)

2 3 5 I G I 7 I 8 I 9 I 10 I 1I I 12 I 13 14 I 15 I 16 I 17 I 18 

2 

3 I -I 0.604 
0.577 I -0.409 

5 

6 

7
-
8
-
9
 

-0.405 0.72J 且

10 

日
一口一

u
一
一M
一
時
一
一時

一
口
一
時

0.640 

0.840 

0.667 

0，698 

0.465 0.437 

-0.506 -0.430 I -0.422 

/¥ザードモデルのパラメータ推計 (1変数のみ考慮)

ポッ トホール点検シートの記録と補修後の経過日数を集計したデータベースを用いて，ワ

イブル劣化ハザードモデ、ルの未知パラメータを推計する.ポッ トホール補修箇所の寿命に

影響すると考えられる特性変数の候補は，既往の研究成果58)を踏まえて表-3.11の定性的

パラメータならび、に定量的ノTラメータ 9)大型車交通量 :y~ ， 15)施工時気温:必5，16)施

工時間 :必6，17)ポッ トホールの面積 :必7，18)ポットホールの深さ :佐8とする.なお，

定量的パラメータを扱う際には，観測値の最大値が1となるように基準化する.

表-3.11 定J性的パラメータへのダミー変数割り当て (1変数)

定性的パラメータ
ダミー変数の値

1 。
1)道路構造物 Y~ 土工部 コンクリート床版部

2)表層の種類 32 密粒皮舗装 排水位舗装

3)融雪散水装置 uj 散水装置有 散水装置 無

4)管理地域区分 u; A地区 B地区

5)車線情報 Y~ J二り車線 下り車線

6)道路の平面線形 uf 直線部 曲線古11

7)走行位置l三分 u; 輪跡tlIl 非輸跡部

8)複数回発生 Y~ 複数回発生有 担数回発生無
10)ポットホール内の水 12 10 水の除去有 水の除去無

11)ポッ トホール内の泥 U2 11 泥の除去有 泥の除去無

12)融雪散水 U2 12 融雪散水 有 融雪散/1< 無

13)締め回め方法 U2 13 作業!jiで転圧 人力 ・機械

14)常瓶混合物の種類 yi4 カットパック系 樹脂 -改質系

57 



表-3.11 の中で，ポットホールの復数回発生 (y~) は，同一地点におけるポットホールの繰

り返し発生回数と同義であり，通常は定量的パラメータとして扱うことができる.図-3.17

は同一箇所におけるポットホール発生回数と地点数ならびに平均寿命の関係を示している.

計 199地点のうち，発生回数1回が約140地点を占める.平均寿命(不完全サンプル含む)

は，繰り返し発生回数の増加と共に短くなる傾向があるが，平均寿命(不完全サンプル除

外)については，発生回数に対する平均寿命の大きな変動は確認できない.不完全サンプ

ルを除外したときの平均寿命の変動および定性的パラメータとして扱った場合と定量的パ

ラメータとして扱った場合のワイブル劣化ハザードモデルの推計結果から，同一地点にお

けるポットホールの発生回数そのものよりも，再発するかどうかが耐久性の要因分析を行

う上で重要となる可能性が大きい.そのため，同一筒所発生回数から複数回発生の有無と

表記を改め，これを定性パラメータとしている.

160 400 

350 

c:::コポットホール量生地点散
120 11 

三¥
I 3∞ 

平均lIf申〈不完全サンプル除外〉

100 

lL 豊田
雪量

60 I 150 

40 11 

20 11 円〔ー
7 8 10 11 33 
発生回数

図-3.17 同一箇所におけるポットホール発生回数と地点数，平均寿命の関係

5)車線情報

18);↑fットホール翠さ
14)常温混合物の種類

11)定の除去の有無

1)道路繍造物

6)道路の平面線形

10)水の除去の有無

9)大型車交通量

7)走行位置区分

15)作業時の気温

13)締め固め方法

17)ポットホール面積

16)作業時間

3)融雪散水装置の有無

4)管田陣単区分

12)融宮敵ホの有無
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ここで，ハザード関数を式 (3.10)に基づいて，

ず=ηi+~1A (j = 1，'・・，18) (3.19) 

と表し， 1変数のみを考慮したワイブル劣化ハザードモデルを定義する.また，データベー

スを用いてモデルの推計ーを 18個の特性変数の候補の数だけ行い，個々の特性変数に対応

する未知ノそラメータ~のふ値が1.96 以上(有意水準 5%) の候補を 1 変数ワイブ、ル劣化ハ

ザードモデルの特性変数として採用する.本解析においてか値が1.96以上となった特性変

数は 12個である.t-値が大きい上位4つの特性変数に関する当モデルの推計結果を 1例と

して，表-3.12から表 3.15に示す.表 3.12の「ポットホールの複数回発生の有無」を

特性変数として採用した場合，式(3.19)より定数項η?が負値 :-3.55，dが正値:1.37と

なることから，ポットホールが複数回発生した箇所 (y~ = 1)は，複数回発生しない箇所

(y~ = 0)よりもハザード関数九(t)のパラメータγの値が大きくなる.これは，ポットホー

ルが複数回発生した地点ではポットホールが再発生する(早期に常温混合物が剥脱して補

修箇所が寿命に達する)可能性が高いことを意昧しており，ポットホールの再発生がラン

ダム事象ではなく，何らかの要因に依存していることを表している.また，表-3.13から

表-3.15も同様の解釈により，密粒度舗装，融雪散水有り， 地域B，融雪散水装置有りで

ポットホール補修箇所が補修後の早期に寿命に達する可能性が高い.これら以外の特性変

数の推計結果に関しては割愛するが，図-3.18でt-値が有意であった特性変数に関して次

のような要因で補修簡所の耐久性が低下するという結果を得た:16)施工時間が長い，17) 

ポットホールの面積が大きい， 13)人力・機械による締固め， 15)気温が低い， 7)わだち部，

9)大型車交通量が少ない， 10)ポットホール内の水を除去しない.

次に，各特性変数と補修箇所の耐久性の関係を明確にするため，表-3.12，表-3.13の

最尤推計量を用いて補修箇所の生存確率F(t)を導出した.図-3.19，図-3.20は，補修後

の経過日数(t)と生存確率F(t)の関係を示したものである.形状パラメータmが1未満で

あることから，何れのケースも時間の経過と共に生存確率の減少速度は小さくなる.この

ことは，補修箇所の常温混合物が性能を発揮するまでに早期に破損するケースと性能を発

揮して長期間持続するという 2つの状況が存在することを示唆している.また，図-3.19

でポッ トホール複数回発生有りの場合，補修後5日で生存確率が約80%まで低下するのに

対し，無しの場合は約 100日ほど要する.図-3.20の表屈の種類では，密粒度舗装上に発

生したポットホール補修箇所の生存確率が約80%まで低下するのに 12日程度であるのに

対し，排水性舗装上のポッ トホールは 100日以上経過しても同確率は80%を越えている.
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表 3.12 推計結果 1 複数回発生の有無d 表-3.13 推計結果2 表層の種類η3

m η? η3 m η? η2 

形状 定数項 複数回発生 1惨状 定数項 表層材料

E尤推計f在 0.447 -3.55 1.37 Q尤推計覇; 0.416 -3.68 1.17 

(t一値) (17.5) ( -18.2) (8.89) (tー{直) (17.1) (-11.4) (3.92) 

AIC 2486.0 AIC 2552.9 

表-3.14 推計結果 3 融雪散水の有無η;2 表-3.15 推計結果4地域活

ηz η1 12 η!2 m η1 η; 

形状 定数項 融雪散水の有無 形状 定数J気 地域

品尤推計最 0.412 -2.70 0.695 品尤錐計鍛 0.418 -2.46 -0.593 

(tー値) (17.2) (-18.0) (3.70) (tー値) (17.1) (-16.6) (3.68) 

AIC 2563.1 AIC 2560.0 

最適モデルの推計

ここまで，ポットホール補修箇所の耐久性に影響を及ぼすと考えられる 18個の特性変数

の候補から変数を 1つだけ選定し，ワイフ、ル劣イ七ハザードモデルを推計した結果.12の特

性変数で統計的な有意性を確認した.特性変数を同時に複数考慮したワイブル劣化ハザー

ドモデルの推計も可能であり，補修簡所の耐久性を総合的に評倒する場合，複数の特性変

数を考慮した最適なワイフ、ル劣イじハザードモデルを推計する必要がある.ここでは.12個

の特性変数をベースに多変数のモデルを推計するため，次式で定義されているAIC54)を導

入してモデルの適性を評価する.

AIC=ー21n(La)+ 2K (3.20) 

同式から明らかなように.AICは対数尤度と未知パラメータ数Kによって決定される.未

知パラメータの数が多いほど，対象とする事象を詳細に説明できるモデルとなるが，モデ

ルが詳細になればサンフ。ルデータの偶発的な差異もモデル化されτしまい，モデルの汎用

性を損ねる.AICはモデルの精織さと堅牢'性のバランスにより適切なモデルを決定するた

めの指標であり，本研究ではAICが最小のモデルを最適モデ、ルとする.最適モデルの決定

フローを図-3.21に示す.

ここでは，まず2変数を考慮したワイブル劣化ハザードモデルについて述べる.一次分

析で述べたように.12の特性変数のうち. 2)表層の種類， 4)管理地域区分に関しては直
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図-3.20 ポットホール補修箇所の耐久性2

接的に， 16)作業時間， 13)締め固め方法， 9)大型車交通量については4)管理地域区分を

介して間接的に，それぞれ3)融雪散水装置の有無と相関性が高い.表-3.16に融雪散水装

置の有無とポッ トホール発生件数の関係を表層の種類別に示す.表より，密粒度舗装区間

で発生したポットホールの約79%(281/356)で融雪散水装置が設置されているのに対し，

排水性舗装区間で、は0%である.補修箇所の耐久性に水が大きく関与することが従来から

指摘されていること，融雪散水装置が密粒度舗装区間に限定して設置されていることから，

今回の分析においては表層の種類が融雪散水装置の代理変数となっていると判断する.ま

た， A地区には排水性舗装区間が地区全体の45.5%を占めているのに対し， B地区では排

水性舗装区聞が存在しないことから，同様に融雪散水装置の代理変数とみなす.以上の理

由から，上記5変数を除いた 7変数を対象として解析する.

7変数のうち>2変数を取り出した全ケースについてワイブソレ劣イじハザードモデルを推計ー

した結果， t-値および符号条件を満足するもののうち AICが最小となったモデルは{複数

回発生の有無，融雪散水の有無}であった.また，変数の数を 3，4， 5としたモデルでt-値
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表-3.16 融雪散水装置の有無と表層の種類

密粒度舗装区間 排水性舗装区間

融雪散水装置有り 281 。 281 

融雪散水装置無し 75 48 123 

356 48 404 

と符号条件を満足するワイブル劣化ハザードモデルのうち， AICが最小となるのは3変数

{按数回発生の有無，融雪散水の有無，融雪散水装置の有無}である.推計結果を表-3.17，

表-3.18に，補修箇所の経過日数と生存確率の関係を図-3.22，図-3.23に示す.図-3.23

より，ポッ トホールが複数回発生し，かつ融雪散水装置と融雪散水が共に有りに該当する

補修箇所では約 10日ほどで半数が寿命に達するが ポットホールが初回発生で水の影響が

無いような箇所では， 100日経過しても 9割以上の補修箇所が生存すると考えられる.
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表 3.17 推計結果5 複数回発生の有無ηj，融雪散水の有無η'F

m η1 η3 η3 12 

形状 定数項 複数回発生 融雪散水

最尤推計量 0.455 -3.70 1.40 0.790 

(t-値) (17.8) (-18.4) (9.04) (4.19) 

AIC 2473.3 

表-3.18 推計結果6 複数回発生の有無d，融雪散水の有無ηj2》融雪散水装置の有無ηj

m η1 η5 ηf 19 ηi 

形状 定数項 複数回発生 融雪散水 融雪散水装置

最尤推言|畳 0.457 3.93 1.36 0.693 0.363 

(t-値) (17.8) (-17.1) (8.76) (3.60) (2.19) 

AIC 2470.3 

3.3.4 実証分析の考察

/¥ザードモデルによる評価

ハザードモデルの推計結果から，ポットホール補修筒所の耐久性は複数回発生の有無，

融雪散水あるいは融雪散水装置の有無が関係している.なお，最適モデルの特性変数とし

て採用した融雪散水の有無と融雪散水装置の有無は，表-3.10において両者の相関は小さ

いが実質的に同義と考えられる.いずれにしても，補修箇所の耐久性に水の存在が大きく

関与していることが統計的に実証された.もう 1つの特性変数である複数回発生に関して

は，統計上有意とされていない何らかの道路構造的な共通要因が寄与している可能性があ

る.したがって，ポットホールが繰り返し発生している箇所では，現地調査を実施して原

因究明にあたり，かつ， 他の補修工法を検討することも必要であろう.なお，本研究のハ

ザードモデルの推計結果は対象地域のみ適用可能であり 積雪地域全域において同様の結

果が得られることを保証するものではない.これら一連の手法を用いて各地域で分析を行

い，改善すべき点を見出すことが重要なのである.

63 



1.0 

.._. 
司 ー

0.8 

冊。e
包
祉
制
0.4 

0.2 

ー一 種数回無散水宥

。。
20 40 

経過目敏
80 1(回

図-3.22 ポットホール補修箇所の耐久性3

1.0 

0.8 

a

。
《

ν岨宵
園

面

体

制

0.4 

0.2 

。。
20 40 60 

経過日銀

ω 1∞ 

図-3.23 ポットホール補修箇所の耐久性4

実務的な示唆

ハザー ドモデルの推計結果から示されたポッ トホール補修箇所の寿命と特性変数の関係

は，道路管理者に新たな知見を提供する(あるいは経験的な知識を再確認)ものであり，こ

れを実務に生かすことが日常点検業務の改善につながる.ここでは，室内試験や実証分析

で得た知見を補修箇所の実例を踏まえて整理する.まず第一に，補修作業時には水の影響

を極力防ぐ(ポットホール内の水を除去する)ことが重要である.これは従来から指摘さ

れている事項であるが，実証分析を通じてその重要性が統計的に示された.一方，水の除

去の対処を施しても，同一地点でポットホールが捜数回発生するような場合には，常温混

合物を用いた応急的な補修ではなく，長期的な対策を考える必要がある.第二に，常温混

合物の保管方法をあげる.室内試験において，低温条件では混合物の締め固め密度が小さ

くなり，供試体の強度も低下する傾向が見られることから，冬季において常温混合物を点

検車両の荷台ではなく，暖房を付けた車内に保管する(以下，保温保管と称する)ことが望
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表-3.19 補修i時の状況(補修履歴1)

作業時間 融雪散水 ポットホール ポッ トホール 補修時の;削見

(分) の有無 内の;1< 内の泥 混合物の状況

20 無し 除去した 無し 荷台獄み置き

20 無し 無し 無し 保温保管

20 無し 1!Itし 除去 荷台税み置き

20 無し 除去した 無し 荷台積み置き

20 無し 無し 無し 荷台為~み置き

20 無し 除去した 無し 荷台積み置き

20 無し 除去した 無し 荷台税み置き

20 無し 除去した 無し 荷台積み倍き

20 無し 無し 無し 荷台秘み置き

20 無し 無し 無し 荷台積み置き

ましいことが判明した.本結果を踏まえて，実証分析期間の後半に保温保管を試験的に実

施しているが，保温保管の有無を特性変数として組み入れるだけのサンプルを同期間内に

蓄積するまでには至っていない.そのため，ワイブル劣イじハザードモデルの特性変数とし

て考慮していないが，いくつかの実例を示す.図-3.24は土工部の密粒度舗装区間，直線

部のわだち部で10回ポットホールが発生した地点の補修履歴を示している.横軸はカレン

ダ一時刻，縦軸はポッ トホール累積発生回数を表しており，同図より 2回目の補修で5ヶ月

ほど生存していることがわかる.表-3.19に各補修時点の施工条件を記載しているが，唯

一，常温混合物を保温保管したことに起因しているように見受けられる.一方，図-3.25

はコンクリート床版部の密粒度舗装区間 直線部のわだち箇所で8回ポットホールが発生

した地点の補修履歴である.同図のように，保温保管しでも生存期間が短いケースや保温

保管しない場合でも長いケースも存在する.保温の効果を検証するためには今後データを

蓄積していく必要があるが， 保温保管といっても車内に常温混合物を保管しておく程度で

あり，実用を試みる価値は十分あると考えられる.
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表-3.20 補修時の状況(補修履歴2)

補修時 作業時間 融雪散水 ポッ トホール ポッ トホール 補修時の常/A't

気概(C) (分) の有無 内の水 内の泥の有無 混合物の状況

13 5 無し 除去しない 無し 荷台積み置き

9 7 有り 除去しない 無し 荷台程iみ置き

8 9 無し 除去した 除去した 荷台積み置き

3 7 無し 無し 除去しない 荷台積み置き

1.8 7 無し ffl~ し 除去しない 保温保管

0.4 10 無し 除去した 除去しない 保温保管

6 8 無し 無し 除去しない 保温保管

18 10 無し 除去しない 除去しない 荷台積み置き

3.4 本章の考察

本章では，緊急補修の大半を占めるポットホールの補修に着目し，同補修に用いる常温

混合物の適性を評価するための室内試験を設定し， 同時にポットホール点検データを用い

て補修箇所の耐久性を評価する方法論を提薬して室内試験とポットホール補修箇所の実証

分析の結果を示した.室内試験では，常温混合物の適性を「作業性Jr耐水性Jr耐久性」

で表現し，作業性はカットバック系の開粒度タイフの混合物，耐水性は特殊樹脂 ・改質ア

スフアルト系の密粒度タイプの混合物，耐久性は同開粒度タイプの混合物に適性があるこ

と，温度条件，水の存在がこれらに影響することを示した.また，実証分析では，補修作

業の状況を詳細に記録する点検シートを作成し， 点検記録データにワイフ、、ル劣イ七ハザード

モデルを適用して未知パラメータを推計した.その結果，ハザードモデ、ルの形状パラメー

タmの値が概ね0.4程度であり，補修箇所が寿命に達する確率には時間依存性があり，補

修直後の短期間(数日程度)で寿命に達するものや長期間(数十日以上)生存するものが

あることが判明した.特に補修箇所の耐久性に影響を及ぼす要因として，ポットホールが
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複数回発生するような地点，融雪散水の影響を受ける地点があり，全条件に該当する地点

では，補修箇所の約半数が10日以内で寿命に達することが明らかになった.本結果は，室

内試験の試験条件(特に水の存在)と同じ傾向を示している.一方，実証分析において常

温混合物の種類のt-値は低く，現道の補修箇所の耐久性に混合物の種類が有意に影響して

いない.これは，現地において水の影響が余りにも大きいこと，あるいは複数回発生して

いる箇所で既設舗装そのものに何らかの原因があることを意味する.

以上の室内試験，実証分析の結果から，今後は実証分析で得た融雪散水の厳しい条件で

も性能を発揮する常温混合物(例えば水が硬化触媒として作用する混合物)の開発ならび

に同混合物の室内試験による評価が必要である.また，室内試験で得た適性が実証分析で

有意でないことから，既設舗装の状態を確認し， 同一箇所で繰り返しポットホールが発生

する場合， 一定回数を越えれば室内試験で示した性能を常温混合物が発揮できないとみな

し，補修工法を変更するような日常点検のルールを設定することも求められる.さらに，本

研究では検証に至っていないものの，室内試験のもう一つの知見である常温混合物の保温

保管の効果を検証することも望まれる.先に述べたとおり，室内試験，実証分析を相互に

繰り返し実施することにより，新たな問題点が浮き彫りになり，対策を通じて補修箇所の

耐久性向上を図ることが重要である.日常点検における舗装技術の継続的な改善は，この

ようにして達成されるべきであろう.
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第4章 舗装構造の改善に向けた舗装の劣化予測と異質

性評価

4.1 総説

1章で述べているとおり 舗装の設計期間は疲労破壊によりひび割れが生じるまでの期

間とされる.舗装の構造に関する技術基準 ・同解説によると，"疲労破壊によりひび割れが

発生した後，舗装に多数のひび割れが生じ，安全かつ円滑な交通が確保することが困難と

なった時に舗装が打ち換えられる.ただし，その時期は道路管理者の判断によっており，基

準化されていない"とされている5).したがって，疲労破壊がどの程度生じれば打ち換える

かの判断は道路管理者に委ねられる.社団法人日本道路協会から発刊されている舗装の性

能評価法では，ひび割れ率20%をアスフアルト舗装の疲労破壊と定義している 22) ところ

が，ひび割れが20%に達した時点で、舗装構造全体が破損に至っているかどうかは不明であ

り，この時点で舗装の打ち換え工法を採用することは現実的とは言えない.事実，表-2.4

や表-2.5に基づいて修繕工法を選択する場合，ひび割れ率20%だけでは簡易的な工法や表

層の切削オーバーレイ工法が採用されると考えられる.一方，このように軽微な修繕を繰

り返し実施すると，舗装の構造的な耐荷力が低下して路面の劣化速度が相対的に早くなり，

修繕後の耐周年数は次第に短くなる.繰り返し修繕回数と耐周年数の関係を分析した研究

41) 59)において，このことが実証的に示されている.

舗装の耐周年数の低下はLCCの増大につながることから，舗装構造の劣化の程度を把

握して適切な工法で修繕を行い，路面と舗装の寿命が同設音|期間を上回るように管理する

ことが道路管理者に求められる.そのためには，路面の状態はもとより舗装構造の耐荷力

を評価することが不可欠である.ところが，耐荷力を評価するために行う構造調査は交通

規制を伴うため，調査対象区間が広範囲に及ぶ場合あるいは調査間隔を短く設定した場合，

長時間の交通規制により渋滞が生じ，社会費用が増大する.さらに，舗装構造調査の単位

延長あたりの調査コストは，路面性状調査と比較して一般的に高い.そのため，修繕対象

の全区間で構造調査を実施することは現実的ではなく，耐荷力の低下が生じている可能性

が高い区間を抽出し，その区間で効率的に構造調査を実施することが望ましい.本章では，

こうした区間を抽出し，効率的に構造調査を実施するための方法論を提案する.そこで，道
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路管理者が観察できない要因による舗装の劣化の早さを劣化速度の異質牲と称し，異質性

の高い区間では平均的な区間と比較して路面のパフォーマンスが早期に低下すると仮定す

る.つまり平均的なパフォーマンスカーブと比較して，異質性の高い道路区間では舗装の

耐荷力の低下 (構造的な劣化)を含む何らかの劣化要因が存在するため，相対的に劣化速

度が早いとみなす.以上の仮定のもと，パフォーマンスカーブの特性変数の未知パラメータ

と異質性パラメータを推計し，舗装の構造的な劣化が疑われる区間を抽出する.また， 実

証分析として異質性の高い簡所でたわみ量調査を実施し，過去の修繕履歴を踏まえて劣化

が相対的に早く進行している原因を分析する.

4.2 基本的な考え方

4.2.1 従来の研究との関係

3章のワイブル劣化ハザード、モデ、Jレを用いたポッ トホール補修箇所の耐久性分析では，補

修箇所の状態を 「健全Jか「寿命に達しているかjの2値で表し，補修後の経過日数と寿

命に達する確率の関係から補修箇所の耐久性を評価した. 一方 舗装路面のパフォーマン

スの変化を推定する手法として，パフォーマンスの高さを離散的な健全度ランクで表現し，

健全度の変化を段階的に推定する多段階の劣イ七ハザードモデルが提案されている.その中

で，マルコフ推移確率モデルはインフラの健全度の|時間的な変化を推移確率を用いて表現

できることから，これらの統計的な劣化モデルとして多くの研究で活用されている.例え

ば， Michalani and Madanat 60)は， 2つの隣接する健全度のみを対象として，マルコフ推

移確率を指数ハザードモデルを用いて表現する方法を提案した.一方，津田ら 61)は， 2つ

以上の任意の健全度聞における推移状態を表現する多段階指数ハザードモデルを提案し，

マルコフ推移確率を体系的に推計する方法を提案している.その後，マルコフ劣化ハザー

ドモデルに関するさまざまな拡張が試みられ，過去の記憶を有する非斉次マルコフ推移確

率を推計するための多段階ワイブル劣化ハザードモデル62)，異なる劣化パターン聞の推移

過程を表現する階層型指数劣化ハザードモデル63)，複数のタイプの劣化過程が互いに競合

するような競合型劣化ハザードモデル64)，健全度の観測結果に観測誤差が存在するような

隠れマルコフ劣イヒハザードモデル65)が提案されている.これらのハザードモデルは，いず

れも特性変数で表現される確定的なハザード関数を用いており，ハザード率の異質性が考

慮されていない.小泊ら 66)はハザード率の異質性に着目した混合マルコフ劣化ハザードモ
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デルを提案し，橋梁の平均的なパフォーマンスカーブを推計し，さらに異質性パラメータ

を用いて橋梁個別の劣化速度の相対評価を行っている.また，青木ら 44)は，同モデルを用

いた舗装路面の平均的なパフォーマンスカーブによるベンチマーキング解析を試みている.

本研究では，同一グループに分類された道路区間の劣化速度の異質性を相対評価をする

ことにより，舗装構造の劣化が疑われる重点管理区間を抽出し，効率的に舗装の構造調査

を実施するという実用的な方法論を提案する.

4.2.2 構造調査の効率化の必要性

道路管理者は，路面性状調査や目視観察により路面の劣化状態を観察することはできて

も， 基層以下の各層の劣化状況をこれらの調査結果から観察することはできない.基層以

下の劣化状況を観察するためには，開削調査により各層の支持力を直接測定するか， FWD

やベンケルマンビーム等を用いてたわみ昌を測定する必要がある.開削調査と比較して，

FWDやベンゲルマンビームを用いた非破壊試験は，開削 ・復旧の作業が不要なため短時間

で調査が可能であるが，路上で惇止した状態で調査するために交通規制を必要とする.そ

の結果，規制に起因する道路渋滞が発生して道路利用者の社会損失が発生する.さらに調

査が広範囲となれば大きな社会損失が生じ，同時に調査費用も増大する.舗装の維持管理

の効率化という観点から 修繕対象区間全体で構造調査を実施することは現実的ではない.

海外においては，路上を走行しながらたわみ量を測定する装置も開発されており， FWDの

たわみ量との相闘が得られているものも存在する 67) こうした装置をうまく活用すれば社

会費用の発生を抑制できると考えられるが，現在実用化されている装置は，装備の大きさ

や測定値の走行速度依存性が指摘されており，我が国の構造調査に適用するためには解決

すべき諜題が多い.こうしたことから 修繕が必要な区間の中で構造的な劣化が疑われる

区間を抽出して効率的に構造調査を実施し，適切な修繕工法を選択して修繕後の路面の早

期劣化を抑えることが調査費用の縮減と社会費用の抑制さらには舗装の耐久性向上による

維持管理費の縮減につながる と考える.

4.2.3 ベンチマーキングと異質性

路面の状況を継続的に観測してパフォーマンスカーブを推計し，これを比較する方法で

も舗装構造の劣化を推定することは可能である.ところが，路面の劣化過程には多くの不
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確実性が存在するため，単に劣化速度の違いだけで構造的な劣化の有無を確定的に判定す

ることは困難である.軽微な修繕が繰り返し実施されている供周年数の長い路面では修繕

後に路面の劣化が急速に進むと考えられることから，舗i設後の経過年数，修繕回数，修繕

工法を特性変数としてパフォーマンスカーブを推計するとも可能である，ところが，修繕

に際しては路面の損傷状況に応じて修繕工法が選択されるため，非常に多くの修繕工法の

選択パターンが存在する.これらの要素をパラメータとしてパフォーマンスカーブを推計

する場合，膨大なデータが必要となることは言うまでもない.

そこで，本研究では過去の修繕履歴を考慮しない平均的なパフォーマンスカーブ(基準

パフォーマンスカーブ)をペンチマークとして作成し これを基準として個々の道路区間

の劣化速度を相対的に評価して異質性パラメータεを推計する.具体的には，舗装の種類，

交通 ・環境条件等に着目して，道路区間を幾つかのグループに分類する.路面の劣化速度

は，舗装構造や交通条件が同一であっても基層以下の劣化状態や修繕時の施工条件，舗装

材料等に依存することから，こうした劣化速度の異質性を確率変数で表現した混合マルコ

フ劣イじハザードモデルを定式化する.同モデルを用いることにより，基準パフォーマンス

カーブを設定し，個別要素の劣化速度の異質性の相対評価を行い，構造的な劣化が疑われ

る区間を抽出する.路面の劣化速度の異質性が高い区間を事前に抽出することができれば，

(つまり舗装の構造的な劣化が疑われる箇所を抽出することが可能になれば)構造調査の効

率化につながると考えられる"

3 

I 

介1

健全度

ε>1のときの
期待値パス
(舗装群A)

経過時間t
E-・E・--ー

|基準パフォーマンスカーブ |
ε=1 I 

εく1のときの

、、

期待値パス
(舗装群B)

¥ 

¥ 

¥ 

¥ 

図~4，1 パフォーマンスカーブの相対評価

ここで，対象とする路線全体をK個のグループに分類し，ク、、ループ毎の劣化速度を相対

評価する問題を考える.各グループ内の舗装区間は，すべて同一の構造，環境条件を有し
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ていると仮定する.図-4.1の実線で描かれたパフォーマンスカーブは，グループ区間全体

の平均的なパフォーマンスカーブを表している.この平均的なパフォーマンスカーブより

下方に位置する舗装グループ (ε>1のグPループ)は，劣化速度が相対的に大きく，上方に

位置するグループ (ε<1のグループ)は小さいと判断できる.平均的なパフォーマンス

カーブは路面の劣化速度の大小関係を評価する基準であり，ここで、は基準パフォーマンス

カーブと呼ぶ.なお，基準パフォーマンスカーブ、の異質性パラメータεの値は1である.同

図の舗装群Aは，パフォーマンスカーブが基準パフォーマンスカーブより下方に位置して

おり，このような舗装群では，早期劣化の原因を究明する必要がある.一方，舗装群Bの

パフォーマンスカーブは基準ノてフォーマンスカーブより上方に位置しているととから，何

らかの要因で舗装の長寿命化に寄与していると考えられる.

以上，同ーの舗装構造を有する舗装群を対象とした劣化速度の相対評価問題をとりあげ

てきた.異質性ノ守ラメータを導入した混合マルコフ劣化ハザードモデルを適用すれば，舗

装構造，仕様，使用環境を特性変数で表現することにより，異なる舗装群においても劣化

速度の相対評価が可能である.

4.3 劣化速度の異質性を考慮した舗装劣化モデル

4.3.1 モデル化の前提条件

ある時刻を初期時点とする離散的な時間紬t=O，1，2，・・・を考え，同時間軸上の点を時点

と呼び，初期時点と区別する.また，離散的な時間:軸の単位時間幅を 1とする.さらに路

面の状態をI個の健全度的=l，---，I)で表し， 2の値が大きければ健全度が低下して劣化

が進行しているとみなす.路面の劣化がマルコフ過程に従うものとし，離散時間軸上の単

位時間間隔における健全度聞の推移確率をマルコフ推移確率を用いて表現する.推移確率

は，時点tにおける健全度tを与件とし，次の時点t+1において健全度j(j三i)が生起す

る条件付確率を πη と定義する.このような推移確率をすべての健全度ペア (i，j)に対して

定義することにより，マルコフ推移確率行列

7l"11 7rll 

7r = (4.1) 

。 πI1 
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を定義することができる.マルコフ推移確蔀πuは所与の2つの時点t，t + 1の聞におい

て生じる健全度聞の推移確率を示したものである.路面の補修が行われない限り常に劣イじ

が進行するため，1fij = 0 (i > j)が成立する.また，推移確率の定義より勾=1町 =1で

ある.したがって，マルコフ推移確率に関して，

宵りとo(i，j = 1，・・.，1) 

町=0 (i > jの時)

ε;=z匂 =1

(4.2) 

が成立する.状態Iは，修繕が実施されない限りマルコフ連鎖における吸収状態となり，

1rJJ = 1が成立する.マルコフ推移確率モデルでは，健全度がi-1から tに推移した時点

にかかわらず，時点tから時点t+1の聞に推移する確率は時点tにおける健全度のみに依

帯するという性質(マルコフ性)を有する.したがって，マルコフ推移確率を用いれば，前

回の観測時点tから.Z期経過した時点t十zに至る期間の聞に生起する劣化過程を推移確

率行列

π(z) = {πy (4.3) 

を用いて表現することもできる.また.Z期推移確率行列π(Z)の各要素は町j(Z)(i，j = 

I，---，I)である.

4.3.2 混合マルコフ劣化ハザードモデル

マルコフ推移確率の特性変数パラメータならびに異質性パラメータは，小演らが提案し

た混合マルコフ劣イじハザードモデル66)を用いて推計する.ここで，対象路線全体を単位区

間で分割したときに L個の区間が得られるケースを考える.この場合，路線延長は単位区

間長xLとなる.これら L個のデータの組を舗装構造，舗装の種別，環境条件に基づいて，

同質的な道路区間で構成される K個のグループた(た=1，・・.，1<)に分類する.グループ

k (k = 1，・..，K)には合計Lk佃の単位区聞が存在し，グループたに含まれる任意の単位区

間を lk(lkニ 1，...，Lk)と表記する.このとき，L個の単位区間は， K個のグループの内，

いずれか1つのク、、ループに必ず含まれる.

いま，グループkの固有な劣化速度の異質性を異質性パラメータ εkで表現する.とのと

き，グループたに含まれる単位区間Zkの健全度i(i = 1，'.'，1 -1)のハザード率を小演ら
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の式を用いて，

(4.4) 入;k=EKX;k

(i = 1，・・・J-lik=l，--.3K;lk=l，--.3LK) 

と表す.Xfはグループkの単位区間Zkが有する健全度4の平均的なハザード率(以下，基
グループたの基準ハザード率Xf準ハザードネと呼ぶ)である.異質性パラメータ εkは，

からの事離の程度を表す確率変数であり，計三0が成立すると仮定する.異質J性パラメー

グループたに含まれる区間全体の劣化速度が基準タεkの値が1を超えて大きくなれば，

なお，式 (4.4)において， 全てのハザード率に同一の確ハザード率に対して大きくなる.

ある確率分布からいま，異質性パラメータ εkが，率変数εkが含まれることに留意する.

グループたの異質性パラメータdの値をけに固定す抽出された確率標本であると考え，

このとき，単位区間Zkの調査時点Tfにおいて健全度がtと判定され，次の調査時点る.

75=71+zikにおいても健全度4と判定される確率イ(J :計)は，指数ハザード関数を

π1~ (zlk : e) = exp( -~~" tkz1k) 

用いて，

(4.5) 

また，調査時点71と75の聞で健全度がtから j(> i)に推移すると表すことができる.

(4.6) 

j j-l '¥lk ・ E

εHτ与でJk 叫(-~~・5kzP)
=i旬=i，ヂs).~ 一 八砂

かがどうexp(-収 Zlk)

(t=If-vI-1;j=t+13...，I;K21γ・-pk;iK213...3LK)

確率叫(Zlk: tk)は，

一

一

、、，，J
ι九一FM

L
h
 

z
 

，et
、、

ーκ
ィ
J

i
z
 

市
川

また， ψむ(えlk)は，入tk=(ス仁 --jL)である.

j.;2 ~!k 

11 ¥1" ¥一
回忌s入じ一 入f

ψむ(えlk)=

ただし，である.

(4.7) 

マルコフ推移確率のとなり，ハザード率の関数のみで表される.ィ;(zlk:EK)については，

(4.8) 活(Zl": tk) = 1 -L 1T!; (Zlk : tk) 

条件より，

75 

となる.



次に，ハザード率の期待値が基準ハザード率λに一致するように異質性パラメータ ck

が分布すると考え，εkが平均 1，分散ゅ-1のガンマ分布

Aφ 
J(ε: </>，</>-J)ニ」ー♂一Jexp(供)

r(ゆ)
(4.9) 

に従うと仮定する.なお， 記述のfifj便化のため本節では上付き添え字 k，Zkを省略する.

(4.5)の異質性パラメータ 計 は[0，∞)の範囲を取り得ることから， (4.5)と(4.9)の同時分

布を Eについて周辺化した7rii(Z)を

青山) = 10
00

わト∞~~九
π町町州ttバ山i(μ(μい川z仁:

一 l
∞
e侃X却p(←一えλんzぷE叫z吟)竺土ε←1匂exp(←一併州)dε
o 
---....， • -，--， r(ゆ)

晶子xp{(ールーか)ん ε ( 4.10) 

(i = 1，.・・，1-1) 

と表し，Ui = (入戸+ゆ)ε と変数変換すると，

du包=(入iZ+ゆ)dE

より，

先制(Z)= 品1000わト∞ヘ~Le侃叫叶X却p

= I品f4誌引;ら訂7ベ(詰示オsφYγ10
00

わト∞ヘ~」e位抑叶X却p

( 入AiZ+ ゆ針)φ 
(4.11) 

を得る.マルコフ推移確率先ii(Z)は，ハザード率の確率分布を考慮した調査間隔zの平均

的なマルコフ推移確率(以下，基準マルコフ推移確率と呼ぶ)を表している.さらに，調

査間隔zのもとで健全度tから健全度jへ推移する基準マルコフ推移確率は， (4.6)より，

と表すことができる.

ゆ)= 10
00 

7rij(Z : c)f(ε: </>，o-1)企

ーミL吟(え)グ
乞(入SZ+ゆ)ゆ
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4.3.3 混合マルコフ劣化ハザー ドモデルの推計

混合マルコフ劣イじハザードモデルを用いて路面の健全度の推移確率を推計するためには， 2 

つの異なる時点の健全度データが必要であるが，健全度データと同時に修繕後の経過時間の

情報が得られれば，修繕直後の健全度を最高値とみなすことで2つの時点の健全度データを

獲得できる.いま，グループk(k=l，...，K)の単位区聞け (lk= 1 ， ・ •，Lk)について，初回

の健全度データが得られた時点をすと表す.次に，時間zlkが経過した時点増=ぜ十Zlk

に， 2回目の健全度の情報を得たとする.(記号円 は健全度の実測値であることを表す)

ZL1LK=L個の調査サンプルには初回から2回目の健全度データを得るまでの期間長 Zlk

と2回の健全度データ2，Jの情報が存在する.ここで， 2回の健全度データが存在するかど

うかを表すダミー変数母;(z=13 J-lij=t， j;lk=13 ，LIfik=13 1)を

唱'・
-

n

H
V

/
1
1
1
J

、E1
1k

一一
件

u
t
λ
u
 

1回目の健全度データ=i，2回目の健全度データ =jの時
(4.13) 

それ以外の時

と定義する.さらに，ダミー変数ベクトルを f =(J23 ，J仁1山路面の劣化に影響

を及ぼす舗装特性や環境条件を表す特性ベク トルを念ik=(21K3・14)と表す.ただし，

まf(g=13 5)はグループkの単位区間Zkの調査サンプルに関する g番目の説明変

数の観測値を表す.また， 1番目の説明変数は定数項であり，zf=1が成立する.路面

性状データならびに修繕履歴データから得られるグループkのけの有する路面の情報を

tik=(bik，Elk，dk)，データ全体の情報を Z と表す.

次に，調査サンプルlkの劣化過程をハザード関数社k=Xikd(4=13・・・，1-1)を用

いて表現する 健全度Iはマルコフ推移確率の政収状態であり， πら=1が成立すること

から，ハザード率ザ =0となる.路面の劣化過程を特徴づ、ける基準ハザー ド率足k(4=

1，…j-1;lk=lf・，Lk)は道路区間の特性ベク トルに依存すると考え，基準ハザード率

xikを特性ベクトルmtkを用いて，

>-i
k 

= exp(x1kβ~) (4.14) 

と表す.ただし，si = (si，l，・..， si，a)は未知パラメータベクトル， 記号 r'Jは転置行列を

意味する.

平均マルコフ推移確率は，式(4.11)，(4.1'2)で示しているように基準ハザード率ねkと異

質性パラメータの確率分布の分散パラメータ ゆ，基準ハザード率は，式(4.14)より道路区間

の特性ベクトルXlkで表現でき，さらに推移確率は健全度データの観察された間隔Zlkに依
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存する これを表現するために平均マルコフ推移確率先5を特性変数ならびに観測間隔の実
測値データ(zへ5/)と未知パラメータ8=(βl'. . . ，β山。)の関数として埼(503tk:0)
と表す.いま，単位区間で分類された各道路区間の劣化過程が互いに独立であると仮定す

れば，全調査データが同時に生起する確率密度を表す尤度関数は，
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と定式化できる 56) ただし， 8 = (β3ゆ)である.未知パラメータベクトルOの各要素は，

全調査サンプルデータを用いた同時生起確率密度を表す尤度関数(4.15)の最尤推定量とし

て3章に示した方法で同様に導出できる.

4.3.4 異質性パラメータの推計

グ、ループkの調査サンプルttkに着目する.調査サンプルlkの初回の健全度をi(lk)(lk = 

1，...，Lk)，2回目をj(lk)とし，さらにパラメータの最尤推計量。=(131，"" (31-1'~) が

所与であるとする.このとき，異質性パラメータが式(4.9)のガンマ分布J(ε:仇ゆ-1)に従

ぃ，かつグル←プkに属するLk個の調査サンプルtlkが得られた場合，これら Lk個の調

査サンプルが得られる異質J性パラメータ計の同時に生起する確率密度関数(部分尤度)は，

J;/k 

ρk(εk : O， "i"k) = {πjL)j(lk)(zlkj:んk)}九州(tl.;)f(ek， ~， ~-1) 
Lk j(l") .• 

α II { I: ψえl")j(ぴ) (.x
L~

(O)) 
lk=1 s=市k)

叫(_5.~k(Ô)εザ)}払川(ék)る-1 叫(ーが)
(4.16) 

と表すことができる.式(4.16)のどk(O)= (5.r(白)，・.，5.仁1(O))であり，基準ハザード率
ベクトルである.また， αは比例関係を意味する.ここでは，基準ハザード率Xikがパラ

メータbに依害していることを示すため，.xt (O)と表している.式(4.16)の両辺の対数を
とることにより，部分対数尤度は，

1nρk(εk : O， "i"k) α 
LI.; j(lk) 

d. 

乞51tk〕j(lk)111{乞 ψ;(tk)j(IK)(Y (白))
lk=1 s=i(lk) 

叫(_)..~k(O)げ)}+ (る一肌 EKーかk

(4.17) 
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となる.したがって，異質性パラメータ ek(k = 1，・"，K)の条件付き最尤推計量は，条件

付対数尤度最大化問題

mヂ{lnρk(ek: O， ek)} (4.18) 

の最適解計として求めることができる.こうして求めた異質性パラメータの条件付最尤推

計量は，パラメータO=(βl'.・1βIーわゆ)が与えられたときの推定量であり，これを明示

するため， (4.18)の最大化問題の解を， sk(白)(k = 1，・"，K)と表す.このとき，各道路区

間Zk(Zk = 1，・・・，Lk;k = 1，・・・，K)のハザード率は，式 (4.4)の関係から

ぇ~k (ê) = tk (ê)え~k(e) (4.19) 

となる.以降，，\~k(ê) を個別ハザード率と称す. また，記述の簡便化のために式 (4.19) を

久子=skx;k (4.20) 

と表記する.

4.4 ベンチマーキングと評価

4.4.1 重点管理箇所の抽出と構造診断のプロセス

前節では，舗装のパフォーマンスカーブを混合マルコフ劣化モデルを用いて推計し，さら

に標準的なパフォーマンスカーブからの需縦を示す異質J性パラメータεがガンマ分布に従

うと仮定してこれを条件付き対数尤度最大化問題の最適解として求める手法を示した.本

節では，推計結果を用いて舗装構造の劣化が疑われる重点管理区間を抽出する手法につい

て述べるが，そのためのプロセスを以下に示す.

ステップ1:基準パフォーマンスカーブの導出 路面性状調査を実施して路面の健全度情報

を収集する.収集した健全度データを舗装構造 修繕履歴使用材料の情報が収録

されている舗装台帳データと融合したデータベースを構築する.同データベースに基

づいて混合マルコフ劣化ハザードモデルを推計し，平均的な劣化過程を表す基準パ

フォーマンスカーブを導く.

ステップ2:相対評価と重点管理区間の抽出 劣化速度の相対評価を行うため，対象の道路

区間を舗装台帳データに基づいてグルーピングし，各グループの異質性パラメータを
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ステップ1

i路面性状調査 l

!混合マルコフ劣化ハザード ー

! モデルの推計 ; 
推計パラメータ

舗装構造舗装種別情報

基準パフォーマンス

カーブの作成

基準パフォーマンスカーブの情報

ステップ~ I 
申 1

1道路区間の 1 ~異質性パラ;
舗装台帳データ|け守グルーピンゲ〔メータの推計:

舗装構造.地形.演IJ点 グルーピング 異質性パラメータ
情報 情報 情報

ステップ3
______J一一 : ， 

(舗装構造調査←J 重点管理区間における h(重点管理区間の
i たわみ量評価 ! -¥ 構造評価

たわみ量測定結果 残存TA.推定CBRなど

l--111:調査 色竺噴:蓄積データ f .......... :: .............. : ........... ..-J :解析 ζ二):アウトプット

図-4.2 舗装構造診断のプロセス

推計する.異質性パラメータの推計量を用いて劣化速度の大きい上位区間を重点管理

区間として抽出する.

ステップ3:たわみ量調査と舗装構造診断 相対的な劣化速度が大きい重点管理区間におい

てFWDによるたわみ量調査を実施し，構造的な耐荷力と異質性の関係あるいは過去

の修繕履歴との関係について考察する.

4.4.2 基準パフォーマンスカーブの導出

一般的に路面の健全度は，ひび割れ率，わだち掘れ，平たん性の3特性値から導出され

るMCI等の指標を用いて評価される.これらは，通常，路面性状測定装置を登載した車両

を用いて計測される.同車両は，定常走行しながら自動的に計測するもので，構造調査の

80 



ように交通規制を必要としないため，延長の長い道路でも効率的にデータを収集すること

ができる.いま，データベースを用いて混合マルコフ劣イじハザードモデルを推計し，混合

マルコフ劣イ七ハザード、モデルの未知パラメータの最尤推計量8を獲得したと仮定する.グ

ループたに属する道路区間性の特性変数alkと劣化状態tのハザード関数のパラメータ最

尤推計量民を用いれば，グループたの健全度i(iこし.• ，I -1)路面の平均的な劣化速度

を表す基準ハザード率は，式 (4.4)から

ぇ;k=exp(密情~) (4.21) 

であり，混合マルコフ劣化ハザードモデルにおいて異質J性パラメータ計 =1に設定したと

きと一致する.さらに，グループkにおける各健全度の寿命(劣化が進行して次の健全度

ランクに移行するまでの所要時間)E7ずは，
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(4.22) 

と表される.また，修繕が実施されてから健全度i(i = 2，・..，1)に移行するまでの平均的

所要時間E[T](i)は，

E[T](i) =計
である.式 (4.23)より，縦軸に?'，横軸に E[T](i)をプロットして結んだ曲線は，ク、、ループ

(4.23) 

kの基準パフォーマンスカーブを表す.

4.4.3 相対評価と重点管理区間の抽出

各グループの異質性パラメータの推計量計(O)に基づいて，劣化の進行が早いグループ

の集合を明確にするため 全グループの中で劣化速度の大きいグループの上位αx100% 

の中に入るようなグループの集合百α(重点管理集合百αと呼ぶ)を

百α={kε(1， • • .， K)I計(e)三九} (4.24) 

81 



ここに，Eaは信頼度(1-α)x 100%とした場合の異質性パラメータの上限と定義する.

(4.25) 

であり，
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値(以降，臨界異質性パラメータ値と称す)

と定義する.異質性パラメータの推計量が信頼度(1-α)x 100%の重点管理集合口αに属

する場合，当該グループに属する道路区間は同信頼度で，劣化の進行が速いと判断できる.

さらに，個別ハザード率Aik=足kek自体を管理するため，個別ハザード率の推計量MKを

大きい順番にど(1)3 λ(n)， j;(L)と並べ直す ただし，上付き添字l(η)は，すべての

グループに属する道路区間の中で個別ハザード率の推計量ijkがη番目に大きい道路区間

もっとも劣化速度が大きい道路区間の混合ハザード率の添え字Zkを表しており， ij(1)は，

このような定義のもとで，劣化と対応する.また， L=ZL1LKはサンプル総数である.

速度の大きい道路区間の上位αx100%の中に入るような道路区間の集合Qα(重点管理集

(4.26) 1
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さらに，~i -tk空間上で重点管理集合。αの境ただし，nは自然数である.と定義する.

).itkニえ;(ns(α))

界を表す曲線

(4.27) 

を臨界基準曲線と呼ぶ.

グループの劣化速度が以上の相対評価モデルを用いて路面の劣化速度を評価した結果，

重点管理集合否α，あるいは白αに属することが判明した場合，そのグルーフ。に属する単位

言い換えれば区間は構造的な損傷等何らかの理由で劣化速度が大きい区間と判定される.

判定結果から重点管理区間を抽出することが可能となる.

たわみ量調査による舗装構造診断4.4.4 

図-4.3のように舗装に動的な衝撃荷重を作用させたときの応答たわみを計測FWDは，

し，そのたわみの値から舗装の構造を評価する装置である 21) たわみ量が大きな路面では，

ひび割れ率が20%に達するまでの図-2.1は，
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累積輪数 (49kN換算輪数)と載荷直下のたわみ量 (DO)の関係を示しており，例えば新

設舗装のたわみ量が300μmの場合，約500万輸の繰り返し荷重で上記のひび割れが生じ

るとされる.一方，車道及び側帯の舗装の構造の基準に関する省令において，舗装の疲労

破壊輪数は交通量区分に応じて表-4.1のように設定されている.したがって，ひび割れ率

20%の路面を疲労破壊した状態とみなした場合，たわみ量が300μm以上の舗装はN6の交

通量区分に該当する道路区間では支持力不足と判定される . たわみ量と~通量区分の疲労

破壊輪数の関係から，各交通区分のたわみ量の基準値も提案されている 68) また，松井ら

69)は，載荷点から離れた箇所のたわみ量の分布から舗装各層の弾性係数を推定する手法を

開発している.多居弾性理論による舗装の構造解析70)では，舗装の厚さ，弾性係数，ポア

ソン比を所与として， 交通荷重で生じる歪み変形を多層弾性モデルで推定する.松井らが

提案した手法は，弾性係数の初期値を設定し，同モデルから算出されるたわみ量の理論値

と実際のたわみ量の関係から両者・の差が小さくなるように弾性係数をガウス ・ニュートン

法を用いて最適化している.その他，弾性係数を最適化する手法が幾つか提案されている

71) また， FWDによるたわみ量の実測値から弾性係数を直接推定し，舗装の構造評価を

行う手法も提案されている 72)73) 

このように，たわみ量は舗装の耐荷力の情報を道路管理者に提供するものであり，修繕

工法の選択にも有用である.また，そのためのシステム開発も行われている 74)

表-4.1 疲労破壊輪数の基準値4)

交通量区分 舗装計画交通量 疲労破壊輪数

(旧) (現) (台/日 ・方向) (回/10年)

D N7 3，000以上 35，000，000 

C N6 1，000以上 3，000未満 7，000，000 

B N5 250以上 1，000未満 1，000，000 

A N4 100以上 250未満 150，000 

N3 40以上 100未満 30，000 

L N2 15以上 40未満 7，000 

N1 15未満 1，500 

83 



昌
一一
一

…鴨
川一一一一一一一一一一一一
日

一
•• 

一一ヨ
一〉一

口
1
1
1
1

口
1
11
1
4

図-4.3 FWDの機構75)

4.5 積雪地域の国道における劣化速度の異質性評価の実証分析

4.5.1 概要

本章で提案した重点管理区間抽出の方法論の有効性を検証するため， 3章のポットホー

ル補修箇所の耐久性分析を実施した路線で実証分析を行う.本路線では，路面性状データ

と舗装台帳データが整備されている.混合マルコフ劣化ハザードモデルを推計するため，

2006年に本路線の下り車線で実施された路面性状調査のデータと MICHIシステムの舗装

台帳データを活用する.なお，この路面性状データは，本路線を管理する近畿地方整備局

が管内直轄管理区間の路面を良好な状態に保つため，路面の状況を把握することを目的と

して定期的に実施している路面性状調査の結果の一部である.

路面性状データには 100m間隔の測点(キロポスト)毎に平たん性，わだち掘れ量，ひ

び割れ率の3特性値と式(2.2)より導出されたMCIが， MICHIシステムの舗装台帳データ

には，舗装構造，材料構成，修繕履歴と測点情報が収録されている.この 2つのデータを

融合して測点20m間隔の3特性値， MCI，舗装構造，修繕履歴データに再構築する.20m 

間隔で整理すると 3特性値ならびに MCIデータは 100m聞で同値となる.20m間隔で整

理している理由は，舗装構造や修繕履歴が100m以下で変化しているケースがあり， 100m

間隔では舗装構造や修繕条件が解析に反映されないこと，現在の調査技術では20m間隔で

路面性状データが取得可能であることに配慮したためである.ハザードモデルの推計にお

いて，修繕直後は路面の損傷がすべて改善されて健全度が最高のランクに回復したとみな
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し，直近の修繕時点から2006年度の調査時点までの供周年数と健全度の関係で解析するこ

ととした.その結果，路面性状データ，舗装台帳データが共に存在する 3，309の単位区間

を有効サンプルとして得た.

表-4.2 路面の健全度ランク

健全度 MCI値の範囲

l 8 < MCI< 10 

2 17 < MCI< 8 

3 

4 5 < MCI< 6 

5 

6 IvICl< 4 

ここでは，パフォーマンスカーブを導出するため， MCIを路面の健全度を示す指標とし

て採用し，表-4.2に示すような離散的カテゴリーを用いて健全度をランク化する.表の健

全度は順序尺度であり，健全度の数値やMCI値の範囲自体に特別な意昧を有していない

が，最低ランクの健全度6については，表-2.5に示しているようにMCI値4が修繕が必

要とされる基準であることに配慮して設定している.また，道路区間のグルーピングに際

しては，舗装台帳データに格納されている舗装構成，舗装厚さ，修繕年月および修繕厚さ

に関する当該区間の情報を参照した.

4.5.2 推計結果

表-4.2の健全度ランクに基づき，健全度6を除く 5つの健全度に対して混合マルコフ劣

化ハザードモデルを適用し，地域区分，舗装種別，舗装構造，道路構造特性，交通量等を

ハザード関数の特性変数の候補としてとりあげ，それら候補のすべての組み合わせに対・し

てハザード関数のパラメータを推計した.その中で 符号条件およびt-値が1.96以上とな

る組み合わせにおいτ，最終的にAICが最小となる特性変数の組を採用した.その結果，

山間部交通量，舗装種別(排水性舗装，密粒度舗装，コンクリート舗装)，道路構造特性

(土工部，橋梁， トンネル部)を選定した.これらの特性変数を用いて基準ハザー ド率を

えikニ叫(仇1+A，d+βι32f+A，4zik+F43541 (4，28) 

(i = 1，・)5) 
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と表現する.ただし， dは山間部に該当する場合のみ交通量が付与され，それ以外はOの
値をとる.なお，定量的な変数である交通量は，最大値が1となるように基準化している.

dはコンクリー ト舗装ならば1，そうでない場合はOとなるダミー変数であり， zfが0
の場合，舗装種別が排水性舗装，密粒度舗装のいずれかであることが確定する.また， d
は土工部，dは橋梁部を表すダミー変数であり，これらのダミー変数が共にOの場合は卜
ンネル部である.

表-4.3 混合マルコフ劣イbノ¥ザードモデルの推計結果

健全度|
定数項 地域 舗装種別 土工部 橋梁

si，l si，2 。i，3 βi，4 si，5 

ー1.150 -0.879 
1 
(輔43.33) (-) (-8.221) (-) (-) 

I 
-1.141 0.487 0.462 

2 
(-8.427) (9.868) (ー) (2.966) (ー)

-0.804 -2.062 -0.440 
3 
(-14.14) (ー) (-10.34) (ー) (-2.417) 

ー2.287 0.158 
4 
(-25必) (3.782) (-) (-) (ー)

-1.868 
5 
(-23.67) (ー) (ー) (-) (ー)

対数尤度 -6709.8 

AIC 13429.6 

注)括弧内はt-値を示す

前節の手順に従って未知パラメータを推計した結果を表-4.3に示す.基準パフォーマン

スカーブ、は特性変数の組z=(zf，d，zf，d)の各条件に基づいて明記している.
図-4.4および図-4.5に 山間部と平野部で区分したときの基準/'~フォーマンスカーブ

を示す.図-4.4の地域区分は山間部であり，道路構造特性として土工部，橋梁部， トンネ

ル部に分類し，それぞれに対して最小交通量と最大交通量の基準パフォーマンスカーブを

示している.本区分では大半が密粒度舗装または排水性舗装のため，コンクリート舗装の

パフォーマンスカーブは明記していない.図-4.5は平野部の基準パフォーマンスカーブを

示している.平野部では交通量が劣化に及ぼす影響は小さく，山間部のような交通量によ

る違いを明確に示すことができない.なお，平野部の一部ではコンクリート舗装が採用さ

れていることから，劣化の早い土工部に限定してコンクリー ト舗装の基準パフォーマンス
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図-4.4 基準パフォーマンスカーブ(山間部)図-4.5 基準パフォーマンスカーブ(平野部)

カーブ(図中のCO)も記載している.

図-4.4と図-4.5をみると， 土工部，トンネル部，橋梁部などの構造特性よりも，山間

部，平野部の地域区分の相違が基準パフォーマンスカーブを決定づけていることがわかる.

構造特性に注目すると，土工部， トンネル部，橋梁部の順に基準パフォーマンスカーブが

緩やかになっているものの，これらの差は非常に小さい.また，山間部では交通量最大・最

小の基準パフォーマンスカーブを併記しているが，対象区間の交通量の最小値が2，421台/

日，最大値は2，835台/日と変動がわずかであるために差が生じていない.例えば，土工部

で、交通量最小の場合，健全度が6に達するまでの平均年数は 19.2年，交通量最大の場合で

18.7年であり，交通量による同年数の変動幅は0.5年である.一方，サンプル数は僅かで

あるが，平野部の一部道路区間のコンクリー ト舗装では41.2年で，排水性舗装，密粒度舗

装と比較すると，劣化の進展が2倍程度緩やかである.

4.5.3 劣化速度の相対評価と重点管理区間の選定

各道路区間の劣化速度を相対評価するため， 3，309個の単位区間を排他的なグループk(k = 

1，... ，K)に分類し，グループ毎に異質'性パラメータ計を推計した.異質性パラメータの

推計量計 は，ハザード関数で考慮した特性変数以外の全ての要因が路面の劣化過程に及ぼ

す影響を定量化したものである.舗装の耐荷力は路面性状調査で観測できない要因であり，

混合マルコフ劣イ七ハザードモデルにおける異質』性パラメータを構成する主要な要素とみな

すことができる.したがって，異質性F¥ラメータの大きいグループを特定することにより，

耐荷力の低下 (舗装の構造的な劣化)が疑われる重点管理区間を効率的に抽出することが

可能となる.

3，309個の道路区間をグループ化するため，橋梁， トンネル，さらに交通の分岐点で、ある
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図-4.6 道路区間のグルーピング

交差点に着目して， 図-4.6のように分類した.各グループの名称は，起点となる構造物名

もしくはキロポストで定義している.なお，交差点は下り線の停車線から上り線側の停車

線までの区間を 1つのグループとしている.このようにして道路区間を 118個のグループ

に分類し，各グループに対して異質性パラメータを推計した結果を図-4.7に示す.同図の

横軸の表記名は図-4.6の各グループの名称に対応している.また，図-4.8は，各グルー

プの異質性パラメータの推計値計と各グループ個別で算出した基準ハザード率Xikの関係

を示している.図中の青色の曲線は，個別ハザード率将k=EKX:kの値が1となる異質性

パラメータ値計と基準ハザード率足hの関係を表しており，これを平均ハザード曲線と定

義する.同曲線より上方に位置するグループは，平均よりも路面の劣化が早いとみなされ
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各グループの異質J性パラメータ図-4.7

および00.1をさらに，信頼度を (1-α) x 100 = 90%に設定し， 重点管理集合 00.1，る.

図-4.8の臨界異質性パラメータ線(計 三lO.l)上方および臨界重点管理l三聞は，求めた.

の右上方に位置しているグループが該当する.基準曲線(式(4.27)参照)

この重点管理区間の中から選定舗装の構造的な劣化が疑われる区間のたわみ量調査は，

ドライパーの視距および交通規制による渋滞の影響，する.調査区間の選定に際しては，

かつドライパーの走行性や安全性に最大限配慮して選他の工事規制の位置関係を考慮し，

本路線を管理する豊岡国道河川事務所の担当者と協議をそこで，定しなければならない.

調査を実施し以降，同所の支援のもとでたわみ量調査を実施する区聞を選定した.行い，

た区間を調査区間と呼び，他の道路区間と区別する.図-4.8には，選定した重点管理区間

に属する調査区間のグループと重点管理区間以外の調査区間(異質性パラメータが1程度)

のグループをそれぞれ赤色，緑色のプロットで示している.

各道路区間のハザード率の推計値は，式(4.19)のように異質性パラメータと基準ハザー

パフォーマンスカーブはグループの数だけ存在すド率の推計値の積で示されることから，

図-4.9は全118個のグループのパフォーマンスカーブを表している.個別のパフォーる.

マンスカーブをみると，健全度6に到達するまでの年数の期待値は最も短いケースで7年，

舗装種別，交通量，図-4.5の地域区分，図-4.4，長いケースで100年以上となっており，

現実の

交通量，舗装種別，道路構造特性という特性変数のみでは

89 

これは，道路構造特性で分類した基準パフォーマンス曲線と大きく 事離している.

地域区分F路面の劣化過程が，
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図-4.8 異質性パラメータ計と基準ハザード率λの関係

十分に表現できないことを意味する.なお， 図-4.9の赤線は重点管理区間の調査区間，緑

線は重点管理区間以外の調査区間のグループのパフォーマンスカーブを表している.

4.5.4 FWDによる舗装の構造評価

FWDによるたわみ量調査は，同路線の修繕工事の実施状況等を考慮して平成22年の

1月に実施した.調査区間は，グループ137240に属する A地区 (137.300kp""'-137.720kp

下り線)，グループ149740に属する B地区 (151.720kp'" 152.180kp下り線)，グループ

175000に属するC地区(175.760kp'"" 176.240kp下り線上 グループ180160に属するD地

区 (180.200kp"'180.680kp下り線)の4地区の各500m区間を選定した.調査区間の詳細

を表-4.4に示す.また，図-4.10----図-4.13に各調査区間のたわみ量と舗装構造，修繕履

歴の関係を示す.なお，たわみ量調査は調査区間に対して 20m間隔で実施しているが，舗

装構造が異なる橋梁付近を測定対象から除外しているため測定点数は各調査区間で異なる

ことに留意する必要がある.

図-4.10----図-4.13の最上段のグラフには，たわみ量の荷重・温度補正値の代表値(補正

DO，補正D20，補正D150:数値は載荷位置からの距離を表す)を測点ごとに整理してい
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表-4.4 たわみ量調査区間の詳細

調育! 測定 地域 交通抵 表聞の 構造 異質性

εk 
備考

地区 点数 l三分 区分 種類 特性

A地区 22 平野部 N6 排水性舗装 土工部 0.99 

B地区 24 山間部 N6 密粒度舗装 土工部 2.14 重点管理区間

C地区 25 山間部 N6 密粒肢舗装 土工部 2.72 重点管理区間

D地区 25 山間部 N6 密粒度舗装 土工部 2.64 重点管理~Im

る.たわみ量の破線は，調査区間の交通量 (N6交通)の基準値68)を表しており， DOが基

準値を上回る場合，何らかの補修を行うこ とが望ましいとされる.また， 2段目のグラフに

は舗装厚，等値換算厚 (TA)，たわみ量測定結果から推定した残存等値換算厚 (TAO)を

明記している.TAは，アスフアルト舗装の路盤から表層までの全層を加熱アスフアルト混

合物厚さに換算したもので，現在の舗装構成から求めた値である.また， TAOは阿部ら 72)

の方法で推定したもので，推定値がTAを越える場合はTAと同値とした.さらに， 3段目

のグラフには修繕が実施された年，最下段のグラフには累積修繕厚さを示しており，修繕

厚さの色分けは3段目のグラフの凡例と対応している.

91 



137.7∞kp 137.620kp 137.540kp 137.460kp 137.380kp 137.300kp 

o 
100 
200 
300 
400 
500 
600 
700 
800 

(E
ミ
)制官
同
£
H
h

137.7∞kp 137.620kp 137.540kp 137.46ωゅ137.300kp 

O 

10 

20 

30 

40 

T- 表層1圃園調 1

137.380kp 

(E
U
)
世
縦
筋

ーー下層2--・--TA --.・・TAOI

• ー企-. ー量 ー』伝 ー企 _'* -世 t 可・r-. ー量 一ー-. ー量 ;;. -量 -企 .... -量 -量 制企

4‘ 
、.-.， -.， ー& -~区 a区 4匙

4‘ 
、.， 

-j区 一量 -j区 ー量 -~区 4島 .， 
4・
.， 守・r .， ‘ . 一. . . . . ー . 【.. . ... 島 司..  4 • -合 '* .... -骨 ーー ー‘

， ， .， 
ー 企 最近 ...--1目前 畠 2回前 3回前 ...--4目前

-・・・上層1・・・・下層1
2010 

~2000 
t$1990 

~1980 
令4

制~1970

1警1960
1950 

137.300kp 137.700kp 137.62α叩137.540kp 137.460kp 137.380kp 

60 

50 

40 

30 

20 

10 

0 

137.300kp 

(Z
O)+幅
脱
抑
一世
棚
借
地
車

137.7∞kp 137.620kp 

たわみ量と舗装構造，修繕履歴の関係 (A地区)

137.540kp 137.460kp 137.380kp 
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A地区

A地区のたわみ量と舗装構造，修繕履歴の関係を図-4.10に示す.本地区の舗設年は1967

A地区のたわみ量DO1980年代初めに上層路盤打ち換えが行われている.同図より，年で，

は基準値の300j.tffiをほとんどの区間で下回っていることが分かる.

B地区

B地区のたわみ量と舗装構造，修繕履歴の関係を図-4.11に示す.本地区の舗設年は1964

1980年代後半から 90年初めにかけて短期間で表層の修繕が繰り返し実施されてい年で，

調査区間の前半部では修繕履歴が明確でない区間 (151.720kp----151. 780kp)が存在す

たわみ量DOは同地区の調査区間の約4割の測定簡所で基準値を上回っているが，上層
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路盤打ち換え工法が採用されている一部の区間(図中の 151.840kp付近および152.160kp

より後半)では小さい.

C地区

C地区のたわみ量と舗装構造，修繕履歴の関係を図-4.12に示す.本地区の舗設年は1967

年で，過去の修繕履歴から表屈のみ修繕が行われていることが分かる.1981年には薄眉オー

たわみ量は全パーレイが行われているが，修繕厚さの情報はデータベースに存在しない.

体的に大きく，全体の5割以上でDOが基準値を上回っている.なお，図中の175.980kp地

修同地点の舗装厚，点に関する修繕履歴の情報は舗装台帳データから欠落しているため，

累積修繕厚さをグラフに表記していない.
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D地区

D地区のたわみ量と舗装構造，補修履歴の関係を図-4.13に示す.舗設年は不明で， 局

2007年に180.200kp.........180.590kpまでまた，所打ち換え工法が1994年に採用されている.

180.590旬以降は表居 ・基周切削オーバーレイが実施されている.表間切削オーバーレイ，

それ以降の修なお，修繕履歴データのMICHIデータベースは2006年時点のものであり，

たわみ量が基準値を上回っている道路区間繕情報が無いため同図には反映されていない.

また， 全調査区間の中でD150

の平均値が最も大きく， 若干ではあるが路床の支持力が低下している可能性がある.
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本章の考察4.6 

さらに舗装の耐道路構造により異なる.交通量，舗装路面の劣化過程は，舗装の種類，

これらの条件が同じであっても修繕後の早期に路面のパフォー荷力が低下した路線では，

したがって，舗装の修繕に際しては，路面の状態だけでマンスが低下する可能性がある.

修繕が必要な層を特定することが重要である.なく構造的な劣化状況を正しく把握して，

交通規制を伴うこと，路面性状調ところが，構造的な劣化を評価するための構造調査は，

本査と比較して調査費用が高いことから全路線で同調査を実施することは現実的でない.

混合マルコフ劣

イ七ハザードモデルを用いて異質性の高い区間のグループから構造的な劣化が疑われる重点
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管理区間を特定する手法を提案した.また，実証分析では同モデルを積雪地域の道路に適

用し，異質性の高い区間とそうでない区間でFWDを用いたたわみ調査を実施すると共に，

同区間の修繕履歴を参照した.

実証分析の結果から，調査区間の中で路床支持力の低下といった深刻な舗装構造の劣化

が生じているケースは存在しないものの， 異質性パラメータの推計値計の大きいグループ

に属する調査区間ではたわみ量が基準値を上回っている地点が多いことが判明した.異質

性の値が標準的な A地区と大きいグループB，C， D地区の修繕履歴をみると， A地区の

み上層路盤の打ち換えが全区間で行われている.一方，たわみ量の大きな地点が存在する

B， C， D地区ではアスフアルト混合物周(表周，基層)より下の屑の修繕履歴が僅かであ

る.単なる修繕履歴データの欠落ではなく現実に修繕が行われていないとすれば，同地区

では路盤の支持力低下が疑われる.このように，実証分析の限られたサンプルで'はあるも

のの，本章で示した方法論は重点管理区間の抽出に有効であると考えられる.

舗装の維持管理において本手法を適用することの有意性は，観測可能な劣化要因とそれ

以外の観測が困難な要因(主に舗装の耐荷力)に分離して劣化速度を相対比較し，直接観

測できない後者の要因の影響を間接的に評価できる点に見出すことができる.また，異質

性の高い箇所から構造的な損傷箇所を抽出する手法は，いわば過去の繰り返し修繕と構造

的な劣化の関係という道路管理者のみ知りうる経験的な知見を見える形にしたものといえ

る.一方，異質性は舗装構造の劣化以外の要素も含んでいる.異質性の高い箇所の修繕履

歴を詳細に分析して早期劣化の原因を究明し，今後の修繕計画を見直すことが重要で、ある.
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第5章 修繕に用いる望ましい舗装材料の選択

5.1 総説

道路管理における基本事項は，道路のおかれている様々な状況に応じて道路管理者が定

めるべきものとされている.舗装の修繕に際して，道路管理者は技術基準を参照しながら

修繕に用いる舗装材料を複数の候補の中から選択する.このとき，道路管理者は基準を満

たす材料から無作為に選択するのではなく，類似の修繕事例の情報や自身の経験で得た知

見に基づいて望ましいと思われる材料を選択すると考えられる.ととろが，彼らが参考に

する情報や知見は，"ある条件で材料を選択した結果"であり，選択した材料以外の結果が

欠落した不完全な情報といえる.修繕時の各条件 (損傷の程度，地形条件，気象条件，交

通条件)が耐周年数に影響すると考えた場合，耐周年数の情報から材料開の耐久性を精度

良く評価することは難しい.とりわけ条件によって材料が特定されるようなケースでは評

価結果に歪みが生じる.

本章では，こうした不完全な情報を用いながら望ましい材料を選択する方法論を提案す

る.そのため，まず4章で示した混合マルコフ劣イじハザードモデルを用いて材料固有の劣

化特性を評価する.次いで，欠落した情報の不確実性を考慮した材料選択モデルを構築し，

モデ、ルの概要を示す.また， 事例研究として先の融合データを用いて望ましい舗装材料の

選定を試みる.

5.2 基本的な考え方

5.2.1 修繕に用いる材料の選択メカニズム

修繕に用いる舗装材料の耐久性を相対評価する最も簡便な方法は，修繕履歴データの中

から舗装材料以外の条件が一致するものを集計して耐周年数やパフォーマンスカーブを比

較することである.ところが，試験的に同一区間，同時期に複数の材料で修繕されるケー

スを除けばこうしたデータはほとんど得られない.実際には，幾つかの条件により材料が

限定されることもあり，条件によって特定の材料以外の情報が存在しないこともある.例

えば， 重交通路線のアスフアルト舗装路面では，路面温度が高くなる夏季に流動わだちが
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生じやすい.そのため，車道及び側帯の舗装の構造の基準に関する省令において， 表-5.1

の塑性変形輪数の基準値が設けられている.

表-5.1 塑性変形輪数の基準値

舗装計画交通照 塑性変形輪数
l込分

(単位 1口につき台) (単位 1ミリメートルにつき回)

第1種， 第2極， 第3種第 1級 3，000以上 3，000 

及び第2級並びに第4種第1級 3，000未満 1，500 

その他 500 

塑性変形輪数は，省令で f舗装道において，舗装の表層の温度を 60
0

Cとし，舗装路面に

49kNの輪荷重を繰り返し加えた場合に， 当該舗装路面が下方に1mm変位するまでに要す

る回数で，舗装の表層の厚さおよび材質が同一である区間毎に定められるものをいう」と

定義されており，現地における繰り返し載荷試験あるいは室内試験で確認できるものとさ

れている.

塑性変形輪数を現道で評価する場合，測定時の温度管理が困難であること，破壊試験で

あるため試験後の道路は供用に適さないことから， 一般的には試験温度を 60
0C，輪荷重

を49kNに設定したホイールトラッキング試験(以降， WT試験と称す)で確認する方法

が採用されている.WT試験機は，英国の TRRL(在ansportationand Road Research 

Laboratory :現TRL)で開発されたアスフアルト混合物の耐流動性を評価する装置である.

我が国では，昭和42年から 53年にかけて国道14号幕張地内で実施された大規模な試験舗

装において，同装置を用いた試験結果と現地のわだち掘れ量の聞に相関関係が見られたこ

とから，耐流動性を評価する室内試験法として注目されるようになった77) その後，小田

桐ら 78)は， 高架橋上のアスフアルト舗装のわだち掘れの進行をWT試験で得られる動的安

定度 (DS)と供用状況(車両速度，舗装温度，通行車両の輪荷重，交通量，車両あたりの

平均軸数)から推定する手法を考案した.さらに伊藤ら 79)は，直轄国道の一部に調査区間

を設け，わだち掘れの進行量と調査期間内の累積交通量，輸荷重，車両の走行速度，気瓶

を観測し，これらの条件ならびに設計期間を所与としたときの動的安定度の目標値を算定

する手法を提案した.

図-5.1は，アスフアル ト混合物の種類と勤的安定度の関係の一例を示したものである.

動的安定度は，試験開始45分後から 60分後までの試験輸の走行回数をその聞の沈下量で

除して求める.塑性変形輪数を室内で評価する場合も同様の方法で求めるが，試験輸の輪
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図-5.1 アスフアルト混合物の種類と動的安定度の関係例

荷重が異なる.これは，動的安定度は混合物の耐流動性，塑性変形輪数は舗装に求める性

能を評価することを目的としているためである.いずれにしても，塑性変形輪数の基準値

や動的安定度の目標値により混合物が限定される場合，物性値(塑性変形輪数や動的安定

度など)がある閥値を超えた混合物のみ修繕に適用され，耐周年数が観測される.このよ

うに特定の舗装材料のみ選択されてその情報が観測されるようなメカニズムを選択メカニ

ズムと呼ぶ.

5.2.2 欠測の弊害

選択メカニズムにより， 基準備や目標値を満足しない混合物は修繕に適用されないため，

その混合物に関する観測値が欠測する.図-5.2は，これを概念的に示している.こうした

ケースで観測された情報のみで解析を行うと，次のような弊害が生じる可能性がある.

相関関係の不明瞭化

図-5.2において，混合物の物理性状と耐周年数の関係が全て観測される場合は，これら

の聞に相関関係を見出すことができる.ととろが，塑性変形輸数の基準値等により図の闇

値以下の情報が観測されなければ，閲値以下の情報を含めた本来の相関関係が得られない.

その結果，混合物の物理性状と耐周年数の正確な相関関係を得ることができず，物理性状
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の高い混合物を適用した際の耐久性向上効果を正しく評価できないという問題が発生する.

視点を変えると，これは「ある材料に関する情報が特定条件のみで観測され，その他の材

料について欠測する不完全な情報Jのために生じる問題といえる.

共変量の影響

閥値によって混合物の種類が限定されても，多くの情報が得られれば(結果として物性

値と耐周年数の相関関係を見出すことができれば)図-5.2の耐周年数の観測値のみで解析

が可能のような錯覚が生じる伽ところが，観測値が閲値以外の要因で限定されるような場

合，多くの情報が得られても解析結果に歪みが生じる.例として，表層 ・基屈の修繕を考

える.修繕に際しては，舗装の破損形態(わだち掘れ，ひび割れ，磨耗など)を考慮して，

経済的かつ望ましい組み合わせで表 ・基層混合物を選択する.そのため基層の混合物の種

類によって表厨の混合物が特定されることが考えられる.その結果，表居混合物の耐用年

数に関する情報は特定の基層混合物においてのみ得られ，さらに耐周年数も基居混合物の

影響を受ける.表層混合物の選択，耐用年数の双方に影響を与えるような変数(ここでは

基層混合物)を共変量という.表-5.1の塑性変形輪数も共変量と見なすことができる.塑

性変形輪数の規定は適用可能な混合物を限定するが，塑性変形輪数の基準が設けられてい

る道路では交通量が多く，交通量そのものも耐周年数に影響する.このように，解析の対

象から特定の条件の情報だけが得られている(選択されている)状況で単純な解析を行う

と同結果に歪みが生じることを選択バイアスという.図-5.2のような単純な欠測も選択バ

イアスの 1つとみなされる.
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5.2.3 選択バイアスの処理法

特定の情報だけが観測されるために生じる選択バイアスの問題を解決するため，幾つか

のモデルが提案されている.Tobin 82)が考案したトービ、ツトモデルでは，閥値によって情報

が観測される確率と欠落する確率の同時生起確率を最大イじするように分布関数のパラメー

タを推定することで閲値の問題を解決している.また， Heckman 83)は，情報が欠落するか

どうかを幾つかの説明変数を用いてプロピッ ト推定し，これを用いて対象とする事象の関

係を最小2乗法で推定する2段階推定法 (ヘキット)を考案した.一方，Manskiは，観測

されない選択肢に関して共変量で割り付けられた選択結果の同時生起確率の取り得る範囲

から望ましい選択をする選択モデルを考案 している 84) トーピッ トモデルやヘキットは，

バイアス処理した相関関係を利用して望ましい選択肢を特定する.一方，Manskiのモデル

は， 共変量で割り付けた選択肢の期待効用の取り得る範囲から，最適な選択肢を決定する.

トーピットモデルを用いる場合は，関値が明確である必要がある.また，ヘキットを適用

する場合，観測できない変数が多ければ推定精度が低下する.Manskiのモデルでは，共変

量で選択結果に大きな偏りがある場合p 観測されない選択結果の生起確率の取り得る範囲

が広くなることに情意する必要がある.

5.2.4 望ましい舗装材料とその選択の考え方

舗装の望ましい材料とは，"地域特有の舗装の劣化要因とその対策を鑑みて，耐久性が高

いと認められる安価かつ将来にわたって調達可能なもの"といえる.そこで， 4章で採用

した混合マルコフ劣化ハザードモデルを用い，材料別にパフォーマンスカーブを推計する.

4章では，同じ舗装構造の道路区間でグループ化し， 異質性の高い区間を抽出した.本章

では， 表層 ・基層混合物の組み合わせでグループ化し，各グループの異質性を材料固有の

劣化特性とみなす.

繰り返し述べているように，舗装の修繕属歴の情報は"ある条件で特定の材料を用いた

結果"であり，他の材料に関する情報が欠落した不完全情報である.そのため，選択され

ない材料に関する情報の不確実性を排除することができない.さらに， 5.2.2でも述べて

いるような共変量の問題も存在する.そのため，劣化が早いグループか遅いグループかを

判定できても， 異質性の大小のみで最も耐久性が高い材料を特定することはできない.と

こでは.Manskiが考案したモデルを用いて不確実さを含む情報から望ましい材料を選択す
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ることとし，各材料の耐周年数期間の生存確率を不確実さを含む生存確率の範囲で表現し，

ミニマックスリグレット基準で望ましい材料を判定する.

5.3 舗装材料選択モデル

5.3.1 生存確率の推定

4.3.2の混合マルコフ劣化ハザードモデルでは，モデルを適用する路線の道路を舗装構

造，舗装の種類，環境条件で同質的な区間で構成されるK個グループk(た=1，・..，K)に

分類し，グループたの固有な劣化速度の異質性を計で表現した.ここでは，同質的な材料

で構成される表 ・基周のグループを考える.まず，舗装路面の耐用年数を"路面の健全度

が最高ランク (i= 1)から最も低いランク (i= 1)に移行するまでの期間"と定義し，最低

ランク Iを寿命に達した状態とみなす.また，材料の耐久性を修繕後の期間zの聞に寿命

に達しない確率(生存確率)で表現する.グループkの異質性パラメータの推計値計が得

られたとき，修繕を実施してから z期経過した時点のグループkの生存確率p(Yzk)は，式

(4.6)および(4.8)より，

P(り)=1-4(z:計)= 2ンじ(z:計)

=Lから(えlk)ぽ p(_);~k tk Z (5.1) 

と表すことができる.ただし， tk=(え仁・，XL)である.また， ψむ(えlk)は，

命 lk |Hi二1bJえ'iT< j>lの!時ψむ(入駒)= ~ --v 叶アd λ~ -)..与

I 1 .7 = 1の時

である.なお， Xfはグループkの単位区間Zkが有する健全度 Sの平均的なハザード率で
ある.式(4.14)より，えfはグループの道路区間の特性変数ベクトjレzlkに依存しており，

グソレープkの生存確率はkが属する道路区間の特性の影響を受ける.そこで，区間全体の

(5.2) 

平均的な道路特性を表す特性ベクトル念を

m
一ρ

ば
一口

、忽 (5.3) 

とし，式(4.14)から平均ハザー ド率を

入s= exp(必β~) (5.4) 
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と定義すれば，

P(り)=l-4(z:計)=乞叫(z:計)

=乞玄ψfj(入)叫(一入dz) (5.5) 

となる.式(5.5)はグループkの材料が区間全体を通じて平均的な路面に適用された場合

の生存確率を表している.次に，グループkの特定の居の材料を選択肢としたときの生存

確率を考える.選択肢の材料を Va，他の層の材料を h の選択に一定の影響を与える共変

量をωbとすると同式は，

P(り)= P(Yzklν品川b) (5.6) 

となる.上式で，K個全てのグループは選択肢のA個の材料およびB個の共変量のいず

れかに属する.したがって，選択股h と共変量叫が特定されればグループkが判明する.

ここで，選択肢の材料に関する共変量の条件付き生存確率を考える.ωbのもとでグループ

kがz期間生存する条件付き確率p[Yzk(Va)I叫!は，

p[YZk(川|ωb] F[Yzklν白川]F(v，α同)十p[Yzk(Va)I愉 1吋]F(ν拘 |ωb) (5.7) 

と表すことができる.上式の右辺2項のp[Yzk(Va)Iν拘 3ωb]は，共変量ωbのもとで選択肢

Vaが選択されなかったケースで， もし選択された場合の生存確率を表している.これは実

際には観測されないため，

P[Yzk(va)1ν""a，ωb] = [0，1] (5.8) 

である.したカまって，

p[Yzk(イ)Iwi] 一 P(??|UG3叫)P(να|切)+P[じ(Va)1ν角川]P(ν向 |山b)

一 [P(りIVa，同)P(ν巾b)， P(り|να刈b)P(val切)+P(ν判例)]

(5.9) 

の範囲をとる.

5.3.2 舗装材料選択モデル

道路管理者は，複数の舗装材料から修繕によって得られる効用の期待値が高い材料を選

択する.道路管理者の効用は， 選択した材料を用いて修繕した結果，修繕箇所が長期間生
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存することでもたらされる便益とその材料コス トで表すことができる.ここでは簡略化の

ため，耐周期間の目標値に対して同期間生存する確率が最も高い材料を選択すれば期待効

用が最大になるケースを考える.各材料の生存確率は不確実性を有するため，式 (5.9)の

ような範囲で示される.道路管理者は不確実な情報に基づいて，正しい選択によって得る

便益と誤った選択による損失の差を最小限に抑えるように材料を選択する(すなわちミニ

マックスリグレット基準で材料を選択する)ものとし，道路管理者が各材料の生存確率の

下限値と上限値に注目し，双方の選択ミスによる後悔が最も小さくなるように材料を選択

すると仮定する.

このとき，各材料の生存確率の下限値と上限値は，式 (5.9)より，

inf p[Yzk(Va)1ωbl = P(Yzklva，切b)P(valωb) (5.10) 

supP[Yzk(va)1ωbl = P(Yzklva，ωb)P(να|ωb) + P(ν内|ωb) (5.11) 

である.ここで，

?5(idPlサ仇)1ωol}=ω 

阪 {supP[}ずか川

とすれば，qo， qlは，それぞれ生存確率が最大となる選択肢の生存確率の下限値と上限値

を表す.このとき選択ミスによる後悔の大きさはqo，qlを用いて

R~l = qo -inf p[Yzk(イ)Iwil

R~2 = ql -sup p[Yzk(イ)Iwil

と表すことができる.したがって，最も後悔の小さい選択肢のグループたは，

k= 足並 {m似[R~l ， R~21} 

である.

5.4 選択モデルの適用事例

5.4.1 概要

(5.12) 

(5.13) 

(5.14) 

前章と同じ路線のデータに選択モデ、ルを適用し，同路線の舗装の修繕工事で実際に用い

ている舗装材料から望ましい材料を選択する.舗装台帳データに記載されている舗装材料
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に関する情報は修繕毎に更新されるため，過去の材料の情報は得られない.それでも各層

の材料の組み合わせパターンは非常に多く存在する.変量の影響を評価するためには，代

表的な材料の組み合わせで劣化速度の異質性を評価することが望ましい.舗装の修繕工事

では， 一般的に切削オーバーレイや表層 ・基層切削工法が採用されていること，路盤以下

の層に関しては耐荷力が修繕工法の選択に寄与しているが路盤材の種類そのものは表 ・基

層の材料選択にさほど影響しないと考えられることから ここでは表層 ・基層の混合物の

組み合わせでグループ化し，選択モデルを適用する.

表-5.2は，舗装台帳データに記載されている代表的な表層と基層のアスフアルト混合物

の組み合わせを示している.表中のパインダの"H型"はポリマー改質アスフアルト H型，"

ストアス"はスト レートアスフアルト，"改質II"はポリマー改質アスフアルト II型であ

る.また，骨材の"再生"とは，アスフアルト混合物に使用する粗骨材の一部にアスフア

ルト再生骨材を用いていることを表す.図-5.3より，建設廃棄物の中でアスフアルト舗装

の廃材の再資源化率は平成12年以降98%を越えており，現道の舗装の取り壊しゃ切削で発

生した廃材は路盤材やアスフアルト混合物の骨材として再生利用されている.現在，再生

加熱アスフアルト混合物への利用率は約60%にとどまっており 今後は再生アスフアルト

混合物への利用率も高めていくことが求められている 86) こうしたことから密粒度舗装の

路面を修繕する場合，資源の有効利用の観点から再生密粒度アスフアルト混合物や再生粗

粒度アスフアルト混合物を使用するケースが多い.なお，表中の密粒度アスフアルト混合

物においてス トアス一新規骨材の組み合わせが存在しないのは，同混合物を表層に適用 し

た際の基居混合物のデータが非常に少ないためである.

表-5.2 表 ・基層混合物の代表的な組み合わせ

表層 基層

混合物
ノ〈インタP 骨材 混合物 パインダ 骨材

(舗装種類)

ポーフス 粗粒度 再生

アスフアルト混合物 H型 新規 アスフアJレト
ストアス

新規

(排水性舗装) 混合物 改質II 再生

再生
粗粒度 再生

ストアス
アスフアルト混合物

ストアス
新規

密粒度
再生

粗粒度 ストアス 再生

アスフアルト混合物 アスフアルト混合物 改質II 再生

(密粒度舗装)
改質11

粗粒度 再生
新規
アスフアルト混合物

ストアス
新規
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図-5.3 産業廃棄物の分野別排出量と建設副産物の品目別再資源化率10)

前章では，舗装の劣化特性を示す特性変数としてt-値が1.96以上の山間部交通量，舗装

種別，道路構造を選定した.表-5.2の組み合わせでグループ化して混合マルコフ劣化ハ

ザードモデルを推計する場合，上記の変数を考慮する必要がある.さらに材料固有の劣化

特性を異質性で評価するためには，構造的な劣化の程度を示す変数も考慮しなければなら

ない.そこで，構造的な劣化を示す特性変数として，舗i設後の繰り返し修繕回数(または

打ち換え後の繰り返し修繕回数)を新たに組み入れる.なお，排水性舗装については，試

験的に施工された区聞を除けば表層の混合物にはポリマー改質アスフアノレトH型のパイン

ダを用いたポーラスアスフアルト混合物が適用されており，同舗装の基層には密粒度舗装

と同じ混合物が用いられている.基層混合物の選択問題が密粒度舗装で解決できることか

ら，ここでは密粒度舗装のみを対象とする.

以上の前提条件により， 表-5.2の組み合わせを有する密粒度舗装区間の386個のデータ

を対象にハザードモデルを推計する.

5.4.2 ハザードモデルの推計結果

ノ¥ザード関数の特性変数として，道路構造，修繕工法，土地区分(平地 ・山地・市街地)， 

繰り返し修繕回数，修繕厚さを候補としてとりあげ，ハザード関数のパラメータの推計を

行った.その中で，符号条件およびt-値が1.96以上となる候補のうち AICを最小にする説

明変数の組を採用した結果，繰り返し修繕回数と土地区分を特性変数として採用した.こ

れらの特性変数を用いてえ?を具体的に書き表すと，

スf=exp(phl+P42225+F42323) (5.15) 

(i=1，...，5) 
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となる.ただし， dは繰り返し修繕回数， 23は市街地の場合はL それ以外はOの値をと
るダミー変数であり，修繕回数は最大値が1になるように基準かしている.4章で示した手

順に従ってパラメータを推計した結果を表-5.3に，各グループの表・基層混合物の組み合

わせと異質性パラメータの関係を表-5.4に示す.また，各グループのパフォーマンスカー

ブを図-5.4に示す.さらに， 44に式(5.3)の平均的な特性値を付与して異質性のみを

考慮したパフォーマンスカーブを図 5.5に示す.図 5.4から，グループDの組み合わせ

が最も早く寿命に達しているが，異質性のみを考慮した図-5.5で、はク。ループAの期待寿命

が最も短く，グループDの期待寿命は3番目に長い.グループDは繰り返し修繕回数の多

い区間で適用(平均6.2回)されており，同区間の舗装の構造的な耐荷力の低下が路面の

寿命に影響していると考えられるが，材料面で必ずしも耐久性が劣るとはいえない.

表-5.3 ハザードモデルのパラメータ推計結果

定数項 繰り返し修繕回数 土地区分(市街地)

si，l β'i，2 si，3 

-1.302 1.687 
1 
(-12.92) (6.247) (ー)

ー0.130 0.808 
2 
(-1.986) (ー) (2.073) 

-0.878 0.839 
3 
(-6.916) (ー) (2.299) 

-3.017 3.936 
4 
(-7.886) (3.492) (ー)

-4.737 10.597 
5 
(-2.592) (2.227) (-) 

対数尤度 -690.97 

AIC 1401.9 

注)括弧内はtー値を示す

5.4.3 選択モデルの適用結果

本研究では，修繕に用いる望ましい舗装材料を耐久性が高いと認められる安価かつ将来

にわたって調達可能なものとしている.路面の設計期間が短ければ経済的な(安価な)材料

が，設計期間が長ければ耐久性の高い(寿命の長い)材料が望ましい材料となることから，
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表-5.4 混合物の組み合わせと異質性ノ守ラメータ推計結果

表層 基周 異質性 サンプル

混合物名 ノ〈インダ 骨材 混合物名 ノ〈インタ「 骨材 k εk 数

粗粒度 再生 A 1.612 44 
ストアス 再生 ストアス

密粒度 AS混合物 新規 B 0.880 111 

アスファJレト 粗粒度 ストアス 再生 C 1.015 118 
再生

混合物 AS混合物 改質II 再生 D 0.930 35 
改質II

組粒度 再生 E 0.9'74 29 
新規 ストアス
AS混合物 新規 F 0.772 19 

注)ASはアスフアルトの略である

一・-A ー←B ー←C ー←D
21~~ 

ー・ーE -・-F
一一」

¥ ¥¥¥ 
幽 3

4fl 
型4 

5 

6 。 5 10 15 20 25 30 

経過年数

図-5.4 表 ・基屑混合物組み合わせのパフォーマンスカーブ1

路面の設計期間は非常に重要な意昧を持つ.路面の期待寿命は，図-5.5の基準パフォーマ

ンスカーブより約四年である.舗装の維持管理問題を解決するためには，現状よりも材料

のさらなる耐久性向上が求められることから，本研究では，図 5.5で最も寿命が長い分類

Fを伺標に設計期間を 25年とし，同期間路面が生存する確率から望ましい材料の選択を試

みた.

表-5.5，表-5.6に修繕後25年経過した時点の共変量の条件付き生存雌率と選択基準の

リグレツトマトリックスを示す.生存確率1， 2は，各共変量の条件き生存確率の下限値と

上限値である.一方， R;;3R2;は生存確率の下限値，上限値の最大値と各選択肢kの生存
確率の下限値，上限値の差をとったもので，誤った選択の後悔の大きさを表している.ま
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図-5.5 表 ・基層混合物組み合わせのパフォーマンスカーブ2(異質性のみ考慮)

た， maxiREi3R話lは各選択肢の後悔の最大値(マックスりグレツト)である.表-5.5よ

り，表層の材料に着目した場合のマックスリグレットはグループFが最も小さく， 2番目に

Eが小さい.グループF，E共に表層は新規骨材を用いた改質II型密粒度アスフアルト混合

物である.また，表-5.6より，基屈においてもグループFのマックスリグレットが最も小

さく，グループDが2番目に小さい.グループFの基層は新規骨材を使用した粗粒度アス

フアルト混合物，グループDの基層は再生骨材を使用した改質II型再生粗粒度アスフアル

ト混合物である.これらの結果から，ミニマックスリグレッ ト基準で判定すると，グルー

プFの表 ・基層混合物の組み合わせを選択することが望ましい.一方，前述のとおりアス

フアルト舗装は再資源化率が高く，舗装用骨材やアスフアルトパインダという限りある資

源を有効利用するという観点から，再生骨材を積極的に活用することが求められる.と う

したことから，本研究では表層は新規骨材を用いた改質II型密粒度アスフアルト混合物，

基層は荷重や雨水に直接晒されないことを考慮して 2番目にリグレットが小さいグループ

Dの再生骨材を用いた改質II型再生粗粒度アスフアルト混合物を修繕に用いる"望ましい

材料"と判断する.

5.5 本章の考察

道路管理者は，舗装の損傷状況から最も望ましいと思われる工法 ・材料を選択して修繕

を行う.彼らが望ましいと考える材料は，過去の修繕履歴や管理者の知見に拠るところが
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表-5.5 生存確率と選択基準 (表層)

グループ 生存確率1 生存確率2 R包A;5i R主; maxIR2;，R2;l 
A 0.01 0.81 0.27 0.10 0.27 

B 0.27 0.42 0.01 0.50 0.50 

C 0.14 0.47 0.14 0.44 0.44 

D 0.28 0.28 。0.63 0.63 

E 0.03 0.90 0.25 0.01 0.25 

F 0.06 0.91 0.22 。 0.22 

qo 0.28 l-I -I 
ql 0.91 |-I -I 

表-5.6 生存確率と選択基準 (基層)

グループ 生存確率1 生存確率2 RK1 25 JZ5; max[時LR2;l 
A 0.01 0.73 0.22 0.13 0.22 

B 0.23 0.51 。0.35 0.35 

C 0.17 0.36 0.06 0.50 0.50 

D 0.05 0.86 0.17 。 0.17 

E 0.15 0.55 0.08 0.32 0.32 

F 0.17 0.77 0.06 0.10 0.10 

qo 0.23 |-I -I 
ql 0.86 |-I -I 

大きい.本章では，修繕履歴の情報や管理者の知見が (選択した舗装材料以外の結果が得

られないという意味で)不完全なものであることを指摘し，不完全な情報を用いて望まし

い舗装材料を選択する方法論を提案した.

適用事例では， 表 ・基居共に最も耐久牲が高いと思われる混合物の組み合わせを選択す

ることが望ましいという結果を得た.同時に資源の有効利用や調達性に配慮した場合，交

通荷重や降雨の影響を直接を受けない基層には再生骨材を用いた混合物を選択することが

望ましいことを示した.なお， 望ましい材料は，舗装の設計期間によって異なる.提案 し

た選択モデルにおいても，設計期間が短ければ適用事例の多い材料のリグレッ トが，設計

期間が長ければ適用事例の少ない材料のリグレツトが小さくなる.その結果，設計期間が

短いほど適用事例の多い経済的な材料が，設計期間が長いほど適用事例の少ない (高価で
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耐久性が高いと思われる)材料が望ましい材料となる.こうした意昧で本研究で提案した

選択モデルは，単純なモデルではあるものの実際の選択の暗好を表現していると考えられ

る.とはいえ，より確かな材料選択を行うためには修繕履歴の情報を精査して選択されな

い材料の生存確率の範囲を特定するようなモデルの開発が望まれる.
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第6章 社会実験的なアフローチによる舗装材料の継続

的改善

6.1 総説

修繕後の舗装の耐久性を向上させるためには， 4章や5章の方法論を用いてベンチマー

キングを行い，構造的な問題が生じている箇所の適切な修繕や望ましい材料が選択される

ように維持管理法を改善することが重要である.同時に，修繕工法や舗装用骨材，アスフア

ルトパインダ等の舗装材料の新技術を積極的に導入することは，舗装の耐久性向上のみな

らず舗装技術の継続的な改善にも寄与すると考えられる.舗装材料に関しては，近年， 重

交通路線，寒冷地，橋梁，排水性舗装用に高品質なポリマー改質アスフアルトが開発され

ている.また，現道における不具合発生の原因究明や室内試験による検証等によって舗装

の破壊のメカニズムが解明されていく中で，耐摩耗性や耐流動性など舗装に求められる性

能を向上させたアスフアルト混合物，簡易的な補修工法88)や効ネ的に耐久性を向上させる

舗装工法89)も生まれている.

舗装技術の継続的改善により一周の耐久性向上を実現するためには，維持管理上の問題

を明らかにして原因を究明すること，新しい技術を活用しながらベンチマーキングを実施

してベストプラクティスを導き出し， 工法や材料の基準の見直しをすることが重要である.

一方，新しい技術の導入に際しては，従来では起こりえなかった想定外の事態の発生，あ

るいは導入コストに見合う効果が得られないというリスクも存在することに留意する必要

がある.本章では，修繕にかかる舗装技術の中でも舗装材料に着目して社会実験的なアプ

ローチで新しい舗装技術の導入効果を評価し，これを継続的に改善するための方法論を提

案する.具体的には，修繕に用いる舗装材料の観点から舗装技術の継続的な改善を実現す

るための方針を示し，社会実験的に修繕を実施するプロセスとそのための必要項目を整理

する.また， 実証分析として社会実験的な試験施工の概要を示し，試験施工簡所の追跡調

査結果を踏まえて試験施工の妥当性を検証する.
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6.2 基本的な考え方

6.2.1 舗装材料の継続的改善の方針

修繕に用いる舗装材料は舗装の維持管理の成否に係わる重要な要素であることから，道

路管理者は地域特有の舗装の破損形態を考慮、しながら最適な材料を選択しなければならな

い.最適な材料とは，その地域におけるベス トプラクティスの舗装材料を意昧する.最適

な材料は固定的なものではなく，問題の発見一材料の開発一新たな問題の発見一改善され

た材料の開発の繰り返しの中で更新される.したがって前章で示した望ましい材料は，あ

る時点において最適な材料となりうるが 常に最適な材料であるとは限らない.材料の更

新は，維持管理上の技術的な問題が無くなるまで，あるいは材料に改善の余地が無くなる

まで継続する.

新しい材料を含めたベス トプラクテイスを導入して舗装の維持管理の改善を図るために

は， 実績に基づいた望ましい材料や新しい材-料等を用いて同一条件で修繕を実施する，修

繕箇所のモニタリング結果からパフォーマンスの相対評価を行う，評価結果を踏まえて材

料の基準の見直しを図ることが必要である.その第一段階では，材料に起因する維持管理

上の問題点を抽出し，問題解決すべき対象を明確にする.次の第二段階では，対象の材料

群から当該地域で最も望ましいと思われるものを選定すると共に問題解決に寄与する新し

い材料を開発あるいは選定する.第三段階では，第二段階で選定された望ましい材料と新

たな材料，経済的な材料等を用いて現道で試行的に修繕を実施する.最後の第四段階では，

試行箇所の相対評価の結果を踏まえて当該地域におけるベス トプラクティスを見出し，以

降の維持管理方針に反映するために材料の基準の見直しを図る.こう して4つの段階から

なるプロセスを繰り返し実践することで，舗装材料の継続的な改善が実現する.この改善

フローを図-6.1に，医lに示した項目の具体的な実施事項を以下に示す.

6.2.2 舗装材料の継続的な改善のための必要事項

問題点の抽出と改善対象の設定

舗装の維持管理の問題は地域によって異なる.例えば，気象条件，交通条件，材料の調達

性など，地域が直面している問題は多岐にわたる.したがって道路管理者は，維持管理の

問題点を明らかにし，その原因を究明して最も効果的に問題解決を図るために，改善すベ
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舗装の状態のモニタリング

問題点の抽出・改善対象の設定

ベンチマーキングによる
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社会実験的な試験施工

追跡調査による耐久性評価

ベストプラクティス持出
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仕様，材料の基準値見直し

図-6.1 修繕に用いる舗装材料の継続的改善フロー

き対象を設定しなければならない.舗装の修繕後の早期破損の問題を採り上げた場合，改

善すべき対象は破損が生じている層の修繕に用いる舗装材料が該当する.

望ましい材料の選定と新しい材料の開発

修繕に用いる望ましい材料とは，安価で長期にわたって調達可能な耐久性の高い舗装材

料である.実績のある材料の中から望ましい材料を選定する目的は， 同材料を採用するこ

とで、平均的な舗装のパフォーマンスカーブの底上げを図ること 新しい材料との相対評価

を実施し，より良い材料を選択する機会や栂拠を示すことである.したがって， 望ましい

材料を正しく選定することは，舗装材料の継続的な改善を実現する上で重要な事項といえ

る.また，新しい材料とは一層の耐久性向上が期待できる舗装材料であり，既往の研究成

果等を踏まえて設定した基準を満足するものである.
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社会実験的な試験施工の実施

社会実験とは，新たな施策の展開や円滑な事業執行のため，社会的に大きな影響を与え

る可能性のある施策の導入に先立ち，市民等の参加のもとで場所や期間を限定して施策を

試行 ・評価するものとされている90) 社会実験の導入のメリットとして，地域が抱える問

題解決に向けた施策の有効性を試行的に評価することで施策導入の是非を事前に検証でき

ること，パブリックインポルブメントにより事業に対する住民の合意形成に寄与すること

があげられる.我が国では，道路交通に関する社会実験が大半を占めており，パークアン

ドライド，スマート 1C，道路空間の効率的な利用等で社会実験が実施されている.また，

国土交通省の道路局では，社会実験の公募を行い，各自治体が実施する社会実験を支援し

ており， これを受けて実施された成果も報告している 91)• 

舗装の修繕に新しい材料を導入する場合，費用対効果が低い，あるいは想定外の不具合

が生じて早期に破損するという リスクが存在する.そのため， 実績の乏しい新しい材料を

導入する前に社会実験的に試験施工を実施し，既存の材料との相対評価を実施する必要が

ある.試験施工を実施することで得られる便益として，新しい材料の適用性を事前に評価

して上記のリスクを回避または軽減できること，ベストプラクティスの選定が可能になる

ことがあげられる.その半面，複数の材料を修繕に用いるため追加コス トが生じる.また，

試験施工の方法や材料の設定によっては，当初の目的を達成できないというリスクも存在

する.したがって，試験施工の計画立案に際しては，修繕が必要な箇所を選定して追加コ

ストの負担を軽減すること，材料以外の劣化要因が無視できる区聞かつ万一問題が生じて

も速やかに補修が可能な箇所を選定することが重要である.材料と修繕箇所の候補が決定

すれば， 試験施工体制を整えて試験施工を行う.

追跡調査による耐久性評価

一般的な社会実験では，実験開始後に進捗状況を観察し，必要に応じて実験内容が見直

される.また， 実験後は結果を分析して施策の導入の可否を判定すると共に社会実験の評

価結果が公表される.一方，修繕の試験施工では，試験施工後の経過観察でー路面のパフォー

マンスを評価する.その最も単純な方法は試験施工後の路面の寿命を導出することである

が，結果を得るまで非常に長い時間を要するため，新しい材料を採用する機会が失われる

ことが懸念される.
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こうしたことから，定期的に試験施工箇所の追跡調査等のモニタリングを行い，パフォー

マンスの変化を観察する.なお，試験施工後の早期の追跡調査では，パフォーマンスの変

化が材料によるものかどうか判定することは難しい.そのため，現地から採取した供試体

を用いて室内試験を実施し，追跡調査の結果を検証することが望ま しい.

ベストプラクティスの導出と仕様，材料基準の見直し

追跡調査による各材料の評価結果を踏まえて当該地域における修繕材料のベストプラク

ティスを導出する.さらに ベストプラクティスの材料の物性値を参照して材料の基準を

改定し，今後の舗装の維持管理で同基準を活用する.このようにして，修繕に用いる舗装

材料を継続的に改善する.

6.3 舗装技術の継続的改善に向けた実証分析

6.3.1 対象地域における舗装維持管理の現況と課題

本章で提案した社会実験的な修繕の方法論の有用性を検証するため， 3~5章と同じ路線

の道路を対象に実証分析を行う.本路線は兵庫県の北部地方に位置し，豪雪地帯に指定さ

れており，山間地域の例年の累積積雪量は400cm以上，冬季の最低気温は氷点下5
0

C以下

で夏季の最高気温は30
0

Cを超える環境にある.本路線の特徴として，山岡地帯では密粒度

舗装が，市街地や平野部では排水性舗装の割合が高い.これは，融雪散水装置の設置箇所

の多い山間地帯では密粒度舗装，騒音対策が必要な市街地や平野部ではタイヤ/路面騒音

の低減効果の高い排水性舗装が適用されていることによる.図-6.2は本路線における表層

の種類と構成比，図-6.3は各舗装に占める山間部，平野部，市街地別の割合を表している.

本路線で採用されている修繕工法の一覧とその割合を表-6.1に示す.表の数値は，舗装

台帳データの対象区間下り線における過去 5回の修繕履歴情報から導出したものである.

修繕工法の割合とは，全修繕延長に対する各修繕工法の施工延長比である.本路線の道路

の大部分は， 1960年代半ばに舗設されてから 40年以上経過しており，同一箇所で複数回

の修繕が行われている.したがって，表に示す値は路線延長比でない.表 6.1より，本路

線の舗装の修繕で最も多く採用されている工法は表層の切削オーパーレイ工法であり，全

体の過半数を占める.次いで打ち換え工法の割合が高い.打ち換え実績のヒス トグラムを
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図-6.2 表層の種類と構成比 図-6.3 沿道環境と各種舗装の構成の関係

表-6.1 過去5回の修繕履歴における修繕工法一覧

工法 延長(km) 割合(%)

新設 11.6 5.0 

打ち換え工法 34.0 14.8 

上層路盤打ち換え工法 11.3 4.9 

表層 ・基層打ち換え工法 13.3 5.8 

局部打ち披え工法 6.5 2.8 

オーバーレイ工法 10.3 4.5 

薄屑オーバレイ工法 6.9 3.0 

切削オーバーレイ工法 128.5 55.7 

切削薄層オーバーレイ工法 6.7 2.9 

その他 1.5 0.6 

図-6.4に示す.打ち換え工法は 1960年代半ばと 1990年代初めに多く採用されているが，

それ以降の実績は非常に少ない.

6.3.2 耐久性向上に寄与する新しい舗装材料の提案

本地域は豪雪地帯に指定されていることからも分かるように，冬季は走行車両のタイヤ

チェーンによる路面の摩耗わだちが生じやすい.また，路線の設計交通量はN5ないし N6

交通であり，鳥取から京都に抜ける交通網として比較的に大型車の交通量も多く，流動わ

だちの発生も懸念される.流動わだちは，夏季の路面温度上昇によるアスフアルト混合物

の軟化や骨材のアスフアルト被膜がはく離して耐荷力を失った混合物層に交通荷重が作用

して発生するもので基層でも生 じる.特に，表層のみを切削して密粒度舗装から排水性舗
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図-6.4 打ち換えの実績

装に修繕した路線において，基層混合物の骨材のはく離が生じて早期に流動わだちが発生

した事例が報告されている 87) 磨耗わだちが生じた路面では走行車両による振動や騒音の

増大，流動わだちが生じた路面で、はハンドルとられや降雨時のハイドロプレーニング現象

の発生など，周辺環境の悪化や走行安全性の低卜が懸念される.

以上から，本地域においては，冬季のタイヤチェーンによる路面の磨耗?路面協度上昇

あるいは滞水による流動わだちの発生が舗装の維持管理における最も大きな問題と考える.

そこで，舗装の耐摩耗性，耐流動性を向上させるため，積雪地域の各地方整備局が発行す

る 「土木工事共通仕様書Jのアスフアルト舗装に関する技術基準をベンチマークとして当

該地域の表層 ・基層用の骨材および混合物の物理性状の基準値を設定する.

舗装用骨材

アスフアルト混合物用の骨材には，砕石，玉砕，砂利，鉄鋼スラグ，砂および再生骨材等

があり，使用する骨材の材質や粒度は舗装の性状に影響する.特に積雪地域の舗装は，融

雪散水や車両のタイヤチェーンなど過酷な環境に晒されることから，骨材の吸水量，すり

減り減量，安定性損失量の基準を高く設定し，さらに骨材の静的はく離抵抗性の基準を新

たに加える.これを表-6.2に示す.
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表-6.2 表 ・基層用アスフアルト混合物の骨材の基準値

組骨材 細骨材

項目 密粒 排水性 密粒 排水性

表乾密度(g/cm3) 2.5以上 2.5以上 2.5以上 2.5以上

吸水率(%) 2.5以下 2.5以ド

すり減り減量(%) 30以ド 15以下

安定性損失畳(%) 10以ド 10以ド 10以 ド 10以下

粘土 ・粘土塊(%) 0.25以下 0.25以下

軟石量(%) 5以下 5以卜

細長・扇平石片(%) 10以下 5以下

はく離抵抗性(%) 15以卜 15以ド

アスフアルト混合物

舗装の耐摩耗性を向上させるためにアスフアルト量の多い密粒度アスフアルト混合物を

適用すると，夏季にアスフアルトが軟化して流動わだちが生じやすい.そこで，同じ問題

の対策を講じている北陸地方整備局の骨材配合の基準を参照する.また，ポーラスアスフア

ルト混合物については，骨材飛散防止の観点から北海道開発局の仕様を参考にする.基層

の混合物については滞水によるアスフアルト被膜のはく離が流動わだちの原因となってい

ることから，排水性舗装の場合は原則として改質II型粗粒度アスフアルト混合物を適用す

る.表 ・基層のアスフアルト混合物の物理性状の新しい基準値を表-6.3に示す.

6.4 社会実験的アプローチによる試験施工

6.4.1 修繕工法と既存の望ましい材料の選定

表-6.1より， 当該地域で最も多く採用されている修繕工法は切削オーバーレイ工法であ

る.したがって，同工法に用いる表層用のアスフアルト混合物を対象として材料の改善を

実施することが最も効率的である.ところが，同地域では流動わだちも早期破損の婁困と

なっていることから基層混合物の改善も行うことが望ましい.そこで3番目に実績のある

表層 ・基層切削工法で試験施工を実施する.なお，打ち換え工法は，近年では非常に実績

が少ないこと， 4章のたわみ量調査結果より重点管理区間においても路床の損傷ーが認めら

れないことから検討対象から除外している.
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表-6.3 アスフアルト混合物の物理性状の基準値

表層用混合物 基居間混合物

密粒 組粒 組粒

(改質II)
排水性

(ストアス) (改質II)

7.35 3.50 7.35 7.35 
マーシヤル安定度(kN)

以上 以上 以上 以上

75 75 75 75 
残留安定度(%)

以上 以上 以上 以上

フロ 値(1/100cm) 20......40 20......40 20......40 

3000 3000 1000 3000 
動的安定度(回jmm)

以上 以上 以上 以上

10-2 
透水係数(cmjs)

以上

1.3 1.3 
ラベリング損失量(cm2)

以下 以下

密粒度舗装の表層ならびに基層の望ましい材料(選択後の後悔が最も小さい表 ・基層用

アスフアル ト混合物)は， 5.6より表層は改質II型密粒度アスフアルト混合物，基層は改

質II型再生粗粒度アスフアルト混合物とする.また 排水性舗装の基胞の混合物について

も密粒度舗装と同じとする.

6.4.2 試験施工候補区間の選定と事前調査

修繕を実施することが望ましい路線において，見通しが良くかっ試験施工に用いる材料

以外の劣化要因が無視できる区間を選定するため，密粒度舗装ならびに排水性舗装の路線

から，図-4.7の異質性ノてラメータの値がl程度の下記の区間を候補地とし，舗装の構造的

な劣化の有無を確認するために事前調査を実施した.事前調査項目を表-6.4に，各調査位

置を図-6.5に示す.

密粒度舗装区間 ( 141.490kp.........141.640kp上り線)150m eニ1.05

排水性舗装区間 (108.719kp.........108.854kp上り線)135m 計二 0.88

図-6.6は，平たん性，わだち掘れ量，ひび割れ率の事前調査結果から算出した各工区の

MCIの値を示している.同図より，密粒度舗装区間，排水性舗装区間共にMCIの平均値は

5未満であり，同路線の管理基準により修繕対象区間とみなされる.また， 図 6.7，図 6.8
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は，各区間のたわみ量の温度，荷重補正値を示している.排水性舗装区間で載荷直下のた

わみ量 (DO)が大きい箇所では，路面にひび割れが生じており MCIの値も小さいが，載

荷位置から 150cm離れた地点のたわみ量 (D150)は100μm未満であり，路床の損傷は

小さいと判断する.一方，密粒度舗装区間のたわみ量は全体的に小さく，路床の損傷は無

視できると考えられる.以上の事前調査結果から，本候補地を試験施工箇所に選定した.

表-6.4 事前調査項目

調査項目 機器 計測数 ・位置

平たん性 路面プロファイラ 各工区1測綿

わだち掘れ量 向上 各工区3測線

ひび割れ率 スケッチ法 各工区3断面

たわみ量 FWD 各工区3点

LJ二区 2，[区 3L区

lLJ』i品叫lリ~~止山札U叫+~ιUι~-リμ比山ι-~-ιi川~--ι凶-一--A~止品以判+~叫山l山川t~--一--~-~出-Ji山J比出叫叫+~叫凶lリ山iUli lL-Jj 
!操:議梨勃鵠語当識鵠ihi詰i!防2諒識2蒜出宗品民凶回臨議品l 品 ~l お) 二|

6.4.3 試験施工の概要

E二二コ• 
図-6.5 調査位置図

ひび割れ率調1f

たわみ飲制王宝

試験施工の目的は修繕にかかる舗装材料のベストプラクティスの選定であるが，同時に

材料の経済性も評価するため， 表-6.5に示すように3つの工区を設ける.各工区において，

1工区では安価で経済的と思われる混合物， 2工区では実績から望ましいとされる混合物，

3工区では， 表-6.2，表-6.3の基準値を満足する混合物である.なお，排水性舗装区間の

表層のポーラスアスフアルト混合物(ポーラスアスコン)は再生骨材の実績がないため，1，

2工区共に同じ混合物とする.また 基層の混合物は密粒度舗装および排水性舗装区間共通

で， 3工区の基層混合物は排水性舗装用の改質11型粗粒度アスフアルト混合物とする.既

設路面の切削厚さは過去の実績に準じてlOcm，表層，基層の各舗装厚さは5cmである.
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6.4.4 追跡調査

試験施工の追跡調査は，試験施工の良否の確認ならびに各工区における修繕後の舗装の

パフォーマンスの相対評価を目的として実施する.表-6.6に試験施工後の追跡調査項目と

実施時期を示す.表に示した耐水性は，現地から採取した基層の供試体を用いて行う室内

試験の評価項目である.

路面性状調査

事前調査および追跡調査結果から得た各工区のMCIを図-6.9に示す.図より，試験施工

直後の第1回追跡調査においてMCIは9以上に回復していることから，試験施工に問題は

無いと考えられる.また，第2回調査ではMCIが僅かに低下しており，特に排水性舗装区

間で各工区のMCIに差が生じている.この原因であるわだち掘れ量の測定結果を図-6.10，
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表-6.5 試験施工に適用する各工区のアスフアルト混合物

1工区 2工区 3工区

(密粒) 再生密粒度アスコン
改質II型密粒度 改質 II型密粒度

表層
アスコン アスコン (骨材選定)

ポーラスアスコン
(排水性) ポーラスアスコン ポーラスアスコン

(骨材選定)

基層 (共通) 再生粗粒度アスコン
政質II型再生粗粒度 改質 II型粗粒度

アスコン アスコン (骨材選定)

表-6.6 追跡調査項目と実施時期

第1回調査 第2回調査
調査項目

(施工直後) (施工後8ヶ月経過)

平たん性 実施 実施

わだち掘れ塁 実施 実施

ひび割れ率 実施 実施

たわみ量 実施せず 実施

耐水性 (室内試験) 実施せず 実施

図-6.11に示す.第2回の調査結果から，排水性舗装区間では1ム3工区の順でわだち掘れ

が大きいことが分かる.

たわみ量調査

図-6.12，図-6.13より，第2回追跡調査時における排水性舗装区間のたわみ量 DOは事

前調査時と比較して小さく，ほとんどの測定位置で基準値 (300μm)を下回っている.密

粒度舗装区間においても同様に追跡調査時のたわみ量は非常に小さい.一方， 図 6.14よ

り，たわみ量とわだち掘れ量の間に明確な関係は見られず，各工区のわだち掘れの進行が

舗装の耐荷力によるものか判断できない.

室内試験

第 2回追跡調査は施工後8ヶ月経過した時点で実施しており，わだち掘れの進行という

路面パフォーマンスの変化を材料によるものと断定することは難しい.追跡調査において

路面の摩耗が生じていないことから，滞水による基層混合物のアスフアルト被膜のはく離
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が疑われる.そこで，試験施工箇所の基層供試体を採取して室内試験を行い，耐水性を評

価する.現在，アスフアルト混合物の耐水性を評価する方法として，水浸ホイールトラッ

キング試験，加圧式はく離促進試験，水浸マーシヤル安定度試験，修正ロットマン試験が

ある.当該地域における冬季の厳しい気象条件に配慮して，試験に凍結融解のプロセスを

有する修正ロットマン試験を採用した.本試験のフローを図-6.15に示す.

図-6.16は，各工区から採取した基層供試体の空隙率と圧裂強度の関係を示している.な

お，グラフの凡例は，舗装の種類(排 :排水性舗装，密:密粒度舗装)，工区(1"-'3)と修
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正ロットマン試験における強制劣化の有無 {1:有り(強制劣化)， 2:無し(標準)}を表し

ている.修正ロットマン試験は，強制劣化の過程を経た供試体と標準供訊体の圧裂強度の

比と供試体の空隙率の関係から基層のはく離の危険性を評価するものである.東らの研究

92)では，供試体の空隙率と庄裂強度比を用いた危険領域の判定方法が提案されているが，

同研究では凍結融解のフロセスが無いため本試験には適用できない.標準供試体の圧裂強

度で判定すると，図-6.16に示すように密粒度舗装区間の 3工区を除く標準供試体全て基

準線を下回っており，半数以上の工区で危険と判定され，追跡調査結果と矛盾が生じる.そ

こで，藤田ら93)が提唱するはく離率による評価を実施した.はく離率の算定にあたっては，

圧裂試験後の供試体断面のデジタル画像を 2値化 (黒:骨材のアスフアルト被膜有り，白 :
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3工区

強制劣化の有無とはく離率の関係

2::1:区.::1:区

図-6.18

して，供試体全断面の黒色ピクセル数と白色ピクセル数の骨材のアスフアルト被膜無し)

図-6.17より，はく離率と供試総和に対する白色ピクセル数の比ではく離率を導出した.

体の空隙率に明確な関係は無いが，図-6.18の工区別のはく離率をみると， 1，2，3工区の)1蹟

また， 1，2工区から採で標準，強制劣化供試体共にはく離率が小さくなる傾向が見られる.

3工区の供試休は劣化前後のは取した供試体は強制劣化後にはく離率が上昇しているが，

く離率の差は小さく，強制劣化の影響をほとんど受けていないと考えられる.

標準供試体の平均はく離率と供試体を採取した各工区の平均わだち掘れ量の関係を図一

図より，密粒度舗装区間の基層の平均はく離率は，排水性舗装区間と比較し6.19に示す.

わだち掘れ盈の大きい工区一方，排水性舗装区間では，わだち掘れ量も小さい.て低く，

今回選定した新しい基いずれの区間でも，また，から採取した供試体のはく離率が高い.

同混合物層混合物のはく離率は小さ く， 試験施工箇所においてもわだち掘れ量は小さく，
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6.5 本章の考察

舗装の修繕後の路面が早期に破損する原因は地域によって異なる.早期破損を防ぐため

には，地域特有の問題点を抽出し，改善すべき対象を明らかにし，さらに問題解決につな

がる改善策を示し，過去の事例も参考にしながら当該地域におけるベストプラクティスを

見出すことが重要である.本章では，修絡に用いる舗装材料に着目して，材料に起因する

問題の抽出とその改善を繰り返すことにより舗装材料の継続的な改善を実現するための方

法論を示した.実証分析では，4章で判明した構造的な劣化の可能性が小さい区間から修

繕の試験施工箇所を選定し， 5章の選択モデルで選択した望ましい材料等を用いて修繕の

試験施工を実施し，追跡調査で、各工区の舗装のパフォーマンスを評価し，これらの変化の

原因を究明するために試験施工箇所から供試体を採取し，室内試験で検証した.

試験施工の利点は， (試験施工という限定された条件ではあるが)材料以外の劣化要因が

限定されるため，複数の材料の性能を比較的に高い精度で相対評価できること，新しい材

料の導入可否を事前に確認できることにある.一方，試験施工を実施する場合，修繕が必

要な箇所を試験施工場所に選定しても追加コス トが発生すること，相対評価の目的を明確

にせずに工法や材料を選定すると，試験施工の効果が期待通りに得られないことに留意し

なければならない.今回の試験施工の追跡調査において，排水性舗装区間では材料に起因

すると思われるわだち掘れが僅かに進行していることを確認し，室内試験においてはく離

面積率とわだち掘れ量に関係があることが判明した.一連の調査結果から，密粒度舗装区

間では材料(混合物)の違いによるパフォーマンスに大きな変化が見られないものの，排

水性舗装区間では基層の材料の違いが路面の変化に影響しており，その中で新しい材料の

耐久性向上の効果が期待できることが室内試験からも明らかになった.こうしたことから，

本章で示した社会実験の方法論は材料の相対評価やベストプラクティスの選定に有用であ

ると考えられる.とはいえ，短期間の調査で、長期的なパフォーマンスの変化を推定するこ

とは困難であり，材料基準の改定の判断を下すためには今後も継続的に調査を実施する必

要がある.
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第7章結論

7.1 各章の結論

道路の舗装は，泥はねや粉鹿等による環境負荷の低減，走行性の向上など生活環境の改

善や経済活動における人やモノの移動に大きく貢献してきた.舗装が有するこれらの機能

は永遠に持続するものではなく，交通荷重や天候の影響を受けて低下するため，適切な維

持管理を行い，その機能を回復させなければならない.近年，舗装を資産として捉え，効

率的な維持管理を実施して舗装に求められるアウトカムを達成する舗装のアセットマネジ

メント手法が多くの自治体等で取り入れられている.一方， 1990年代以降，長引く不況に

より建設投資が縮減されている中で，従来のアセットマネジメント手法を採用しても，今

後，現況の管理水準で維持することは難しく，生活環境や経済活動へ深刻な影響を及ぼす

ことが懸念される.1章では，舗装の維持管理の考え方の理解を深めるため，舗装の維持

管理と関連する法律や省令ならびに舗装の構造に関する技術基準について示し，舗装の維

持管理に係る業務内容を整理した.

2章では，舗装のサービス指標と管理指標の相違について述べると共に，舗装の性能の

評価例を示した.また，我が国でアセットマネジメン ト手法が取り入れられた背景として，

道路の維持管理に十分な予算を投入することができずに 1980年代前半に老朽化した道路橋

の落橋事故が多発して経済に大きな影響を与えたいわゆる"荒廃するアメリカ"と同じ状

況が日本で生じてきたことを指摘した.さらに，舗装アセッ トマネジメントを実践する目

的は道路利用者へのアカウンタピリティを果たすことであり，そのためにはアセットマネ

ジメントを経済学，経営学，会計学を融合した総合化技術と捉える必要があること，舗装

の資産としての寿命の長さ故に空間的，時間的な繋がりに配慮した階層的なマネジメント

サイクルが必要であることを述べた.同時にp 荒廃するアメリカの時代に開発された舗装

マネジメン トシステム PMSの概要と司システムのネッ トワークレベルとプロジェクトレ

ベルのマネジメントの実施事項について触れ，システムを運用する上での役割分担，シス

テムの汎用性，システムに対する理解等，舗装マネジメントシステムの課題を示した.ま

た， 2年後に発効予定のアセットマネジメント国際規格IS05500Xの要求事項や舗装マネ

ジメントシステムの課題を踏まえて，舗装技術の継続的改善の必要性について言及し，日
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常的な維持と定期的に実施される修繕を対象として，これにかかる舗装技術の継続的な改

善を実現するための方法論を本研究で提案することを示した.

3章では，日常的な舗装の維持の大半を占めるポッ トホールの補修に着目し，同補修箇所

の耐久性向上に寄与する方法論を提案した.まず ポッ トホールの補修に用いる補修用常

温アスフアルト混合物の適性を評価するための室内試験と試験条件を設定した.また，ポッ

トホール補修箇所で、ポットホールが再度発生した状態を補修箇所の寿命とみなし，補修箇

所の生存確率をワイブル劣化ハザードモデルを用いて推計する手法を示した.さらに，モ

デルの推計に必要な点検項目を設定した.実証分析では，複数の常温アスフアルト混合物

を用いて室内試験を実施し，混合物の適牲を示すと共に ポッ トホール点検記録データに

ワイブル劣化ハザードモデルを適用し，モデルの推計結果から補修箇所の早期破損の原因

を明らかにした.

室内試験結果と現道の点検記録データを用いたハザー ドモデ、ルの推計結果には幾つかの

相違点が存在する.例えば，室内試験では混合物の種類で物理性状に明確な違いがあるこ

とが判明したが，現道においては混合物による生存確率の追いの有志性は得られていない.

現道では，補修時の水の有無，繰り返し補修回数など，室内試験でコントロールできない

条件が存在し， これが生存確率に影響している.本結果は，水が耐久性向上に寄与するよ

うな材料(例えば水を硬化触媒とする材料)が求められること，繰り返しポッ トホールが

発生する箇所では既設の舗装に何らかの問題があり，別の補修方法を検討することが望ま

しいことを示唆するものである.一方，室内試験の知見を踏まえて混合物を保温保管した

結果，現道の補修箇所で長期間生存した事例も得た.室内試験による常温混合物の相対評

価，現道の補修へ適用と問題点の抽出，問題を改善した新しい混合物の開発と室内試験と

いう過程を繰り返すことが，維持にかかる舗装技術の継続的な改善に寄与することを本章

で述べた.

4章以降では，舗装の修繕を対象とした舗装技術の改善の方法論を提案した.舗装の構

造的な耐荷力が低下している区間では，舗装構造，交通条件，環境条件が同一で、あっても

修繕後の劣化速度は相対的に大きい.修繕後の路面の早期破損を防ぐためには，構造的な

損傷の程度を事前に把握し，損傷状況に応じて修繕工法や材料を選択することが求められ

る.一方，舗装の維持管理費用の縮減が進む中で，構造調査の費用を確保することは難し

い.4章では，混合マルコフ劣化ハザードモデルを用いて路面の劣化過程を表現し，同じ舗

装構造を有するグループ間の劣化速度の異質性を相対評価することにより構造的な劣化が
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疑われる重点管理区間を効率的に抽出する手法を提案した.実証分析では，対象地域の路

面性状データと舗装台帳データを融合したデータベースを用いてモデルの推計を行い，推

計結果から得た重点管理区間と標準的な区間でたわみ量調査を実施した.その結果，重点

管理区間でたわみ量が大きい地点が多く存在することが判明し，少なくとも実証分析を実

施した路線において，本手法が構造的な損傷箇所の抽出に有効であることを示した.また，

たわみ量の大きい箇所で‘は表屑のみの切削オーバーレイが繰り返されていることから，修

繕履歴の情報を活用して修繕計画を見直すことが今後の舗装維持管理において重要である

ことを述べた.

舗装の構造的な損傷の程度が判明して修繕工法が決定した後，道路管理者は修繕に使用

するアスフアルト混合物や路盤材などの舗装材料を選択する.道路管理者はこれらの材料

を複数の選択肢からランダムに決定するのではなく，修繕箇所の様々な条件に配慮し，過

去の修繕履歴の情報や管理者自身の知見を踏まえて選択する.5章では，舗装材料の選択

の際に参照する修繕履歴の情報やこれに基づく知見が不完全なものであることを示し，不

完全な情報に基づいて望ましい材料を選択するための方法論を提案した.ここでは，修繕

に用いる望ましい材料を"地域特有の舗装の劣化要因とその対策を鑑みて，耐久性が高い

と認められる安価かつ将来にわたって調達可能なもの"と定義した.また，混合マルコフ

劣化ハザードモデルを用いて材料固有の劣化特性を異質性で評価する手法を示した.さら

に，同モデルを適用しても依然として選択されない材料に関する情報の不確実さが存在す

ること，表・基層各層の材料が互いに共変量となることを考慮し， 共変量による条件付き

生存確率のとりうる範囲から，最も選択ミスによる後悔が少ない材料を選択するモデルを

構築した.4章と同じ路線のデータで検証した事例研究では，密粒度舗装区間の表 ・基層

混合物を対象としてハザードモデルを推計し，選択モデルを適用した.その結果，表層は

改質II型密粒度アスフアルト混合物，基層は改質II型再生粗粒度アスフアルト混合物が望

ましい材料であることを示した.

修繕に関する 4章， [)章の方法論は，従来技術のベンチマーキングに他ならない.劣化

速度の異質性が高い区間を改善するこ とや望ましい材料の選択機会を増やすことは，相対

的に劣化が早い問題箇所を平均レベルに近づけることを意味しており，改善の要素が無く

なれば以降の効果は期待できない.一方，改善の手段として新しい舗装技術を導入しても，

コストに見合う効果が得られる保証は無い.6章では，修繕に用いる新しい材料の導入効果

を社会実験的に評価し これを踏まえて材料基準を改善するための方法論を提案した.具
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体的には，道路管理者が解決すべき問題を明らかにし，問題解決につながる新しい舗装材

料を開発あるいは選定し，試験的に導入してその効果を検証し，新たな材料の導入を促進

するために管理基準の見直しをするというプロセス及びこれを実践するために必要な事項

を示した.実証分析では，本研究の対象地域において冬季における積雪時のタイヤチェー

ンによる路面の磨耗，夏季の路面温度上昇や路面の滞水に起因する流動わだちの発生が対

象地域の舗装路面の早期破損の主な原因であり 舗装の維持管理上最も大きな問題である

ことを示した.そこで，材料の観点から同問題を解決するため，同じ問題を抱えている他

の積雪地域の材料基準を参照して舗装材料の新しい基準を設定した.さらに，同基準を満

足する新しい材料や既存の望ましい材料 経済的な材料を用いて修繕の試験施工を社会実

験的に実施し，追跡調査や現地から採取した供試体を用いた室内試験で各材料の相対評価

を行った.修繕後の経過時間が短いため，新しい材料の導入効果の検証は十分とは言い難

いが，わだち掘れやはく離面積率で明確な違いが存在すること，これらの聞に相闘が見ら

れることから，新しい材料に耐久性向上の効果が期待できることを示した.

7.2 結語

本研究では，舗装アセッ トマネジメントの階居的なマネジメントサイクル自体を継続的

に改善する上位のマネジメン トすなわちメタマネジメントを実践するための方法論を示し

たものである.提案した方法論の有用性を検証するために舗装の点検記録や路面性状デー

タ，舗装台帳データを活用しているが，これは既存のデータや情報が無付れば改善できな

いことを意味するものではない.本研究では，舗装の維持管理の問題や今後解決すべき課

題を明らかにし，その解決のために必要な情報を収集し，分析を進める過程で舗装材料の

継続的な改善を実現するプロセスを重視している.また，実証分析では維持管理手法の改

善のあるべき方向性を示峻しているが，マネジメントの意志決定に係る具体的な内容につ

いて詳細には触れていない.地域固有の実情があるため，全ての地域で同一の意志決定を

行うことはできない.マネジメントを実践するための最終的な意志決定は，問題に直面し

ている道路管理者自ら行わなければならないのである.本研究が，その一助となれば幸い

である.
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